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く特別寄稿論文＞オセアニア教育学会の歩みと課題

オセアニア教育学会会長

笹森健(青学大名誉教授）

はじめに

まず本学会の設立の経緯について簡単に記しておこう。1990年、今は亡き手塚

武彦先生(当時国立教育研究所)のもとで企画された、文部省(現文部科学省)科学研

究費総合研究の研究対象国にオーストラリアを加えていただくことになり、前田

耕司氏（現早稲田大学教授)、佐藤晴雄氏（現日本大学教授）と筆者が担当するこ

とになったのが本学会の出発であった。

当初の設立趣旨は、オーストラリアの教育をアカデミックな立場から研究しよ

うとの趣旨で、１９９０年１１月に研究会が結成された。その名も「オーストラリア

教育研究会」として、毎月１回の月例研究会を開催してオーストラリアの教育の

現状を把握することとした。当時わが国の教育諸学会では、オーストラリアの教

育を研究対象に取り上げることはなく、個人でも積極的に研究を進めていた研究

者は皆無に等しかった。月例研究会は細々ながら５７回を重ね、会員相互の問題意

識を高め、研究に対する関心を醸成してきた。

その後、オーストラリアを含めたオセアニア地域を研究対象とする研究者が漸

次増加し、研究会に入会してきたため、１９９７年１２月に｢オセアニア教育学会｣と

改称して、その対象領域をオセアニア地域全体に拡大し、現在に至っている。と

同時に、本学会の基本的性格をアカデミックな研究に加えて、教育の現状を多角

的に把握して、そこで展開されている教育活動を紹介すること、つまり教育の現

場報告も加えた。これは現場を無視した研究に流れることを避ける意味からであ

った。

同時に､1994年から毎年発行してきた機関紙｢オーストラリア教育研究」を「オ

セアニア教育研究」と改題して現在まで毎年発行してきている。

発足後、１７年の歳月を重ねて何とかここまで成長してきた。最近はわが国の大

学院の院生、現地で教育事業に従事してきた人、あるいは現地の大学で研究をし

てきた人など多彩な人物が入会し、会員も少ないながらも全国に居住して研究を

継続している。また、わが国の大学院を終了して大学の教員として活躍する者、
あるいはオーストラリア教育の研究で博士の学位を取得する者も出てきたことは

大変喜ばしい限りである。

会員の平均年齢はまだ若く、今後の活躍が期待されるところである。
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１．これまでのオセアニア教育研究の成果

本学会の研究成果は1994年から発行している紀要『オセアニア教育研究』に毎

年発表しているが、これ以外にもわが国の種々の教育専門学会が発行する紀要に

も掲載されている。これについては『オセアニア教育研究』第５号の６頁から８

頁に概略が記述されているが、ここでは今までに発行された『オセアニア教育研

究』全１２号に掲載された研究論文を内容から分析して紹介しよう。（論文タイト

ル、執筆者等は紀要を参考されたい）

掲載された論文等は大別すると次の１０領域に分けることが出来る｡オセアニア

地域、特にオーストラリア、ニュージーランドの教育に関するものが大部分であ

る。とはいえ、研究成果からみると、両国とも取り上げる研究テーマにも、対象

地域からも偏りがみられる。これは研究者の個人的な興味関心からのもので、む

しろ当然であるが、学会からすれば可能な限り全体的な視野からの研究を望みた

い。今後の研究に期待したい。

（１）オーストラリアに関するもの

１）オーストラリア教育研究の意義

教育全般を視野に入れ、オーストラリア教育の研究の有意'性について把握し、

同国の教育の特色が他の国とどのような違いがあるのか、の観点から研究を進め

たものである。新しく研究をはじめようとする研究者や、他の国との比較研究を

しようとする研究者の第一義的な指針を示したもので、教育制度の概略を把握す

るために役立つものといえよう。「オセアニア教育研究の意義」や「イギリス教育

改革からみたオセアニア教育研究の意義」など、総体的に論じられた。
２）各州の教育行政に関するもの

オーストラリアは６州２直轄区から成り立つ国であり、それぞれの州で異なっ

た制度を採用している。したがって、一つの州・区を取り上げてオーストラリア

全体を論ずることはできないものの、一つの州・区を取り上げて、教育行政面か

らその特色を論じたものもみられる。「ニューサウスウェールズ州教育行政の再

編｣、「クイーンズランド地方教育行政の再編と方向」などがみられる。
３）高等教育に関するもの

1980年代から９０年代にかけてオセアニア地域の高等教育は大きく変貌するが、

最古のシドニー大学の創設に関してイギリス大学モデルと関連させて研究した論
考、高等教育に在籍する留学生に視点をおいた高等教育のグローバル化現象と変
容するアイデンティティに関する論考、さらには南太平洋大学（USP）の現状を
紹介したものなど多彩な成果がみられる。
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４）多文化教育に関するもの

多文化社会オーストラリアと言われるだけに､種々の視点からの成果がみれる。

本学会でもシンポジウムで「多文化社会一オーストラリアの教育と課題」を取り

上げ、その成果を紀要第１１号で掲載した。そこでは、シンポジウムで問題提起を

した４人の会員の論考があるが、その視点は先住民、高等教育、市民性それに多

文化主義の諸側面から多文化教育と関連づけて研究したものであった。

そのほかに多文化社会で避けて通れないのが言語教育であるが、「多文化社会に

おける言語文化政策」と題する論文をモナッシュ大学のデイヴィド・イングラム

教授から投稿いただき、紀要第１０号に掲載した。

５）日本語教育に関するもの

日本語教育に関しては多くの成果がみられる。オーストラリアで日本語を教え

るという意図から行った人、あるいは現地の大学で日本語教授法を学んで高等教

育機関で日本語を教えようとする人など多くの日本人が日本語を教えている。一

方でオーストラリアでは経済活動、観光事業などで日本語を必要とする観点から

初等教育から高等教育機関で日本語学習が奨励された。このため、日本語学習熱

が高まり、日本語教育が多くの学校で実施された。これらが背景となりオースト

ラリア政府や各州の教育省も日本語教育を推進した。本学会の会員にも日本語教

授法の理論的研究、日本語教員研修制度の整備、日本語教員の運用能力の向上、

日本語教員養成・研修に関するものなど多方面から多彩な研究を進めており、そ

れぞれ成果を挙げている。

６）先住民の教育に関するもの

オーストラリア先住民アボリジニーの教育保障についても、種々の注目すべき

成果がみられる。オーストラリア社会においてアボリジニーの存在は避けて通る

ことの出来ないもので、研究対象とする観点からは寧ろ当然というべきものであ

る。彼らのオーストラリアにおける位置づけは、非アボリジニーからすれば国家

建設の立場から障碍になる面もある。一方アボリジニーの立場からすれば彼らの

生活権の保障から当然､国家は保護すべきものと要求する。教育の面からも国家・

州はどこまで保障し、保護するかの微妙な立場にあるといえる。と同時に、非ア

ボリジニーの子弟の教育の中で、アボリジニー理解の教育も要請される。微妙な

立場にある彼らの教育について本学会員は一定の成果を挙げていることは評価で

きよう。つまり、次に示すように、多角的な研究を進めている。「先住民教育と歴

史教育との関係性」「少数民族の文化維持」「先住民と多文化社会・多文化主義の

関係」「先住民に対する教育支援」「アボリジニーの教育」などで、トーレス諸島

の島喚地域にまで出かけての研究も見られる。
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７）成人教育に関するもの

世界各国から多くの移民を受け入れているオーストラリアでは、公用語である

英語を話すことが出来ない人がいる。現地のバスに乗ると英語以外の言葉が飛び

交っているのを経験した人は多いと思う。

そのような社会である故に、成人に対する種々の施策が施されており、これら

に対する研究の成果も発表されている。もともと地域社会での連帯、協力、相互

の助け合いの精神が強いオーストラリアでは、成人移民に対する英語教育、成人

の学習保障など、社会で生活していく上に必要な教育の保障を積極的に推進して

いる。この状況に焦点をあてた研究や、コミュニテイにおける成人に対する教育

についての研究もある。地域住民の子どもや成人に対する教育を第一義的に考え

ているオーストラリア社会の象徴的な一端を見ることが出来る。

８）学校経営に関するもの

学校経営に関する研究はメルボルン大学を中心に成果を挙げているが、本学会

員にはその基本構造から、管理職や教員人事制度について、さらには学校包括予

算の配分方式までも研究の対象としている者もいる。わが国で学校経営・学校評

価に関する研究が盛んになってきているが、少なからずオーストラリアの研究か

ら示唆を得ているといっても過言ではない。

９）教育方法に関するもの

教育方法では公立学校・私立学校それぞれに特色ある方法を実践している。ＩＴ

機器を使って日本の高等学校と交流を深めている中等学校、オープン学習で成果

を挙げている学校、さらには学習困難児に対する教育、ＥＦＬ教材とその教授法な

どに関する成果もあり、国際交流の観点からも積極的に研究がなされている。

また、LOTＥ教育のカリキュラム、第二言語としての英語教育、社会科教育の

現状など教育課程に関する研究の成果も発表されている。

１０）観光教育に関するもの

オーストラリアは広大な自然と海、他には見られない動物・昆虫など独特の特

色を持つ大陸である。それだけに多くの観光地をもち、わが国でも新婚旅行をは

じめ多くの人々が出かける国の一つとなっている。

そこで、オセアニア地域の観光教育機関を研究し、観光の視点から研究の成果

を挙げているものもある。

（２）ニュージーランドに関するもの

ニュージーランドの教育に関する研究の成果はオーストラリアほど多くない。こ

の国の教育を研究するものが少ないことが最大の要因であるが、最近になって若手

の研究者が出てきたことは頼もしい限りである。大成してくれることを期待したい。
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１）教育改革に関するもの

１９９０年代後半の教育改革がもっとも注目されており、これに関する研究成果が

みられる。また、「ニュージーランドの教育改革から学ぶこと」として、改革全体

を総括しわが国への示唆を論じている。この改革はわが国の文部科学省も注目した

もので、本学会員から情報の提供を請われている。

さらに、教育改革の特色の一つであるEDUCATIONREVIEWOFFICEに関して

も成果を発表している。

改革後だけの成果ではなく、改革前､つまり1980年代の教育行政制度や教育課

程とくに特別活動についての研究成果も挙げられる。

２）学校評価に関するもの

９０年代後半の教育改革に伴って、教育課程も全面的に改正された。学校現場は新

カリキュラムのもとで教育活動を実践しているが、その実践を評価する学校評価シ

ステムの開発も注目されている。わが国においても最近、学校評価に関心が高まっ

ているが、この国の評価システムに注目しており、研究が進められている。

３）環境教育に関するもの

ニュージーランドは環境に対しては関心が高く、環境破壊を防ぐために細心の注

意を払っている。この状況をスチュワート島を対象にして、社会科環境教育に関す

る論文を発表し、日本の学校教育との比較について論じている。環境教育に関して

は今後も成果がみられよう。

４）南太平洋の国々に関するもの

オーストラリア・ニュージーランドを中心とする南太平洋地域には、多くの小さ

な島国が存在している。

この地域を研究対象とする成果がみられるものの、その数は少ないのが現状であ

る。本学会員の研究成果には、「太平洋島喚国における教育」として、特にサモア

を取り上げた成果がみられる。また、「アジア太平洋地域におけるオーストラリア

高等教育のグローバル戦略」とする意欲的な論考もある。

さらに、この地域で唯一の大学である「南太平洋大学の現状」では、現状紹介があ

り、今後の研究者の足がかりとなろう。

以上、本学会の会員の研究成果について課題別に概観してきたが、これ以外にも

興味ある成果も発表されている。たとえば「日本政府留学生の中途退学率一オセア

ニア地域からの留学生の場合を中心に－」とか、「木曜島の夜会のその後」も興味

を引くものである。

さらには、オセアニア地域を英連邦諸国から考えようとする論考もある。イギリ

スやカナダの学校教育の改革動向から考えるもので、注目すべきものといえる。

とはいえ、オセアニア地域の教育について研究の視点をどこに置くかは研究者自
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身の問題意識にかかわることである。上記以外にも種々の視点が考えられるが、わ

が国のオセアニア教育研究が、まず同地域の教育の状況を包括的に把握すること、

つぎにわが国の教育にどのようなインパクトがあるのかの観点から、多くの研究者

が有意義な研究を進めてほしいものである。

２．学会員による研究書の刊行

学会員のオセアニア教育研究に関する著作も刊行された。

①1995年１２月には本学会の有志10名が共同して、オーストラリアニユーサウ

スウェールズ州にあるニューキャッスル大学名誉教授のアラン･バーカン氏の

著作「AHistoryofAustralianEducation」を翻訳し、「オーストラリア教育

史」とのタイトルで公刊した。この公刊によりオーストラリアの教育史の概観

を把握し、以後の研究の参考とした。

②２００１年６月には石附実と笹森健が編者となって「オーストラリア・ニュージ

ーランドの教育」とのタイトルで概説書を公刊した。

本書は本学会員１６名が両国の教育全般にわたり分担執筆したものである。オ

ーストラリアの学校で教鞭をとっている学会員も執筆に加わって中味の濃い

内容となっている。

③２００３年１２月、杉本和弘会員が「戦後オーストラリアの高等教育改革研究」

を公刊した。本書は杉本会員の博士論文を出版したもので､以後の高等教育研

究に大いに役立つものと思われる。

④２００７年５月、佐藤博志会員が「オーストラリア教育改革に学ぶ－学校変革プ

ランの方法と実際一」を公刊した。これには伊井義人会員と他に３名の現職教

員が加わり、学校変革プランの実際について纏めた。

本学会の歴史は浅いものの、すでに会員による著作物まで公刊されるまで成長し

てきたことは大変喜ばしいことである。

３．オセアニア教育研究の問題点

本学会は上記のように若手の研究者を中心に研究が進められ、その成果も挙がっ

てきている。とはいえ、今後の展開に対し課題も見られる。

（１）研究対象地域の偏り

第一には取り扱う対象が一部の地域に偏在していることである。紀要「オセア

ニア教育研究」に掲載された論文を分析すると、オーストラリアを見てもまだ全

部の州・区について研究の対象とされていない。

刊行された１２号までに州・区を対象とした論文を挙げてみると、クィーンズラ

ンド州４本、ニューサウスウェールズ州３本、ビクトリア州８本、サウスオース
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トラリア州２本で、ビクトリア州に偏っていることがわかる。一方で西オースト

ラリア州・タスマニア州・首都直轄区・北部準州に関しては皆無の状況である。

広大な国士で、他とは異なった特色をもった地域で進行する教育活動を明らかに

することは国全体を見る上で不可欠であると思われる。例えば、西オーストラリ

ア州をみても、北部のキンバリー地方と州都パースの近郊から南部にかけた地域

では全く状況が異なっている。北部一帯では先住民のアボリジニーの割合が高く、

学校を訪れても英語は第三の言語であると校長は言う。一方、南部地域は肥沃な

土地で気候に恵まれ、農作物も量・種類とも豊富であり、住民は子弟の教育に熱

心に取り組んでいる。このように一つの州でも全く様相の異なる地域での教育の

問題点は何かを明らかにする必要がある。このことはニュージーランド、さらに

は南太平洋の島国に関する研究においても同じことが言える。現状ではほんの数

本の成果がみられるが今後に期待したい。この種の研究は現場の状況を踏まえる

ことが不可欠であるが、踏み込んだ研究の成果が待たれる。

ニュージーランドをみても、北島と南島では殆どすべてにおいて違った状況が

ある。人口構成一つをみても北島では南太平洋地域からの移民が多く、最近では

韓国からの移住者も多い。先住民のマオリに関しても、オーストラリアのアボリ

ジニーとは異なった位置づけがなされている。これに対し南島では英連邦からの

移民が多く、彼らによる文化を確立し、地域社会も多くの白人により社会形成が

なされている。先住民マオリについては、初等段階の学校で北島の一部では英語

ではなくマオリ語で指導している。学校教育におけるマオリ語の取り扱いは、い

つまでこの状況が続くのか。英語はどの段階から教育されるのか。マオリ語で教

育された子ども達は成長するにつれてニュージーランド社会でどのように取り扱

われていくかも注視すべき問題となろう。

南太平洋地域の諸国は人口は少ないものの、それぞれの国家建設を行なって、

独特の文化を築いている。また、この地域の国々はニュージーランドやオースト

ラリアと種々の面で深い関係をもっており、この関連に関しても研究を進める必

要性を感じる。

研究すべき課題は多い。とはいえ、この地域に関心をもち、特定の課題・領域

を研究する研究者が少ないわが国の現状からすれば仕方のないことである。近い

将来、未開拓の地域の研究が進むことを期待したい。

（２）研究内容の偏り

第二は研究内容に偏りがみられ、一面的に捉えるのではなく、多方面からの研究
が必要といえよう。

制度研究は一定程度進められているといえよう。高等教育制度に関しては学位

論文も作成されているが、大学ごとの特色などについては、設立の経緯・地域性．
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専門性・建学の精神などから大学ごとに興味は尽きない。今後の課題とせざるを

得ない。初等・中等教育についても、設置者別にみたときそれぞれに大きな特色

をもっているが、ただカリキュラム研究だけでは十分とはいえない。オセアニア

地域は公教育が整備確立される前に、歴史的に英国国教会やカトリックなど宗派

の設立した学校が多く、公教育はその発展が遅れてきた。この観点から、公教育

と私教育を歴史的にその位置づけについて研究する必要があろう。また、制度研

究は種々困難を伴うが、国・州・地方により興味深い面も多く、わが国にも参考

になる面もあり、研究の進展が望まれる。

オセアニア地域の教育で、われわれ日本人にとってもっとも研究が盛んなもの

は日本語教育であろう。日本語教育に関しては、初等・中等教育機関をはじめ高

等教育、職業教育機関さらには地域の生涯学習プログラムなど、いわばすべての

領域で盛んに実施されている。それに伴い、教材の開発も盛んで、教員仲間で教

科書を作成しているところもある。おそらく日本語教育に関する教材の開発がも

っとも盛んであるといえよう。とはいえ、日本語を教えている教員の口からは、

初等段階のものが大部分で高等段階まで系統的に教える教材は不足しているとの

指摘もある。初等段階・中等段階・高等段階まで一貫した教材の開発が要請され

ている。

また、日本語を教える教員の実態を明らかにする必要があろう。日本人以外で

日本語を担当する教員は、必ずしもその養成段階で日本語を教えるのに十分な教

育を受けたかどうか疑問である。日本語教育が盛んであることだけに注目してい

てはいけない。

４．オセアニア教育研究の課題

本学会が創立されて１０年以上が経過した。その間、会員諸氏の努力と協力によ

り、わが国のオセアニア教育研究において一定の成果を挙げてきたことは衆目の

一致するところで、大変喜ばしいことである。わが国の比較教育学研究に少なか

らず貢献してきたものと自負できる。

しかしながら、研究の水準からも、現在のもので満足してはいけない。ここで

は今後のオセアニア教育研究で必要なものは何かを考えたい。

（１）比較研究の必要性

オセアニア地域を見た場合、オーストラリアは州・区で大きく異なった状況がみ

られる。州間だけではなく、同じ州の中でも地域により大きな違いがみられる。ニ

ュージーランドでも南島と北島で、さらに南太平洋の国々はそれぞれの国で異なっ

た教育体制のもとの教育活動がみられる。

これらの状況を共通テーマを設定して明らかにすることは出来ないものである
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うか。先住民についてもオーストラリアのアボリジニー、ニュージーランドのマオ

リとそれぞれの国内での位置づけが違っており、この面からの比較検討も可能であ

ろう。さらに､わが国のアイヌにまで展開できれば研究も深まろう。南太平洋の国々

でも同様の観点からの研究が期待できる。

（２）共同研究の必要性一人脈をつくる

この地域の研究は広大なことから、資料収集をとっても費用の面からも容易では

ない。また、わが国の位置からいっても出かけるにも簡単ではない。

これらを考慮して共同研究が必要となろう。その際、対象とする地域に共通認識

をもった研究者がおれば理想的ではあるが、多くの場合は無理であろう。

とはいえ、最低１回は資料収集に出かける必要があることから、その際に適切な人

脈をつくっておくことが必要となろう。外国の教育を研究するためには人脈は必要

不可欠である。現地にいる研究者との連携が必要といえる。

（３）わが国への示唆を念頭において

外国の教育を研究する場合、その意義は何かを絶えず意識していることが重要で

ある。この観点から、まず大切なことはその国の現状を明らかにすることは当然で

あるが、それがわが国の現状にどのようにインパクトを与えるかを明確に意識する

ことである。

この点に関しては、すべてにおいてわが国の現状にインパクトを与えないものも

あろう。その国・地方の特殊性や特異の事情によるもので、その場合はその国とし

ての位置づけを明確にすることである。

（４）関連領域との連携

教育研究が主たる領域とはいえ、その教育事象を生み出している関連領域を無視

してはならない。我々はともすれば自分の領域に埋もれてしまいがちである。先住

民の教育をテーマにした場合、避けて通れないのは人類学・文化人類学からのアプ

ローチである。英語教育を考える場合は言語学あるいは地方の方言にも関心を持た

なければならない。

オセアニア教育学会の節目となる時に、これまでの歩みを振り返って、成果、問

題点、課題について記した。

その歩みは決して速いものではなく、遅々として進まなかったともいえよう。し

かし、この１０年で大学院を終了し大学の教員になってオセアニアの教育を講ずる

者も出てきている。本学会の功績は無ではない。今後は今まで以上にわが国の比較

教育学に貢献したいものである。
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く特別寄稿論文＞サモア教育戦略政策計画と教育セクタープロジェクト

（その1）サモア中等学校理数科教育の現状と課題

日浦賢一（株式会社VSOＣ学術顧問）

はじめに

サモアの最近の教育政策は､｢西サモア教育政策1995年-2005年(WesternSamoa，

EducationalPOlicies,1995-2005)」の後を受けて、2006年７月に「教育戦略政策計

画2006-2015年（StrategicPoliciesandPlan2006-2015)」が発表され、今日に至

っている。

前者は、次の５分野く①教師の質向上と教師研修②カリキュラムと指導教材

③教育施設④私的公的教育者間の強調⑤教育省の強化＞の教育向上を目的とし

て、それなりの成果を上げたと評価されている。

これに対し、後者は１８教育政策分野に焦点を当て、より広い戦略で教育改革を継

続する点に特徴がある。特に、「教育戦略政策計画2006-2015年」は、国家開発計画

であるくサモア開発戦略２００５年-2007年；StrategyfbrtheDevelopmentof

Samoan＞の国家目標である"サモア国民の質向上"を実現することを強調している。

その双方で基礎教育分野、特に小中高等学校教育分野において具体的な教育発展を

目的に「教育セクタープロジェクト（EducationSectorPrOject)」がアジア開発銀行

（AsianDevelopmentBank；略してADB)、オーストラリア国際開発事業団

（AustraliaAgencyfbrlnternationalDevelopment；略してAusAm)、ニュージー

ランド国際開発事業団（NewZealandAgencyfbrlnternationalDevelopment；略し

てNZAID）の支援により実施されている。

２０００年-2005年までサモアで実施された「教育セクタープロジェクト１

（EducationSectorPrOjectl；略してＥＳＰ１)」は、小中高等学校の質向上を目的に
ＡＤＢより約７００万米ドル（約８．４億円）の支援を受け、サモア政府及びコミュニテ

ィが約300万米ドル（約3.6億円）を負担し、合計約12億円で７小学校、１２中等学

校の施設設備がアップグレードされた。この間、AusAID、NZAID、ＪＩＣＡ、

ＥＵ(EuropeanUnion)から技術協力、校舎建設などの支援もあったが、日本政府から
は文化無償資金協力による教育省への印刷機材供与、小規模無償資金協力による小中

等学校校舎建設を中心に、青年海外協力隊（略称JOCV）やシニア海外ボランティア

（略称SV）による教育協力も展開され現在に至っている。

本報は、このような背景の中でサモア教育スポーツ文化省とＪＩＣＡサモア事務所の

ジョイントプロジェクトとして２００５年４月から２００７年３月まで実施された「基礎

教育理数科改善プロジェクト・フェーズ１（ScienceandMathematicslmprovemenｔ
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PrOjectfbrBasicEducationPhase－１；略してSMIPBEPhase-1)」を中心に、サモア

中高等学校理数科教育の現状と課題」について報告し、ＥＳＰ１におけるSMIPBE

Phase-1の意義・役割・成果について報告したい。

また、２００８年１月以降はサモア教育省の主導により継続して実施される「基礎教

育理数科改善プロジェクト･フェーズ２(略してSMIPBEPhase-2)」と2006年．2012

年実施予定の「教育セクタープロジェクト２（略称；ＥＳＰ2)」の連携等についても考

察してみたい。

１．西サモア教育政策1995-2005年と教育セクタープロジェクト１

（１）ＥＳＰ１（2000年）以前の小中高学校教育の実際

サモアは、1962年に南太平洋諸国の中では最も早く独立した。

旧宗主国はニュージーランドで、そのため同国の教育事情を引継いているケースが

多い｡｢西サモア教育政策1995-2005年｣は別名｢教育政策と計画開発プロジェクト」

とタイトルがついており､1992年に実施された初等中等教育システムと現職教師研修

のリヴイーを基に世界銀行（WbrldBank）の支援により作成されたものである。特

に、官民の教育セクターから優れた教育関係者を選び出し、かなり深く協議された結

果、下記の４点を重視した教育政策が創設された。

①子供にとっては最初の教師となる両親の役割を重視した幼児教育の重視

②全員参加の初等教育を導入するための特殊教育の重視

③中等教育後の教育政策と戦略の提供

④学校運営管理と教育省の役割強化

この中で、①幼児教育は、「学習は生まれた時から始まる（Learningbeginsat
birth)」という観点から、両親・家族が如何に「幼児期学習」に取り組むべきかを強

調し､幼稚園や幼児教育センターの組織化について言及している｡②小学校教育では、

小学校施設の充実、教科書や学習指導教材の質・量の向上、教師の指導法や学級運営

管理能力の向上について述べ、特に英語が導入される前にサモア語の基礎的リタラシ

ーが重視されるべきだと述べられている。③中高等学校教育については、試験で高得

点を取った生徒と低い得点を取った生徒に分けた二つの流れを持つ中高等学校教育は

不公平で、非効率であると述べ、これを改め、公平で、効果的な教育を実施すること

が述べられている。更に貧弱な校舎、質が低い教師の質向上が考慮されるべきだと述

べられている。

ＥＳＰ１以前、すなわち西サモア教育政策前半の大きな特徴は、サモア高校（Samoa

Conege)、アベレ高校（AN7eleCOllege)、ヴァイポウリ高校（VaipouliConege）と呼
ばれる５年制の３校へ入学した生徒だけが、オーストラリア、ニュージーランド等の

大学、フィジーにある南太平洋大学等に進学する試験（PSSC；PacificSenior
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SecondaryCertificate）を受ける資格が与えられていた点にある。すなわち、エリー

ト教育と普通教育の二重教育が実施されていた。

サモアの教育構造は下記の図１のようになっており、大学予科（13学年）を持つ学

校をConegeと呼び、１２学年までしかない中等学校をSecondarySChoolと呼んで区

別している。２００３年以前、Conegeは上述したように全国に３校しかなかった。

SecondarySchoolは国立校が２２校でミッション系のいわゆる私立校が１５校あり、

全国で40校の中等学校が存在しており、生徒数は2000年頃約12000人程度であっ

た。小学佼は全国に約160校あり、公立校が約140校、ミッション系の私立が20校

で、児童数は約４万人弱であった。

図１サモアの教育構造

大学（4年間）

University

大学予科Conege（1年間）

中等学校（4年間）

SecondaIySchool

初等学校（8年間）

PrimarySchoOl

幼稚園Preschool（１－２年）

（２）ＥＳＰ１（2000-05年）による中等学校教育施設設備充実と教育機会均等の動き

ＥＳＰ１では､SecondarySchoolと呼ばれる４年制の中等学校のカリキュラムを総合
的に見直して､９学年から１３学年までの５年制カリキュラムに改編し､質の高い中等

学校教育にする努力がなされ、今もその実現に向かって努力がなされている。

９学年から１３学年までのカリキュラムを見直して､９学年から11学年までに体育、

音楽、美術等が必修科目として含まれ、９学年から１３学年までに農業科学、商業科、

家政科、技術科等が選択科目として含まれるように改編された。
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学年

9学年

10学年

11学年

１２学年

１３学年

表１中等学校のカリキュラム概要

(NationalCurriculumPolicynramework）’）

履修科目

必修科目

サモア語、英語、数学、理科、

社会、美術音楽、保健体育

サモア語、英語、数学、理科、

社会、美術音楽、保健体育

サモア語、英語、数学、理科、

社会、美術音楽、保健体育

英語

英語

選択科目

家政科、技術教育、農業科学、ＩＣＴ

商業科

家政科、技術教育、農業科学、ＩＣＴ

商業科

家政科、技術教育、農業科学、ＩＣＴ

商業科

サモア語、理科、生物、物理、化学、

地理、経済、歴史、農業科学、家庭、

技術、数学、会計、保健体育、芸術、

コンピュータ科目

物理､化学､生物､地理､経済､歴史、

会計、技術､農業科学､保健体育、芸

術、開発研究、コンピュータ科目

また､質の高い中等学校を大幅に増やすためにＥＳＰ１で25校の国立中等学校の内、

12校のSecondalySchoOlを増改築してConegeに昇格した。そして、2005年末まで

に１２校の一般教室、図書室を充実し、理科実験器具を整備した理科実験室、実習機

器が揃った技術・家庭科室の施設設備が充実されたことは特筆に値する。

このことにより、自宅近くの地方中等学校に入学し、大学に進学するチャンスが与

えられるという教育の機会均等化が実現された。しかし、新しくCollegeに昇格した

12校は、供与された理科実験室･器具､技術家庭科実習室･機器等を十分に使いこな

せるだけの質の高い教師、教科書、学習指導教材、実験教材も不足しており、問題は

容易に解決しなかった。むしろ、現職教師研修のニーズや、質の高い学習指導教材・

実験教材開発等のニーズが高くなっている。

サモア政府は2005年に発表したサモア開発戦略2005年-2007年；Strategyfbr

theDevelopmentofSamoan＞の国家目標である“サモア国民の質向上''を実現する

ために「教育」に高い優先度を与え、開発課題の援助重点分野に指定している。

しかし、重点分野である教育の中でも、中等学校教育における理科・数学の学力低

下が指摘され(表２参照)、サモア教育省はその問題解決に取り組んだ。ところが、そ

の努力にもかかわらず、この問題は容易に解決されなかった。
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表２サモア中等学校修了国家試験の各教科科目平均点

(2004年サモア教育統計要覧；SamoaEducationalStatisticDigest2004）

1７

（３）基礎教育理数科改善プロジェクト形成までの過程と概要

ＪＩＣＡはサモア教育スポーツ文化省からの教育協力要請を受けて、シニア海外ボラ

ンティア（以下ＳＶと省略）とＪＯＣＶから成るボランティアレベルの教育協力を実施

することを決め、その第１ステップとして、2004年10月にサモア教育スポーツ文化

省に理数科教育を指導科目とするＳＶ（筆者）が派遣された。そして、筆者はカウン

ターパートとニーズアセスメント、及びベースラインデーターを収集し、基礎的な調

査をして、彼らと協議を繰り返しプロジェクトの骨子を作成した。その後、サモア教

育スポーツ文化省とＪＩＣＡサモア事務所の間で「基礎教育理数科改善プロジェクト・

フェーズ１（略してSMIPBEPhase-1)」の草案が協議され､最終的に2005年３月末

に議事録伽inutesofMeeting；略してＭ/Ｍ）に両国代表者が署名をし、2005年４

月１日からSIVⅡPBEPhase-1が公式にスタートした。

プロジェクトの概要は次に示すが、教育スポーツ文化省は理数科の成績が低い３パ

サモア教育スポーツ文化省はこの問題を解決するために2003年にJICAに対し下

記のような教育協力を要請した。

2000年 2001年 2002年 2003年 2003年

科目別受験率

語
語
学
理
史
物
学
理
学
学
計
済

ア
科
モ
業

英
サ
数
地
歴
生
化
物
科
農
会
経
タイプ

食物栄養

木工技術

１
０
９
６
７
４
８
３
６
４
７
３
７
８
６

３
５
２
３
３
２
３
３
４
２
３
４
５
６
２

５
７
０
５
７
５
０
８
６
３
５
８
３
７
４

３
４
３
３
２
２
４
２
３
３
５
３
５
３
４

１
７
１
５
３
４
０
４
０
６
２
４
８
３
２

３
４
２
３
２
１
２
１
２
１
２
４
２
５
２

３
９
９
９
２
０
０
１
８
７
０
８
５
４
２

３
４
２
２
４
２
４
３
３
３
３
３
５
３
３

％０
９
０
４
３
２
９
８
３
５
２
７
１
５
５

０
７
９
４
１
２
１
３
２

１



イロット校を選び、このパイロット校生徒の理数科の成績を向上するプロジェクトを

JICAに期待した。そして、３校に派遣された３名の青年海外協力隊(JOCV）隊員と

教育スポーツ文化省カリキュラム教材評価局に派遣されたＳＶ（筆者）とから成るボ

ランテイアレベルの教育協力が2005年４月からスタートした。

２．基礎教育理数科改善プロジェクト・フェーズ１の概要と成果

サモア教育スポーツ文化省とＪＩＣＡサモア事務所の間で合意されたプロジェクト目

標、具体的な活動・成果は下記の通りである。

（１）プロジェクト目標と指標

プロジェクト目標；

理数科教師の教授法、教材開発能力向上のため教師研修（In･serviceTbacher

mfaining；略してIST；）が強化され、教授学習教材、モニタリング・評価ツ

ールが開発され、３パイロット校における教師の質が向上した結果、サモア中

等学校修了国家試験の理数科の平均点が前年度より向上する。

指標;2005年度と2006年度のパイロット校におけるサモア中等学校修了国家試

験の理数科の平均点。

（２）目標を達成するための活動と成果

成果１；教育スポーツ文化省の教師訓練指導者（トレーナー）及び教師の研究開

発能力が向上する。

成果２；教育スポーツ文化省のトレーナー、及び教師の研修プログラム、研修教

材､指導法等の開発能力が向上し､教師研修が計画･実施･評価される。

成果３；地域、住民、関連機関との連携が強化される。

成果４；学校ベース研修の実施システム、研修教材、訓練指導法が向上する。

成果５；校長の学校運営管理能力が向上する。

成果６；３パイロット校における理数科教師の能力が向上する。

成果７；生徒用学習教材が開発される。

そして、プロジェクト成果を上げるために、筆者のカウンターパートであるカリ

キュラム教材評価局局長、中等学校課長、理科教科調査官及び数学教科調査官と効

果的なプロジェクト実施体制を討議し、両国代表者が協議をした結果、下記のよう

なプロジェクト実施体制が構築された。
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（３）プロジェクトの実施体制

図２ＳＩｍＰＢＥフェーズ１の運営管理システム

合同調整委員会

委員長；サモア教育スポーツ文化省次官

サモア教育スポーツ文化省

本省次官、カリキュラム教材評

価局長、中等教育課長、学校運

営局長、中等学校課長、政策企

画研究開発局長、評価課長、

理科教科調査官、数学教科調査

官、３パイロット校学区教育長

JICAサモア事務所

所長、所員、企画調査員、

ボランティア調整員、

長期シニア海外ボランティア

タスクフォース ３パイロット校におけるプロジェクト実行チーム

下記のように教科

の専門家より構成

され、３パイロット

校の理数科教師研

修等を実施。

理科グループ

教科調査官及び

優秀な理科教師

＜合計４名＞

数学グループ

教科調査官及び

優秀な数学教師

＜合計４名＞

(学区教育長がチーム長）

Aパイロット校

ウポル島北東にあ

り、ＥＳＰ１により

新しくＣｏｎｅgｅ に

なった。

生徒数；約280名

教師数；１２名

Bパイロット校

サバイイ島の北東

にあり、小規模のセ

カンダリースクー

ルｂ

生徒数；約190名

教師数；１０名

Cパイロット校

ウポル島南西にあ

り、中規模のセカン

ダリースクールｂ

生徒数；約210名

教師数；１１名

（４）プロジェクトで達成された主な成果と実績

①カウンターパート及び教師訓練指導者は、基準データを収集整理し、研究開

発能力が向上したため、プロジェクトを計画的に実行・評価し、報告書にま

とめることができた。

②教師研修指導者の研修プログラム､研修教材､指導法等の開発能力が向上し、
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教師研修が年２回、合計４回実施され、のべ100名以上のパイロット校理数

科教師が研修に参加した。

③ニュースレターが第５号まで印刷・配布され、地域、住民、関連機関との連

携が強化された。

④学校ベース研修が､強化･実施され､教師の知識･技能･指導法が向上した。

⑤校長研修会が２回実施され学校運営管理能力が向上した結果、学校が抱える

問題を解決する学校別プロジェクトを計画・実施・評価した。

⑥３パイロット校における理数科教師の能力が向上し、生徒用学習教材等が開

発され、次ページのように生徒の成績が向上した。

（５）プロジェクト目標の達成度

幸いにしてサモア教育スポーツ文化省とJICAの人的、予算的な協力が得られた

ために､2006年末に実施されたサモア中等学校修了国家試験のパイロット校におけ

る理科・数学の平均点が表４に見られるように向上した。

表４のＡパイロット校における2005年の理科、2006年の生物、2006年の化学

の平均点は、全国平均を大きく上回った。また、数学に関しては、３パイロット校

とも2006年の平均点がそれ以前に比較し、１０点以上も高くなっている。このこと

から、本プロジェクト目標は達成されたと評価してよい。

表３パイロット校におけるサモア中等学校修了試験合格者数

パイロット校

Ａパィロ

シ卜校

Ｂパィロ

シ卜校

Ｃパィロ

ツト校

合格者数

試験合格者数

数学合格者数

蕊蕊妻

2005年

人数合格率

5(31）１６％

4(29）１３％

3(29）１０％

7(29）２４％

3(31）９％

3(31）９％

2006年

人数合格率

14(36）３８％

１７(29）５８％

１０(29）３４％

20(29）６９％

7(34）２０％

9(34）２６％

目標達成度

目標を大きく達成

目標を大きく達成

目標を達成

（）内は受験者数

また、表３のように2006年には３パイロット校とも合格率がかなり向上した。

下の表４を見ると分かるように、理科、数学だけではなく英語の平均点も上がって

いる。また、「会計」のように他教科でも平均点の向上が認められる。本プロジェクト

では、校長研修会及び教師研修を通して各学校が抱えている問題を自分達で解決する

ように学校ベースの年間計画を作成し、学校ベース研修を実施するように促したこと
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表４サモア中等学校修了試験のパイロット校における科目別平均点

が影響していることは明らかである。また、このように理科、数学が飛躍的に伸びた

のは両科目のスペシャリストから構成される「タスクフオース」の働きが大きいと考

えられる。

このように、「基礎教育理数科改善プロジェクト・フェーズ１（略してSMIPBE

Phase-1)」は、両国の努力が実って２年間に大きな成果を上げることができた。

ＥＳＰ１だけでは実現が困難であった問題をJICAの支援で解決することができたの

で、サモア政府はこの経験を活かして、SMIPBEPhase-2を継続して実施する計画

を作成し、現在その準備を進めている。

２１

Ａパイロット校 Ｂパイロット校 Ｃパイロット校

科目 2004 0５ 0６ 科目 0４ 0５ 0６ 科目 0４ 0５ 0６

理科

全国平均

5５

４７

生物

全国平均

4０

４８

4０

４８

盟
獅

物理

全国平均

諏
妃

生物

全国平均

鉛
幻

配
妃

化学

全国平均

弱
奴

数学

全国平均

狸
幻

3７

４７

妃
銅

数学

全国平均

4０

４７

4１

４７

5３

４７

数学

全国平均

3７

４７

誕
幻

“
柳

英語

全国平均

諏
幻

3５

４７

喝
獅

英語

全国平均

２
７
３
４

3２

４７

4０

４７

英語

全国平均

3７

４７

3３

４７

如
幻

サモア語

全国平均

4５

４７

詑
唖

4６

４７

サモア語

全国平均

4３

４７

3７

４７

4０

４７

サモア語

全国平均

“
柳

弱
幻

3７

４７

歴史

全国平均

3３

4８

3８

４８

妬
幻

地理

全国平均

誕
獅

妬
柳

4０

４７

地理

全国平均

１
７
４
４

８
７
３
４

妃
幻

地理

全国平均

3１

４７

“
幻

詑
獅

経済

全国平均

詔
柳

帥
銅

会計

全国平均

3７

４７

鎚
獅

⑬
卿

会計

全国平均

（
ろ
７

３
４

犯
柳

6１

４７

会計

全国平均

⑲
幻

4８

４７

釦
鞭



3．教育戦略政策計画2006-2015年と教育セクタープロジェクト２

（１）ＥＳＰ２による中等学校教育の質向上計画

2006年７月に「教育戦略政策計画2006-2015年（StrategicPoljciesandP1an

2006-2015)鋤｣が発表され､ＥＳＰ２が2006-2012年まで､実施される予定である。

「教育戦略政策計画2006-2015年｣では､９年間の基本方針として､公平(EqUity)、

高い質(Quality)､妥当性(Relevancy)､効率性(EBficiency)､持続性(Sustainabiljty）

を挙げている。そして、教育スポーツ文化省の最終ゴールは人間が基本的に必要と

するような教育、スポーツ、文化の発展であると述べ、国家的な発展に貢献する有

能で健康な国民を育てるような文化、気高い価値観と態度、知識と技能を育てる教

育、可能性を育てるスポーツの発展であると述べている。教育スポーツ文化省はそ

の最終ゴールを達成するために１８政策分野を特定し、省．支援者・開発パートナ

ーと協議を繰り返して、それぞれの分野における問題点と困難点を明らかにしてい

る。そして、これらの問題点を解決するために、全てのセクター、文化、体育的活

動、健康とスポーツに対する政策と戦略が明確にされた。２）

ＥＳＰ２は、NZAID及びAusAIDがそれぞれ約9.7億円、ＡＤＢが約9.1億円、残

りをサモア政府が負担し、総額約３４億円の大規模なプロジェクトである。ＥＳＰ１

ではアップグレードすることができなかったセカンダリー･スクールの施設設備(理

科実験室・実験器具も含む）の充実、教師の質向上、学習指導教材の開発等が計画

されている。

（２）ＥＳＰ２による中等学校教育の質向上とSMIPBEPhase-2の意義と役割

既に述べたように､SMIPBEPhase･１におけるＡパイロット校はＥＳＰ１の受益

校である｡Ｂパイロット校とＣパイロット校はＥＳＰ２の受益校として､一般教室、

図書室、理科実験室、技術家庭科実習室の施設設備が充実されることになる。

サモア教育スポーツ文化省は、SmPBEPhase･１の成果を他の学校及び地域へ

普及させたい希望を持っており、他ドナーとの援助強調及び相乗効果を期待してい

る。このような状況においてサモア政府はSImPBEPhase-2を彼らのイニシャテ

ィブで進めていくことを決定し、下記のような基本方針を決めている。

しかし､ＳｍｎＰＢＥフェーズ１が終了した2007年４月からフェーズ２を直ぐに実施

することは他校、他地域との連携が困難であるので、2007年末までは、フェーズ１

を継続し、フェーズ２は2008年２月からスタートし、２年間実施の予定である。

（３）SMIPBEPhase-2の基本方針と計画の概要

SMIPBEPhase-2の基本方針は、フェーズ１の成果を押さえ下記の４点に纏め

られている。

①フェーズ１の普及活動を他校・他地域に拡げる。

②サモア教育省が中心になり継続、実施する。
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2３

③
④

図２SnmPBEフェーズ２の運営管理システム

自己発展を強調。必要に応じドナーに支援を要請する。

学校ベース研修、Clusterを中心とした地域研修の強化。

ＥＳＰ２との連携強化

実験室、実験器具等の有効利用とサモア教師による教材開発強化。

（４）ＥＳＰ２及びSm皿PBEPhase-2の問題点と課題及び提言

サモア政府は教育の向上のために大きな努力をしている。ＥＳＰ２は中等学校教育

の発展に寄与することは明らかであるが、下記のような問題と課題を抱えている。

これらの問題点を解決するにはサモア政府の自発的発展が最も重要であるが、必

要に応じて、ＪＩＣＡも含めて他ドナーの支援が必要とされている。

①理科教師の数が不足している。

数学に比較し、理科教師の数が不足しているが、教育スポーツ文化省だけでは

解決できない問題である。サモア国立大学教育学部（教員養成）と協議し、教

プロジェクト調整委員会

委員長；サモア教育スポーツ文化省次官

カリキュラム教材評価局長、中等教育課長、学校運営局長、中

等学校課長、政策企画研究開発局長、評価課長、

理科教科調査官、数学教科調査官、学区教育長

プロジェクト実行

チーム

①チーム長

カリキュラム教材

評価局長

②メンバー

中等科課長､及び理

科･数学教科調査官

を中心としたタス

クフオース

６クラスターと１４パイロット校

Ａパイロット校を

中心としたクラス

ターＡ

ウポル島北東部

(3校より成る）

クラスター，

ウポル島北部

(２校より成る）

Bパイロット校を

中心としたクラス

ターＢ

サバイイ島北東部

(２校より成る）

クラスターＥ

サバイイ島南東部

(２校より成る）

Cパイロット校を

中心としたクラス

ターＣ

ウポル島南西部

(3校より成る）

クラスタ－Ｆ

サバイイ島南西部

(２校より成る）



員養成及び現職教師研修を強化する「教師教育マスタープラン」を作成し問題

解決に取り組む必要がある。特に､ＥＳＰ１及びＥＳＰ２で充実される理科実験室

を効果的に使用するための「教師教育マスタープラン」が必要とされている。

②教師指導者、学校運営管理者の質向上が必要である。

知識や技能だけではなく、責任感も向上させる学校運営管理能力向上の研修が

必要である。

③生徒の学力を向上させるための学習指導教材開発、及び評価テスト作成に関す

る支援が必要である。

紙面の都合で、上に挙げた問題点と課題及び提言は、ＪＩＣＡのボランティアレベ

ルの教育協力及び他ドナーの支援で解決可能なものに限定したが、このほかに「予

算の確保」や「教員の待遇処遇」等の問題が山積みとなっている。

サモアの教育発展のために、オーストラリア政府、ニュージーランド政府、ヨー

ロッパ連合だけではなく日本政府からの支援が今後も継続され、サモアの生徒達に

教育の機会均等が一刻も早く提供されることを願ってやまない。

【註】

1）MinistryofEducation,SportsandCulture，八肋bnaノＣｔｚｚ"bzzﾉＵｍＨ此ｙ

Ｆ蛇Ｉｍｅｗｎｚ２ｋＰ,１４

２）MinistlyofEducation,SportsandCulture・SZrzlZ石蚊周此１忽ｓａ"ｄＥＬｍ

２り”辺りZ風ｐｐ,２－３
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ニュージーランドにおける教員の資質向上政策に関する考察

一教員登録制度に着目して－

高橋望（東北大学大学院）

はじめに

中央教育審議会答申（2006年）「今後の教員養成・免許制度の在り方について」で

は､教員免許の更新制の導入が提言され、「教員免許状に一定の有効期限を付し、その

時々で求められる教員として必要な資質能力が確実に保持されるよう､必要な刷新(リ

ニューアル）を行うことが必要」であるとされた。先日、教員免許法、及び教育公務

員特例法の改正が国会にて可決されたことは記憶に新しい。こうした提言・動向の背

景には、教員として必要な資質能力を確実に保証し、教員としての専門性の向上を促

進するという目的を指摘することができるだろう。教員に対して、高度な専門性と実

践的な指導力を身につけることが求められていると言える。

ニュージーランドでは、教員の質や専門性を確保するための手段として教員登録制

度が実施されている｡教員登録を専門に扱う教員審議会fmeachersCouncil:以下ＴＣ）

は、教育省から独立した形で設置され、教員登録を通じて、教員として必要とされる

資質能力、専門性を確保し、向上させることをその主な機能としている。教員登録制

度を実施している国はニュージーランドだけでなく、イングランドやオーストラリア

も同様であり、その目的は両国ともに教員の資質能力、専門性の確保・向上であると

総括することができる'。さらに､教員登録を専門に扱う独立機関が設置されている点

も共通している2.教員登録制度は､登録を専門に扱う独立機関を中心とした教員の資

質向上政策と理解することができる。

ニュージーランドは1980年代後半に大規模な教育改革を実施している。1988年に

発表された通称『ピコット報告』3を契機とするこの教育改革は､ニュー･パブリック・

マネジメント（NewPublicManagement:以下ＮＰＭ）を基本理念とし、教育分野へ

と市場原理を持ち込むものであった。『ピコット報告』での提案は、1989年教育法に

よって具体化され､教育委員会制度の廃止や学校に権限を委譲する学校理事会(Board

ofnustees：以下BOT）制度の導入など、教育行政制度を効率化・スリム化するた

めの改革が行われた。こうした制度のスリム化を主眼とした改革の中で、新たに教員

登録を専門に扱う独立機関が設置されたことは非常に興味深いことである｡1989年教

育法は、教員登録委員会（meache鱈RegistrationBoard：以下TRB）の設置を規定

し、ＴＲＢを中心に登録制度を運用していくことを示している4。

ＴＲＢを中心とした教員登録制度は、1999年に第５次労働党政権が発足したことに

より大きな転換がもたらされることとなる5。すなわち、１９８９年教育法によって設置
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されたTRBは2001年教育標準法によってＴＣへと改編されている。この組織改組に

伴い、教員登録制度だけではなく、教員の資質能力を確保し、向上させるための政策

にも変化がもたらされたことが予想される。ニュージーランドの教員登録制度につい

ては、ＴＣの機能について分析した研究はいくつか存在するものの６，ＴＲＢからＴＣ

への改編について、また教員登録制度の歴史的経緯について分析した研究は、管見の

限り見ることができない。しかし､ｍＢが教育委員会制度を廃止し､制度のスリム化

を図った「明日の学校」改革7において設置されたこと、そして途中、ＢからＴＣへ

と改編されたことを鑑みると、教員登録制度について、歴史的経緯を踏まえその特質

について明らかにすることは、「明日の学校｣改革における制度改革、さらには展開さ

れる教員の資質向上政策について検討するうえで重要な作業と考える。

ゆえに本稿では、教員登録制度の成立・展開過程を検討することを通して、独立機

関を中心に運用される教員登録制度の特質を明らかにすることを目的とする。そのた

めに、第一に、現行の教員登録制度の概要を示すも第二に、教員登録制度の歴史的経

緯と登録制度の基盤を築いた１９６４年教育法での特徴と課題について整理する。第三

に､教員登録を専門に扱う独立機関の設置構想と1989年教育法でのTRBの設置につ

いて考察する。そして最後に､ＴＲＢからＴＣへの改編を始めとする教員登録制度の変

動について検討し、教員登録制度の特質について考察する。

１．教員登録制度の概要

最初に、本稿の考察対象となる教員登録制度についてその現行制度の概要を簡単に

示しておきたい。

教員登録は､ＴＣを中心に実施されている。教員として働くためには､ＴＣにおいて

登録が承認されなければならず、教員養成機関修了後、ＴＣにおいて教員登録を行う

ことが教員としての第一歩となる。ＴＣにおける教員登録の基準は最低基準であり、

登録教員ということは、最低基準を超えた能力を有する教員であるということを意味

している。

教員登録は､①｢完全登録教員(fUllregistration)｣､②｢予備登録教員0Omvisional

registration)｣、③｢承認前提登録教員(registrationsubjecttoconfirmation)｣、の３

つのカテゴリーに分類され、実施されている。以下、その特徴をカテゴリー別に整理

したい。

①完全登録教員

正規の登録教員の資格として位置づけられ、教員として十分な資質能力を有してい

ると認められるカテゴリーである8.予備登録教員､承認前提登録教員に対して指導や

助言を行うことが求められる。
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②予備登録教員

教員養成機関を修了した学生が完全登録教員としての資格を得るためには、予備登

録教員として登録し､学校現場において２年以上の教員経験が必要となる9.予備登録

教員が完全登録教員となるためには、以下の条件を達成することが求められる'０．

．過去５年間の間の２年間(8学期の間11)､学校現場で教育活動を行うこと（同

じ学校でなくても構わない)。

・１週間に12.5時間以上の教育活動を行うこと。

。ＴＣからの承認を得ている一般的な教育機関において教員として雇用されて

いること。

・２年間、完全登録教員が主催する研修プログラムに参加すること。

．ＴＣが示す十分な能力をもった教員の基準（satisfactoryteachercriteria）を

満たすこと'２．

．自分の勤務する校長、もしくは指導教員から完全登録教員となるための推薦

を得ること。

・現在、有効期限内の登録教員であること。

つまり、予備登録教員は、最低でも２年間実際の学校現場で働き、２年後以降、雇

用されている校長からの推薦をもってＴＣへと登録申請することにより、はじめて完

全登録教員となることができるのである。予備登録教員期間は、完全登録教員のもと

で必要な支援・研修を受けながら完全登録教員としての力量を形成する。同時に、校

長・指導教員'3は、新人教員が完全登録教員としての資質能力を備えているかどうか

確認する。２年経った後でも完全登録教員として能力が十分ではないと判断された場

合には、引き続き予備登録教員として研修を続けなければならない。

③承認前提登録教員

承認前提登録教員が完全登録教員となるためには、以下の条件を達成することが求

められる'４．

．現在、有効期限内の登録であること。

．ＴＣからの承認を得ている一般的な教育機関において教員として雇用されて

いること。

・現在の学校でのカリキュラム等を熟知していること。

．ＴＣが示す十分な能力をもった教員の基準を満たすこと。

・登録してから１年以上が経つこと、もしくは登録してから３ヶ月以上が経過

しており､現在の職場の学校長､または完全登録教員による推薦があること。

つまり、承認前提登録教員は、以前に教員経験はあるが、何らかの理由で職を離れ

再び教員として再就職する際に登録するカテゴリーであり、予備登録教員と比較する

と基準が達成しやすくなっていると言える。しかし、教員としての能力が確実に保証
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されるまで完全登録教員となることはできない。

教員登録には、登録の有効期限とも解することのできる更新周期が存在する'5．登

録更新周期は３年であり、それを過ぎて更新しなければ、登録は無効となる。更新の

際には勤務する学校長の推薦が必要となり、校長は、当該教員が完全登録教員として

職務を遂行するだけの能力を有しており、今後の３年間完全登録教員として働くこと

ができるかどうかを判断し、ＴＣへと登録申請願いを提出する。すなわち、更新が現

在も教員としての十分な資質能力を持って教職についているかを確認する場面として

機能している'6．

以上のように、予備登録教員に対しては指導教員による指導が徹底され、現職教員

に対しては３年に１度の登録更新が義務づけられるなど、教員登録制度を通して、採

用時だけでなく教員となってからも、継続的に教員としての資質能力の確認が行われ

ていると言える。ＴＣの設立目的として、教員の専門性を向上させ、安全かつ質の高

い教授と学習環境を子どもたちに提供すると謡われているように'７，登録制度の目的

は、教員の資質能力、専門性の向上と理解することができ'８，登録制度は教員の資質

向上政策の一環として位置づけることができる。

カテゴリー

研修期間

登録有効期限
(更新周期）

予備登録教員

2年以上5年Ｌ 3ヶ月以上3年以下

完全登録教員として十分な資質能力を有
すると認められた場合､完全登録教員とし
て登録を行う

1年 ２2年

TCへの登録更新申請

図１教員登録制度のプロセス

(出典:TRB,ﾉｦｾ､肋ooAr:７】ｹeﾉﾏ眉９１s”的〃of71ga酌恥,ｐ､9.を参考に作成｡）

完全登録教巨

3年

２．教員登録制度の創設９

（１）教員登録制度の開始

教員登録制度の起源は1900年代前半に遡る。1924年に教育省によって初等教育教

員についての整備が行われ、それが次第に拡大し教員登録という形で発展した。

教員登録の中心として機能していたのは教育省①epartmentofEducation）であ

り、登録は教育大臣、もしくは教育省長官（DirBctorGeneralofEducation）の責任
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においてなされていた。教育省長官によって登録の是非の決定がなされ、教育大臣に

よって承認が行われたのである。しかし、実際の学校現場で教員登録の承認を行って

いたのは全国に配置された視学官(Inspector）であった。視学官は直接学校へと訪問

し教育省の政策の周知徹底を図ると同時に、教員に対して指導助言を行うなど、教育

行政制度の中で重要な役割を担っていた20．視学官は直接教員と接することでその教

員が登録教員としての資質能力を十分に備えているか、また教員として必要な教育を

受け適切な資格を有しているかどうかを判断し、登録を承認したのである。つまり、

教育省は視学官を各学校へと派遣することで教員登録を実施していたのである。当時

の教育行政制度は、初等教育と中等教育においてその制度が異なり、非常に複雑なも

のであった2'・初等教育は教育委員会によって、中等教育は教育省地方教育事務所に

おいて管理されていた。教員登録に関しても同様に、初等学校教員は教育委員会、中

等学校教員は教育省地方教育事務所において管理され、視学官は各地方教育行政機関

に属し、登録承認を行っていたのである。

（２）教員登録制度の整備

教員登録制度が法的に整備されたのは1964年教育法においてである。1964年教育

法では「教員の登録（RegistlEltionofTbachers)」と題して、教員登録の実施が規定

されている22．それらは、次のように整理することができる。①教員となるためには

登録を行わなければならない。②教員登録できる者は、教員養成機関を修了し、教員

としての能力を示す資格（teacherもcertiEcate）を有している者、もしくは教育省長

官が認めた者である。③登録教員の名前は公に発表される。ここで、教員登録を行わ

ない限り教員として働くことはできないこと、教員登録するためには教員養成機関を

修了したことを示す資格が必要であること、そして登録教員は、初等学校教員の場合

３年に１度、中等学校教員の場合毎年、その名前が公表されることが規定されたので

ある。

しかし、登録の実施が法的に規定されたとはいえ、その制度は非常に暖昧であった

と言わざるを得ない。教員として働くためには登録を行うことが義務とされたが、未

登録で教壇に立つ教員は後を絶たなかった。登録教員の公表においても、私立学校や

就学前教育の教員は対象とならず、初等学校教員、中等学校教員のみを公表していた

に過ぎなかった23。しかも、その公表も不定期であり、初等学校教員は３年に１度の

みの公表であったため、登録教員として名前が公表されている教員と、実際に学校現

場にいる教員のﾖ花離は大きかった。また、教員養成機関修了後に得られる資格に統一

性がなかったことも教員登録制度を複雑にしていた。基本的に、養成機関を修了する

ことによって、初等学校教員の場合はnainedmeacherもCertifcateが、中等学校教

員の場合はSecondaｪyClassificationがそれぞれ与えられることになっていたが、養
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成機関によって与えられる資格に相違が見られ、どの資格が養成機関を修了したこと

を確実に示し、登録教員としての十分な能力を示す資格であるかを判断することは困

難であった。

1964年教育法下での教員登録制度は､視学官による承認を基本とし､登録を義務化

したものであったが、その実態は登録名簿に名前が載るだけであり、その名簿公表も

正確に行われないなど、未登録であっても教員として働くうえでは障害とならなかっ

た。法的な規定がされたとはいえ、その制度は暖昧で不十分なものであり、制度自体

が十分に機能しているとは言いがたい状況であった。

３．教員登録制度の展開

（１）登録制度の見直しと登録機関の設置構想

1964年教育法によって整備された教育省主導による教員登録制度は､非常に暖昧な

ものであった。こうした中で1976年、教育大臣は、教員の登録や規範に関する調査

委員会（TheCommitteeontheRegistrationandmsciplineofTbaChers：以下、調

査委員会)を結成し､教員登録制度の現状と今後の方向性についての調査を諮問した。

調査委員会は、教員を始めとする教育関係者だけでなく、広く国民全体から教員登

録制度に関する意見を求め、1978年、寄せられた意見を反映する形で提言をまとめ、

報告響4を発表した。この報告書は1964年教育法での規定を踏まえたうえで､新たな

教員登録制度の提案を行っている。報告書は教員登録制度全体を広く見直し、提言を

行っているが、本稿では特に以下の点に着目して考察してみたい。なぜならば、上述

した現行の教員登録制度と多くの共通点を指摘することができ、この報告書の提案が

現行制度の基盤を築いたと理解することができるからである。

第一に、教員登録を専門に扱う独立機関の設置を提案したことである。調査委員会

は１９６４年教育法下での教育省主導の登録制度の暖昧性を批判し、教育省から独立し

た教員登録専門機関であるTRBの設置を提案している。

ＴＲＢは教員の代表､教員の雇用者の代表､そして教育大臣が任命した者によって構

成される。主な機能としては、①教員の登録の承認、②不適格教員の登録の削除、③

教育省への情報提供と報告書の作成、が挙げられる。登録を専門に実施する機関を教

育省とは別個に設置し､登録を承認するだけではなく削除する権限も付与することで、

教員としての資質能力の確認・確保を適切に実施しようとしたのである。

第二に、教員登録のカテゴリーを統一したことである。それまでの教員登録制度は

視学官が登録を承認するという点では共通しているものの、初等教育教員と中等教育

教員において管理が異なり、登録も別個に実施されていた。調査委員会は教育段階ご

との相違をなくし、教員登録のカテゴリーを統一することを提案している。それが、

「完全登録教員」と「予備登録教員」のカテゴリーである。予備登録教員としての２
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年間は学校現場での研修期間として捉えられており、現行制度とほぼ同様のものであ

る。予備登録教員としての研修期間を経た後､ＴＲＢの承認をもって完全登録教員とな

るのである。また、調査委員会が同時に提案しているのが、女性教員と外国人教員の

あり方についてである。特に初等教育の場合、教員全体に占める女性教員の割合は高

い25．女性教員が出産．育児のために一定期間教職から離れ、再び教員として復帰す

る際に、その登録をどのように扱うかについては教員登録制度を実施していくうえで

重要な課題となる。調査委員会はこの時点では完全登録教員、予備登録教員の２つの

カテゴリーしか示していないが、教員への復帰を希望する人を対象とした研修制度の

提案を行っている｡私立学校が個々の学校の裁量によって教員を採用することができ、

さらに教員復帰を希望する人に対して独自の研修プログラムを提供していることを例

に挙げ､一度教職を離れた人が教員復帰をするためのプログラムの提供も､ｍＢが中

心となり実施すべきことを提案している。これは、現行の「承認前提登録教員」のカ

テゴリーと共通すると考えられ、こうした指摘からこのカテゴリーが創設されたと考

えることができる｡外国にて教職経験がある教員に対しても､ＴＲＢがニュージーラン

ドの登録教員と同等の資格を有している、もしくは教員としての資質能力を備えてい

ると認めた場合、教員として登録できることが示されている。個々の教員の事例に柔

軟に対応できるようにすることが、自律性を持った独立機関を設置するゆえんであろ

う。

第三に、教員登録に必要とされる教員の基礎資格を統一したことである。養成機関

によって与えられる資格に相違が見られただけでなく、初等教育教員と中等教育教員

とでは、登録教員として必要とされる資格も異なっていた。調査委員会は、こうした

統一性の欠如が登録制度の暖昧性を引き起こしていることを指摘し、教員養成機関修

了後に得られる資格をデイプロマ（Diplomaof'IbaChing）として、基礎資格の統一を

提案している26．

以上のように、調査委員会は教員登録を専門に扱う独立機関であるＴＲＢを設置す

ることで、それまでの暖昧であった教員登録制度の見直しを提案したのである。ｍＢ

が教員登録を専門に実施することで、厳格、かつ円滑な教員登録制度の仕組みを整え

ようとした。不定期であった登録教員の名前の公表を毎年実施すること、登録教員と

なるためには資格だけではなく、犯罪歴等もチェックし、教員としての人格を確認す

ることなども同時に提案されている。こうした提案の背景には、教員登録制度を整備

することで教員の質を確保し資質能力の向上を促すと同時に、未登録教員を教壇から

排除するという目的があったと考えられる。

（２）ＴＲＢの設置

調査委員会でなされた教員登録制度の見直し､ＴＲＢの設置構想は､『ピコット報告』
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においても継承されている。『ピコット報告』では、「教員や教員の雇用者の代表から

構成される小規模の、独立した組織」２７を設置すること、そして、この組織によって

「自らを教員と呼び、教育機関において働くにふさわしい条件や資質」２８の決定がな

されることが示されている｡続く白書『明日の学校』においても同様に29､小規模で、

独立した組織を設置し、調査委員会で提案されたように、その組織をｍＢと呼称す

るとしている。『ピコット報告』、『明日の学校』においても示されたｍＢの設置構想

は、1989年教育法によって実現されることとなる。

ＴＲＢが独立機関として設置された背景には、『ピコット報告』が教育分野へと導入

したＮＰＭ理論の影響を指摘することができる３０．政策の立案と実施を別組織とし、

実施部門を独立機関とすることで組織目的を明確化し、教育行政の効率化と教育サー

ビスの質の向上を図ろうとしたのである。ＮＰＭ理論による「１組織１機能」の原則

により、教育省は機能別に４分割されている31．ＴＲＢはそれまで教育省が担っていた

教員登録の機能を代替し、効率的に教員登録を実施するために独立機関として設置さ

れたのである。ＴＲＢの設置は、「明日の学校」改革における教育行政制度改革の一環

として位置づけられていたと考えられる。

また、調査委員会によって報告書が発表された1970年代は、第３次労働党政府に

よって教育開発会議(EducationalDevelopmentConference)が開催された時期であ

る。これは、今後の労働党の教育政策についての見解や方向‘性を整理し、教育の発展

に活かしていこうとする目的で発案されたものであり、ここで提案された教育政策を

もとに､第４次労働党政府は｢明日の学校｣改革を実施していったのである。ゆえに、

ここでの提案と「明日の学校」改革の青写真を示した『ピコット報告』は、多くの共

通点を指摘することができ､『ピコット報告』は同時期の調査委員会の提案を踏襲した

と考えることができる。

４．教員登録制度の変動

1989年教育法によって、Ｂが設置され､新たに教員登録制度が実施されることと

なったが、1989年から現在に至るまで、教員登録制度に変化を見ることができる。

（１）登録の義務制と任意制

1989年教育法では､教員としての職を得る者はTRBにおいて教員登録を行わなけ

ればならないとされており、教員登録は義務であった32°それまでの登録制度が暖昧

であったことの反省から義務化し、同時に、Ｂを設置することで厳密な教員登録制

度を確立しようとしたと考えられる。しかし､義務であった教員登録は､1991年に任

意制へと変更されている。義務制から任意制への変更は、当時の教育大臣であったス

ミス（LockwoodSmith）の影響が強かった33。「明日の学校」改革を主導した労働党

政権は、1990年11月に国民党に政権を奪われる。スミスは教育大臣就任後、労働党
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が進めた市場化政策を更に強固に推し進め、任意化に踏み切ったのである。

以下、任意制、及び義務制のそれぞれの主張をまとめてみたい。任意制を推進する

意見は次のように整理することができる。任意制側の主張は、市場原理に基づき、学

校、教員の中に競争原理を導入することによって教員の質、教授の質が向上するとい

う考えに立脚している。競争原理に基づく教育サービスの質の向上は、ＮＰＭを基本

理論とした「明日の学校」改革全体に共通する考えである。スミスは、教員間に競争

原理が働くことによって、個々の教員は質の高い教育活動を展開するために努力し、

保護者や子どもといった教育サービスの需要者のニーズに合った教育サービスを提供

することができると考えたのである34。

「ピコット報告』において「choice」という言葉が多用されているように、「選択」

はＮＰＭ改革の１つのキーワードとして捉えることができる。市場原理の影響を受け

た環境の中では、教員自身の自由な選択が可能であることが重要となる。どの学校で

いかなる科目を担当すれば自分の能力を十分に発揮することができるのかについて自

身で考え、勤務先を選択する。そのためには、登録の義務制は選択の幅を制限し、障

害となるのである。教員養成機関を修了し､ＴＲＢにおいて教員としての登録を得てか

らでなければ就業できない状況は、自由な選択を阻害するだけでなく、教員資格を得

るためだけに多くの時間と費用を浪費させる。さらに、雇用側であるＢＯＴにとって

も､登録教員でなければ雇用できないという状態は､雇用の選択の幅が制限される35．

自らが登録教員と同等の能力があると認める場合でも、登録していないというだけで

必要な人材を雇用できないという状態が生じる。例えば、先住民族マオリに関する科

目に関連した場合、マオリの文化、習'慣等に精通している教員を雇用することが求め

られるが、登録教員であり、かつマオリに関する専門的知識を有する教員を雇用する

ことは簡単ではない。任意制であれば、必要に応じて当該教員を雇用することができ

るのである。同様に、中等学校において大学教員や他の専門家を講師として招いたり

するなど、個々のＢＯＴが必要とする人材を適宜雇用し、不足を補うことができる。

また、地方や山間部の学校の場合、学校近隣において登録教員を探すことは非常に困

難を伴うが36、そのような場合においても、必要な教員を柔軟に雇用することのでき

る任意制が有効に機能するのである。任意制においても､ＴＲＢにおける登録が登録教

員として一定の資質能力を示すことは間違いないが、登録を必要とするかどうかにつ

いては、個々の教員の自由な判断に任されるのである。以上のように、義務制から任

意制への転換は、ＮＰＭ改革によってもたらされた市場原理の影響が最も大きな要因

と指摘できる37．

一方で、義務化を推進する意見は次のように整理することができる。教員の質は、

学校・ＢＯＴだけでなく、保護者や子ども、地域住民に至るまでの共通関心事であり、

登録教員であるということは、保護者や子どもに対して、教員として十分な資質能力
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を備えていることを客観的に示す証明となる。

登録が任意の場合､最も懸念されることは､ＴＲＢの承認を得ていない未登録教員が

教壇に立つ可能性があることである。教員として必要とされる能力、教員に備わって

いるべき資質を確認する機会が存在しないため、いわゆる能力不足教員がＢＯＴの裁

量によって教員として雇用されることもあり得る｡ＢＯＴによっては予算の都合上､担

当科目を兼任させ雇用する教員の数を減らす場合も出てくることが予想され、こうし

た場合、教員は自らの専門外の授業まで担当しなければならないのである。また、雇

用に際して、個々の教員の教育歴､能力、所有資格等を確認することは､ＢＯＴにとっ

ては大きな負担となる｡ＢＯＴは保護者や地域住民といったいわゆる素人を中心に構成

される組織であり、３年に１度ＢＯＴ委員の選挙が実施され半分以上の委員が入れ替

わる。全ての教員に対してＢＯＴが教員としての資質能力を確認し、適正を判断する

ことは困難である。ＴＲＢにおける登録は、こうした個々のＢＯＴが実施しなければな

らない作業の手間を省き、能力不足教員を雇用する危険性を回避し、教員として十分

な資質能力を備えた人物の雇用を可能にするのである。

1996年教育改正法制定の際､登録の義務制と任意制をめぐって議会では多くの議論

が交わされている38.議論内容の要旨は上で示した通りであるが、1989年に義務制と

して新たに開始された教員登録制度は､途中任意制へと変更され､1996年教育改正法

によって､1997年12月３１日までに全ての教員に対してTRBにおいて教員登録を行

うことが再び義務づけられている。

（２）ＴＲＢからＴＣへ

1997年、教員制度のレビューを行った緑書（G配enPaper）が発表される39．教員

制度のレビューを通して、今後の改革の方向性を示したのである。

この緑書は教員制度全体に対して提言を行っているが、教員登録制度に着目した場

合、以下の３点が特筆される。

第一に､教員が達成するべき専門職スタンダードの設定についてである｡ＴＲＢによ

る教員登録は、個々の学校での校長の判断に基づいている。校長が普段の教育活動か

ら教員としての資質能力を有しているかどうかを判断し､ＩＲＢに対して推薦を行うこ

とで登録は成立する。しかし､ＴＲＢは校長からの推薦に対して異議申し立てをするこ

とはなく、校長からの推薦が与えられれば、ほとんどの場合、登録が承認されるのが

現状であった。緑書はこうした状況を批判し、厳密な教員としての適正確認が行われ

るべく、教員の資質能力の基準を示した専門職スタンダードを設定すべきことを主張

したのである。各校長の判断に依存するのではなく、国全体で統一されたスタンダー

ドを作成することによって、教員が達成するべき基準を明確に示す必要性を訴えてい

る。そして、このスタンダードは教員の段階ごと、つまり「予備登録教員｣、「完全巻
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録教員」のカテゴリー別に作成し、特に予備登録教員の場合、スタンダードを達成す

ることによって完全登録教員として認められるとしたのである。スタンダードを達成

しているかどうかについては、毎年教員評価を実施し、常に教員としての資質能力を

保持しているかどうかを確認するのである。達成できなかった場合には、達成するた

めの研修が実施される。３年間に１度の登録更新の際も、このスタンダードを達成し

ているかどうかが更新の必須条件となる。スタンダードは個々の教員が達成すべき基

準であり、教員の資質能力、そして専門性を確保するためのツールとして機能する。

同時に、教員評価の際の評価基準となるなど、学校経営という視点からも重要な位置

づけが与えられるのである。専門職スタンダードはＴＲＢによって作成され、管理さ

れるべきことが提案されている。

第二に、教員養成機関のアクレデイテーションについてである。教員養成は伝統的

に教員養成カレッジで実施されてきた。1964年教育法、1989年教育法で示された教

員登録制度においては、養成機関についての規定は見ることはできなかったが、ここ

で､ＴＲＢに対して、教員登録を通した教員の質の確保だけでなく、教員を養成する機

関自体の質のチェック機能も付与しようとしたのである。緑書は､ＴＲＢにおいて承認

を受けた養成機関が提供する資格のみを、教員登録のための基礎資格として認めるこ

とを示している。

第三に、予備登録教員への支援についてである。予備登録教員としての期間は、教

員としての資質能力が備わっているかどうか確認する期間であると同時に、教員とし

て必要なスキルを習得する機会でもある。緑書は、教員登録を扱う機関として、新人

教員に対する支援や研修プログラムの提供の必要性について唱え､TRBが中心となり

プログラムの開発、提供を行うべきことを主張している40。

そして、緑書では、専門職スタンダードの開発･設定など､ＴＲＢの機能と役割を拡

大し､教員登録制度を強化することで､更なる教員の資質能力の向上を目指しており、

それに伴い､ＴＲＢの組織改編を提案している。教員の専門性､資質能力を向上させる

ためにも、独立機関であるＴＲＢの存在は重要であり、果たすべき役割も広範、かつ

より専門化するため、それに見合った専門職団体として改編することが必要であるこ

とを指摘している。

こうした緑書の発表を受け、2001年教育標準法によって、ＢはＴＣへと改編され

ることとなる41。ＴＲＢからＴＣへ変化することで、教員登録だけでなく、専門職スタ

ンダードの管理、教員養成機関のアクレディテーション、そして新人教員への研修の

提供など、新たな機能と役割を得、教員登録制度を通じて、より包括的に教員の資質

能力の向上に貢献する組織となったと考えられる。
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時 胡

1924

1964

1973

1976

1978

1988.04

1988.08

1989

1990.11

1991

1996

1997

1999.12

2001

2002

表１教員登録制度の展開

名称

1964年教育法

教育開発会議（～1974）

調査委員会結成

調査委員会による報告書の発

表

『ピコット報告』

『明日の学校』

1989年教育法

国民党政権成立

1991年教育法

1996年教育修正法

緑書の発表

第５次労働党政権成立

2001年教育標準法

内容・動き

教員登録制度が開始される。

教員登録制度の整備が行われる。

教員登録制度の見直され、ＴＲＢの設置が

提起される。

調査委員会の提案を継承し､新たな教員登

録制度を構想する。、Ｂを中心とした教

員登録制度を政策方針として確立する◎

TRBが設置される。教員登録は義務６

教員登録は任意制へ

教員登録は義務制へ（1997.1.1～）

、Ｂの改編構想が提起される。

TRBからＴＣへの改編が規定される。

ＴＣの設置

おわりに

教員登録制度は1924年に開始され、当初は教育省の管轄であった。1964年教育法

によりその整備が行われ、教員登録の実施は法的に規定されたが、未登録の教員が教

鞭をとったり、登録教員の公表がなされないなど、非常に暖昧なものであった。こう

した状況を打開すべく教員登録を専門に扱う独立機関の設置を提案し、改めて教員登

録制度の見直しを図った調査委員会の報告は､現行の教員登録制度との共通点も多く、

教員登録制度の基盤を築いたと言うことができる。調査委員会がｍＢの設置構想を

発表した１９７０年代は、教育開発会議の開催と同時期であり、調査委員会での提案が

『ピコット報告』において踏襲され､、Ｂの設置、そしてＴＲＢを中心とした教員登

録制度の制定に至ったのである。

改革前の教員登録制度は、教育省、教育委員会を中心に視学官によって行われてい

た。1989年教育法は、ＴＲＢの設置と同時に、教育委員会、視学官の廃止も規定して
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いる42。つまり、それまで教員登録制度を担っていた機関に代わってＴＲＢを設置し、

教育委員会、視学官に代わる新たな教員管理体制を構築したと考えることができる。

TRBが教員登録を専門に扱う独立機関として設置されていることを考慮すると､TRB

の設置は、効率化・スリム化を主眼とした「明日の学校」改革における教育行政制度

改革の一環として位置づけることができる。また、ＴＲＢからＴＣへの改編には、専門

職スタンダードの設定や教員養成機関のアクレデイテーションに見られるように、教

員としての資質能力の向上、専門'性の確保という目的を指摘することができた｡ＴＲＢ

の機能と役割を拡大し、専門職団体としてＴＣを位置づけるための改編と言える。教

員登録制度を通して、教員の管理を行うだけでなく、教員の資質能力、専門‘性の向上

を同時に意図したのである。

以上を整理すると、教育省主導の暖昧な教員登録制度は、ＮＰＭ理論の影響を受け

た「明日の学校」改革の中で、教員登録を専門に扱う独立機関に代替されることによ

って、効率的、かつ包括的な制度へと生まれ変わったのである。そして、独立機関に

対してより多くの専門性を付与することにより､教員登録制度を整備するだけでなく、

教員の資質能力と専門性の確保、向上が図られたのである。

本稿では、教員登録制度の成立・展開過程を中心に考察してきたが、ＴＲＢからＴＣ

への改編についての詳細な分析､両者の機能の比較を行うことはできなかった｡また、

TRB、ＴＣを中心とした登録制度がいかに教員の資質能力の向上に貢献しているかに

ついて、すなわち、その効果については、十分に検討する必要があると考える。独立

機関であるがゆえ、その運営費についての分析も重要である。今後の課題とされる点

である。

【注】

1富田福代「英国GeneralTbachingCouncil創立の意義一専門職としての秘而を求めて－」『日本糊W教
育学会年報』第８号、1999年。及び､本柳とみ子「オーストラリアの教員養成課程カリキュラムにおける
多文化教育の視点一クイーンズランド州を事例として－」『オセアニア教育研究』第11号、2005年ｂ
２イングランドは｢総合謝職審議会(Genel君lTbachingCouncil:GTC)｣、オーストラリア（クイーンズラ
ンド州）は「教員登録委員会（BoardofTbacherRegstration:BIR)」が設置されている。富田、前掲論
文、及び本柳、前掲論丸

３ThsMbw迫toReviewEducationAdmjnjstration,Ａ〔曲njmbZ極力Zgj6rERZ腰Zl巳ncE:画髭ＵｆｊＶｇ

Ａ(力minjg“ZjbnmEahJaIl｡”1988.⑰icotReport）
4TheEducatjonAptl989,Ｘ:TbacherRegstra廿on,120-139.
５歴代政権については以下の通りである。

時測 政党

1972-1974年 労働党（第３次）…教育開発会議の開催

1975-1984年 国民党

1984-1990年 労働党（第４次）…「明日の学校」改革実施、ＴＲＢの設置

1990-1999年 国民党

1999-現在 労働党（第５次）…ＴＲＢからT℃への組織改組
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6ThiciaChapman,‘ManagjngTbacherPerfbrmanceinTbdayBSchoor，,ハ他wZもajkmdAJmuaﾉ碓漉ｗ
ＱｆＥ数』αﾖZjbn9fZ999lpp､43-61.;KeithSullivan,‘｡IbacherStandardsandPmfbssiona]ism:Contested
PerBpedjvesinaDecadeofRefbmf，,ハ"ｦｗ風目ajkmdeﾉbumaﾉQfE敬唖Z1bnaﾉSfu〔蛇SW6Z鍵八"２４１９９９，
pp､144-155.
71980年代後半の教育改革は、『ピコット報告』に端を発し、政府は『ピコット報告』をほぼ踏襲する形

で白書『明日の学校』（IbmonoWSSchool）を作成しており、両者の提言は1989年教育法によって具体

化されている。ゆえに本稿では､以下1980年代後半に実施された一連の教育改革を｢明日の学校J改革と

総称する。

８完全登録教員として承認された場合、CertihcateofRegdstrationが与えられる。
９学生は雇用してくれる学校を自ら探さなければならないが、教育実習を行った学校に雇用してもらうケ

ースが多しもCheriemayalo】FPatel氏（FYanshawRoadSchool校長）へのインタビュー調査より（2007
年２月１４日)。

'0Ｔ℃のＨＰ（httpWWwwteacherBcounciLgovt・nzんegstration/how/fi】l]/,2007年８月３１日アクセス確認
済み）より。予備登録教員としての期間は、２年以上５年以下とされている。

'’ニュージーランドでは、１年間４学期制である。

'２教育の専門家としての、知識､指導力、他者(保護者や同僚教員)との関係、リーダーシッズが挙げら

れ、ディメンジョンごとに達成すべき基準や項目が示されている。具体的にはT℃のＨＰ、

http:"WwwteacherscounCilgovt・nzhegdstration/rcnew/dimensions､stm(2007年８月３１日アクセス確認
済み）を参照されたい。

'３主にその学校のベテランの完全登録教員が、指導教員として予備登録教員の指導にあたる。

１４Ｔ℃のＨＰ（httpWWwwteacherscounciLgovt､nz/i℃gLgtration/howﾉfmU2007月８月３１日アクセス確認
済み）より。浄認前提登録教員としての期間は、３ケ月以上３年以下とされている。

１５教員はカテゴリーごとに､現在教員として働いていることを示すPractisingCertiHcate(PC)が与えら
れる。つまり、ＴＣに登録申請を行い承認されることでＰＣが与えられ､完全登録教員と認められることに

より、CemEcateofRegistrationを得ることができるのである。
１６各教員は更新の際に登録更新料120N、（2007年現在）を支払うことが義務づけられており、それが
ｍの運営費に充てられている。

17Ｔ℃のＨＰ（httpWWwwteacherscouncil､govt､nz/fblq/about､stm､2007年８月３１日アクセス確認済み）
より。

１８qmthiaShaw氏(T℃,Manager;PblicyandStrategicDevBlopment)へのインタビュー調査より(2007
年２月１６日)。

１９教員登録制度の歴史的経緯については、主にDepartmentofEducalion,TbeCommitteeofn1e
RegstrationandDisciplineofTbachers,Rk3PQ』すQf幼eCbmmj睦巴”幼eBE召ZS1Z没ZjbnandDMs”jiけeof．
Zどａｎh零1978.及びDepartmentofEducation,』地hjig力応血及ｵﾋ“a"bI2Z8IひZ詔Z1988.を参照した。
20笹森は当時の教育行政制度を、教育省に権限が集中し、視学官により監督管理がなされる体制が維持さ
れていた、と総括している。笹森健｢ニュージーランドにおける教育行政改革」日本教育学会『教育学研
究』第56巻第２号、1989年、167頁

２１Ｔ圏s１㎡bmetoReviewEducatjonAdmjnistmtion,哩述,ｐ､８．
２２TheEducationActl964，ｖ:AppointmentandEmp1oymentofTbacherB,RegistrationofTbachers，
131-136.

23登録§教員の公表にはカテゴリーが設けられ、カテゴリー別に実施された。しかし①初等学校教員、②中
等学校教員、のカテゴリーしか存在せず、他のカテゴリーの教員、つまり就学前教育、私立学校等の教員
は、登録の対象とはさｵじず､登録が承認されたとしても名前は公表されなかった。登録教員と未登録教員
の間に大きな差はなかったと言える。

２４DepartmentofEducation,ｑｐ“,1978.

25初等学校教員の約85％が女性である。MinistryofEducation,Ａｊ３ｅｐａすon鋤eCbmPujsロIフ'St1hCロＡｇ
ａ９ａｎｒｍ八"９ＷＺ目aﾉﾋmqI1999,p､37.
26これまで教員養成機関を修了することで得られていた資格を初等中等共通のものとして定めたのである。
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DiplomaofTbachjngは、一般知識･教養(academjc）と教員としての専門知識(professional）の両面を
あわせ持ち、予備登録教員として登録する際の必須資格として位置づけられるとしている。

２７Thsl辻bmetoReviewEducationAdminis位ation,ｑｐ唾,ｐ,68.
28Zbjp1

29DepartmentofEducation,Ｚｂｍｏｍ，ｗｉｦsUhoQlg:亜e』3albmmfZ上加哩麹bnA〔力Ｔ２、お”亙りｎｍ八ｍ９ｗ
Ｚ副ajkmdI1988,ｐ23.
3oニュージーランドのＮＰＭ改革の特徴については､以下のように麹理することができる｡①施策の企画・

立案部門と執行部門を分離し、「1組織１機能｣を原則とすることで組織目的を明確化し、さらに執行部門

を独立機関とすることにより競争原理に基づく行政の効率化とサービスの向上を図る。②エージェンシー

理論に基づく契約型システムにより、「プロセスの管理｣から「業績・成果による管理」への移行を図る。

③中立的な政策提言を確保するために、政策提言部門とサービス提供部門との分離を図り、規制・監査業

務についても中立性や独立性を確保するために別組織とする。④組織を機能別に分御けることで、民間を

含めた他組織との「競争」と自己責任によるサービスの質の向上とコストの削減を図る°福本みちよ「ニ

ュージーランドの自律的学校経営」河野和清編『地方分権下における自f軸勺学校経営の構築に関する総合

的研究』多賀出版、2004年、104頁6

31改革前の旧教育省(DepartmentofEducation)の機能を分割して担ったのは､①新教育省Ministryof
Education）の他、②教育機関評価局（EducatjonReviewO6Eice:ERO)、③資格機構（NZQualihcation

Authority:NZQA)、そして④IRBである。

３２TheEducationActl989，Ｘ:TbacherRegistration,120-139.

33GmhamandSusanButterworth,砲勉mmgEHtJ巴aZibI3亜e八尼ｗＺﾖa&､d皿切e圃腹､“198邸-Z99a
l998,ｐ､88,ｐ,113,ｐ､131.
34MarkHamson,及ｊｂａ油bnj42ﾖtZa君:ＧＯＷ目mmentjl姓ｮＩ３ｋＢ齢&ｍｄ八ｆ９ｗＺ男a&、ｄ＆yhoロk;2004,ｐｐ、
261-268.

35「明日の学校｣改革によってもたらされた自律的学協径営システムにおいて、教員人事は個々のＢＯＴ

に責任においてなされるようになった。

３６ニュージーランドは全人口の約85％が都市部に集中しており、約3/4が北島で生活している（ニュージ

ーランド大使館HPwwwnzembassyGcom,2007年８月３１日アクセス確認済み)｡特にオークランド地域
には全人口の1/3が集中しており、居住分布に偏りが目立つ。例えば、初等学校数、教員数ともに、北島

は南島の約３倍である（北島…学校数:1477校教員数18381人、南島･･･学校数:534校教員数4978

人)。MinistIyofEducation,ＥどU巴a2ｺbnSZaZigfzt沼QfA尼ｗＺ９哩血mdjbr2り“2006,ｐ､89.

37MaIkHamson,ｑｐ鉱．
38本稿では､1996年教育改正法に関連する法案､①教員登録法案(IbacherRegistrahionBill)、②教育改
正法案Ｎ0.2(EducationAmendmentBin,Ｎｏ．2)を中心に分析した０VewZealandParliamentDebates)。

加えて、適宜､MinistIyofEducation,ＡＥｅ配wof・亜e処adherj3と召msfmZzmBaaI越1991.を参照してい
る。

39MinistryofEducation,Qua助'処achel:gめrQua助'ZeammgARb症ｗＱｆ・Zとa的er
Eげこ』℃”bIz佃趣fhpeEll997、
40例えば､現在ではAdviceandGuidancePmgrammesなどが提供されている。また筆者の実施したイ
ンタビュー調査（CynthiaShaw氏、2007年２月１６日）において、現在T℃として予備登録教員のため
の研修識オ（TbwardsnjlRegdstmtjon,ASupportKit）の開発に力を入れているという回答を得ること
ができた。

4''1℃は11名の理事会（Cbuncil）と約30名の職員によって運営されている。理事会は、教育省が任命し

た者４名、教員登録をしている各教育段階の代表４名（就学前、初等、中等、校長)、そして教育大臣によ

って任命された初等学校教員組合（NewZealandEducationaln]stitute)、中等学校教員組合（Post

PrimaryTbachersAssociation)、全国学校理事会協会（NewZealandSchoolmFusteesAssociation)、そ
れぞれからの代表３名によって構成されている。また､現在約86,000名の教員がT℃にて登録を行ってい

る。MinistIyofEducation,WbI9kmgmR1ImeI渡hjp:LzZbrmaZibn1b1.Ｍｦws2hooﾉ恥鱈Z巴巴s2り鯉勿OZ
2004

42TheEducationActl989,Ⅲ:Miscellaneous,140-144.
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AStudyofTbaCherもPrUfessionalDevelopmentPblicyinNewZealand：

EbcugingonTbacherBRegistraiionSystem

Ｎｂｚｏｍｌ】ｎW〈A宵ASm

(GraduateStudent,TbhokuUnivemfsity）

InNewZealand，thereisateacher'sregistrationsystemtoassurequality

teaChersandlearning､Itiscurrentlyorganisedbyanindependentauthority；

ca1ledtheTbachersCounciMTC).AnindependentteaChers'registrationsystem

operatesnotonlyinNewZealandbutalsoinAustraliaandEnglandTheir

commonpurposeistoassureteachers'qUality

lnthel980s,NewZealande叩eriencedamajoreducationrefbrmbasedonthe

modelofNewPubicManageｍｅｎｔ(NPM､Theconceptandproposalsofthis

refbrmwerepmvided伽theEducationActl989、TheActbroughtthe

establishmentofindependentauthoritycalledTbachersRegistrationBoard(IRB）

Whichrunsteacher，Sregistration､ＩｔｍｅａｎｓＴＲＢｗａｓｅｓｔａｂｌｉＳｈｅｄａｓａｐａｒtof
educationrefbrmwhichfbcusesoneducationaladministT･ationrefbrmandits

mainfUnctionisdealwiththeteachers'registration、

Ｉｎ２００２,TRBwasChangedintoTC・ＴｈｅｒｅsearChquestionofthispaperisto

eｘａｍｉｎｅＷｈｙＴＲＢｗａｓＣｈａｎｇｅｄｉｎｔｏＴＣ・WhatdidthatChangemeanm

educationaladministrationrefbrm？、ispaperaimstoclarib7themeaningof

change伽ｍＴＲＢｔｏＴＣ，ａｎｄｈｏｗthatChangehasinnuencedteaChers，

profbssionaldevelopmentthroughexaminingthehistoryofteacherもregistration

syStem．

Ａteachers'１℃gistrationsystembeganmNewZealandinl924・ＡｔＨｒｓｔ,itwas

controlledbyDepartmentofEducation,RegionalO伍cesoftheDepartmentand

EducationBoards・ＴheEducationActl964maintainedthatsystem､Inl970s,the

reseamhcommitteepubliShedthereportWhichadvocatedanew配gistration

system・ThatsuggestionwastakenupintheEducationActl989initsrefbrms

basｅｄｏｎＮＰＭＡｔｔｈａｔｓｔａｇｅ,aTRBwasestabliShedasanindependentand

ef5cientauthority；

Ｉnl996，thegovernmentpublishedGreenPaperWhiChreviewedteacher

education．Itincludedteacherもregistrationbecauseitneededtomaintaina

teaCherregistrationsystemtoassurethequa1jtyofteaching・TheGreenPaper

alsosuggestedthatthereshouldbeaprofbssionalbodytosupportteachers・Itwas

seenasimportantfbrtheprofbssionofteaChingtoberecognizedandregulated

alonglinessimilartootherpmfbssions・Tbmeetthatpurpose，theTRBwas

changedintoTC．
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く論文＞オーストラリアにおける教員の採用に関する一考察

クィーンズランド州を事例として

本柳とみ子（早稲田大学大学院生）

はじめに

各国で教育改革が実施され、教員に関わる政策も優先課題のひとつとなっている。

教育の質の向上が求められる中で、学校教育に携わる教員の資質・能力を向上させ、

優れた教員を確保することが重要だと考えられるからである。学校教育は、高度な社

会的、経済的期待に応えるために常に質を向上させる必要があるが、そこで教員がは

たす役割は極めて重要である。それゆえ多くの国において教員政策は教育の有効性と

公平性を改善するための重要な柱となっている。

教員の質を向上させるためには、養成段階の教育を改善し、優秀な新任教員を養成

することが重要な方策のひとつである。しかしながら、教員の資質・能力は養成段階

のみで育成されるものではなく、養成、採用、研修を通じて継続的に実施されるもの

である。また、教員の質そのものを向上させるだけでなく、優れた教員をいかにして

確保し、定着させるかということも重要な課題である。現在、教員の確保と定着に関

わる課題を抱える国は多くあり、OECDが2002年から2004年にかけて20カ国以上

を対象に行った調査では、調査に参加した国の半数が優れた教員を適切に供給し続け

ることが困難であると答えている１．同調査において教員の採用に関わる課題として指

摘されているのは、採用時における教員の資質・能力の適正な判断、赴任先や教員配

置の公平性、任命への学校の関与、教員の多様性、採用基準と学校のニーズとの棚鋸

などである。また、日本においても中教審の答申等で、教員の質の向上とすぐれた教

員の確保、採用方法の改善などが求められている２．

そこで本論文では､オーストラリアを事例として教員採用制度とその実情を考察し、

その意義と課題を明らかにしたい。オーストラリアでは現在多くの州で教育改革が実

施され、教員政策も改革の重要な柱となっている。教員の確保と定着に関しては、理

数系など特定の分野と、都市部以外の地域、特に僻地での教員不足が深刻であり、対

応に苦慮している。また、教員の離職を食い止め、優秀な教員を定着させることも課

題である。現場のニーズに対応した教員採用のあり方も議論されており、こうした課

題への対応について採用制度の観点から考察することには意義があると考える。

オーストラリアでは、教員の採用は各州および準州（以下、州）の管轄であり、そ

れぞれに制度が異なる。本論文ではクィーンズランド州を事例とする。同州では現在

2010年を目標とした教育改革が進められており､教員政策も重要な柱となっているこ

とがその理由である。また、オーストラリアで二番目に広大な面積を有し、人口の希
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少な地域が多く、さらに先住民であるアボリジニやトレス海峡島喚民(以下､先住民）

を多く抱える州であることから、遠隔地や先住民居住地への教員派遣には課題を多く

抱えている。地理的特異性という観点からも採用制度を検討したい。

なお、オーストラリアの学校は、州立学校、カトリック系の私立学校、カトリック

系以外の私立学校の３種類に分けられる。教員の採用に関して私立学校は独自の選考

を行っており統一されていないため、ここでは州立学校に焦点を当てて考察する。

１．オーストラリアの教員をめぐる議論

オーストラリアの教員をめぐっては、教員の質の向上、優秀な教員の確保と定着、

教育現場のニーズに対応した教員養成の実現などが近年特に重要な課題となっている。

オーストラリアには公立と私立の学校を合わせて約25万人の教員がいるが（2004年

現在）３，今後は、ベビーブーム世代の教員の大量退職、後期中等学校残留率の向上な

どにより教員の需要はさらに高まると予想されている。しかしながら、1990年代以降

教員養成課程（以下、養成課程）の学生数が年度によって増減しているため、教員の

安定供給が難しい状態にある4。特に、若者の理数離れから理数系を専攻する学生の

教職志望の割合が少なくなっており、理数系教員は不足している５．州によっては､英

語以外の言語q』anguagesOthernlanEngliSh)や工業技術系の分野でも教員の不足

が見られる。

教員の分布はオーストラリアの人口分布に比例しており、その多くが大陸の東海岸

を中心とする都市部に集中している。その一方で、人口の少ない地方や大陸内部の遠

隔地などは教員を必要としながらもその確保が難しい状況に置かれている。国士が広

大なオーストラリアの遠隔地では不便で厳しい生活を強いられることが多く、教員の

赴任希望は少ない。大学の多くが都市近郊に設置されていることも、教員の地方離れ

の一因となっている。そのため各州は遠隔地赴任希望者への優遇策を実施するなどの

対策を講じている。一方、都市部においても、低所得者が多く居住する地域の学校は

生徒指導上の問題を抱えることが多く、加えて保護者の教育への関心が低く、協力が

得にくいという理由などから教育困難校になるケースもあり、赴任希望者が少ない6．

教員不足への対応としては、教員の職務体系を改善し、他業種からの転職者や教職

を希望する学生を増加させ、合わせて現職教員の離職を抑制することに重点が置かれ

ている。行政は報酬面の優遇制度や報償制度なども設け、教員の獲得につなげようと

している。教員養成においても、高等学校の生徒に教職への道を積極的にうながし、

高等学校既卒者や職業経験者、社会的に不利な状況にある学生などの中から多様な経

験を有する有能な学生を教職課程に受け入れ、修了生が確実に教職に就けるような体

制づくりが求められている。養成課程を修了しながら教職に就かない学生や7,教職に

就いても数年でやめてしまう教員も少なくないため8,教員の確保と定着は採用の方法
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とも関係した行政側の懸案事項となっている9．

教員の年令構成は年々高齢化している｡2002年には教員の43％が45才以上であり、

平均年令は15年前に比べて１０歳以上高くなっている。特に男'性教員の平均年齢は女

性教員に比べて高く、また、中等学校は初等学校より高齢化の割合が大きい。今後１０

年間に多数の教員が退職する見通しから、新たな教員の補充が課題である。男女別で

は女性教員が全体の３分の２を占め、特に初等学校は圧倒的に女性教員が多い10．

学校現場の多様性に対応するため、教員にも多様な人材が求められる。しかし、教

員の文化的多様性の割合はきわめて小さい。出生地別では、オーストラリア生まれが

80％と最も多い。残りは英国、アイルランド、ニュージーランドなどの海外生まれで

あるが、それらの６０％はすでに２０年以上オーストラリアに居住している。教員の約

90％は英語母語話者であり、親の両方あるいはどちらか一方が英語を母語としない者

は１０人に１人である。先住民教員は全体のわずか1.8％である'１。教員の文化的多様

性を広げるためには、先住民や海外で教員資格を得た者を積極的に採用する必要があ

り、各州で対策を講じている。

雇用形態では、９０％近い教員が終身雇用で、残りは期限付き雇用となっている。勤

務形態は常勤(fhll-time)と非常勤やart-time)があり、終身雇用にも期限付き雇用にも

両方の形態がある。教員は個人の事情に応じた雇用および勤務形態を希望することが

できるが､近年は終身雇用を希望しながらその資格が得られない者が増えている。特

に､２０代の若い教員は期限付き雇用となる割合が大きく、身分の不安定性から離職に

つながることが多い'2°

いずれの州でも教員の資格要件は、高等教育機関の養成課程で４年間の教育学のコ

ースを修了して学士号⑱achelorofEducation)を取得するか、３年間のコースで専門

分野の学士号を取得したあと大学院レベルの養成課程で１年以上履修するのが一般的

である｡採用に当たってはほとんどの州で教員登録が課せられている'3.教員登録は、

教員の専門職としての適格性および個人の人格を保証することを目的としているが、

登録の資格は原則として養成課程の修了によって得られるため、教員登録制度は養成

制度とも深く関連している。そのため教員登録を管理する機関のほとんどが養成課程

の基準を作成し、認可を行う役割も有している'4。

２．クィーンズランド州の教員採用制度

２００６年現在、クイーンズランド州の初等および中等学校の教員は約45,000人で、

そのうち州立学校の教員が約80%近くを占め､残りはカトリック系およびカトリック

系以外の私立学校教員である'5．雇用形態は終身雇用の常勤やermanentfun-time)、

終身雇用の非常勤(permanentpart-time)、常勤または非常勤の期限付き雇用

(temporary)、臨時的雇用(casual)の４種類に分けられる16．州立学校教員の新規採用
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Iま欠員数に応じて行われるが、年間の概数は終身雇用１４００人、期限付き雇用３５００

人である。教育職は細分化されており、学級担任や教科担任以外に、専門教科担当教

員、ガイダンス専任教員、カウンセラー、図書館司書、カリキュラムコーディネータ

ーなどへの応募も可能である。教職に就いた後は、校長、副校長、教科主任などへの

昇進の道が一般に開かれている。州立学校教員の採用機関は州教育省である。統一し

た教員採用試験は行っておらず､学校現場において現職教員が審査委員会やaneDを組
織して応募者の審査を行い、教育省の地方事務所'7が採用を決定する。

クイーンズランド州でも遠隔地や理数系分野の教員が不足している。特に内陸部に

は過疎地が多く､先住民が多く居住する州北部とともに赴任を希望する教員が少ない。

また､大学を卒業して教職に就いた者の約20%が５年以内に離職するという統計結果

が出ており、教員の確保と定着は重要課題となっている'8。

（１）教員登録

クイーンズランド州では1988年の「教育（教員登録）法」１９および1999年の「教

育（教員登録）条例」２０により、養成課程を修了して教員資格を得たものが教員とし

て採用されるためには｢クイーンズランド教師会｣(QueenslandCoⅡegeofTbaChers、
以下､教師会)２'への登録が義務づけられている。これは公立､私立を問わず､初等、

中等、就学前教育すべての教員に該当し、さらに、クイーンズランド州以外や海外で

教員資格を得た者についても同様である。教員登録を行うには、申請書に必要書類を

添付して提出し、教員登録の資格要件に関する審査を受ける。審査項目は大きく二つ

ある。第一は、申請者が教員資格を取得した養成課程が、教師会の認可する課程また

はそれと同等の課程と判断されることである。第二は人物評価であり、「犯罪歴およ

びそれに準ずる行為」や「教員としての倫理に'岸る態度や言動」がある場合は登録が
認められない22．

教師会は教員登録に関する責任とともに、養成課程の認可に関しても責任を有して

おり、認可基準に照らし合わせて養成プログラムの内容を審査し、認可の可否を決定

している｡養成課程の認可は、「教員養成課程修了者のためのスタンダードおよび教員

養成プログラムの指針」２３に基づいて行われ、教員をめざす学生が修得すべき資質・

能力がスタンダードとして示されている。それらは、①教育専門職としての豊かな学

問知識を有し、それを応用する能力、②教育専門職としての幅広いリテラシー能力を

有し、それを応用する能力、③すべての学習者の参加をうながし、支援的かつ知的好

奇心を呼び起こす学習環境を設定する能力、④学習共同体内外において、教職活動に

必要な協力関係の重要性を理解し、積極的に関係を築く能力、⑤反省的な教育実践を

行い、教職に就いた後も継続して資質・能力の向上に努める生涯学習の素養である。

教員登録は採用の必須条件であるが、新規登録者については、最低１年間は条件付
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きの仮登録期間やrovisionalregistration)とされており､この期間は実際の教育活動に

従事しながら勤務校をベースにした新任教員研修(induction)を行い、教員としての研

鎖をさらに深めることが求められている｡その結果､学校長により教員としての資質・

能力が改めて評価され、適格であると判断されれば本登録(fUllregistration)となる。

（２）教員採用

１）応募区分

教員の応募は一般応募(GeneralApplicant：以下、ＧＡ)と新卒応募(Graduate

Applicant:以下、ＧＲ)に分けられる。前者は一年以上の終身雇用教員としての経験が

ある者で、後者は教職経験が全くない新卒者か、何らかの理由で一般応募の条件に当

てはまらない者である。さらに新卒者は、最終学年の教育実習を州内の公立学校で行

った者(GR1)、州内の公立学校以外で行った者(GR2)、他州または海外からの応募者

(GR3)の３種類に分けられる。

クィーンズランド州では社会の文化的多様性に対応した職員の雇用をめざしており、

教員に関しても多様な人材の確保につとめている。特に先住民、非英語系の海外教員

資格取得者､身体に障害を持つ者に関しては一般の応募者とは異なる対応をしている。

先の二者は本人の希望によりGR1、GR2、ＧＲ３のいずれの応募形態をも選択するこ

とができ、また異文化間の問題を専門とする人物を審査委員に含めることを要請でき

る。身体に障害を持つ者に関しては、審査時の配慮や雇用に際して赴任先の学校環境

を自らの就労に適するように申し入れることができる。

２）能力審査

臨時的雇用以外の雇用形態を希望する場合は州の選考基準に添った能力審査が必要

とされ､その結果５段階の評定がつけられる（図１)。臨時的雇用については審査が不

要であり、教員資格を得ていれば職に就くことが可能である。GR1の能力審査は最終

の教育実習校で行われ､ＧＲ２とGR3は応募書類を提出したあと審査を受ける学校が

指定される。２名以上の審査委員が審査を行うが、一般には校長や副校長、教科の指

導教員などである｡書類の提出先は､GR1については最終実習校の校長､ＧＲ２とＧＲ３

は教員応募センターである｡ＧＡについては審査を受けなくても１８週までの期限つき

雇用は可能であるが、終身雇用を希望する場合には審査を受けなければならない。そ

の際は教員応募センターに書類を提出し、審査の希望を申し出る。応募書類は、個人

プロフィールを記入した応募用紙、教員登録証明書、教員資格証明書、および保証人

２名による証明である。教職経験者については就業証明書も必要となる。

応募用紙には以下の項目について記載する。①身上に関する情報、②その他の個人

情報(教員登録､職歴､犯罪歴など)､③応募区分と採用希望形態､④希望する学校種、
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教科､学年､⑤希望地区､⑥教職歴､⑦特殊技能の有無､⑧教員およびその他の資格、

⑨文化的背景に関する申告（任意)、⑩保証人２名、⑪署名である。

審査には下記の４項目の基準(SelectionCriteria)が設定されており、各項目に付記

された指標に基づいて審査が行われる24．応募者は４項目それぞれについて自らの実

践内容を含めた自己評価レポートを提出し、面接でその内容について詳述する。

①生徒の特性やニーズ、学習スタイルなどの多様性に対応し、シラバス、カリキ

ュラムの指針､教育の社会的動向などに合致した授業を計画するために、自らの

知識を効果的に適用させる能力。

②生徒の可能性が伸ばせる学習環境を設定し､効果的かつインクルーシブな学習・

教授プロセスを実践する能力。

③対人関係能力を駆使して生徒との効果的なコミュニケーションを図るとともに、

望ましい学習環境の維持のため、生徒の態度や言動を管理する能力。

④教育目標の達成に向けて学校と地域社会とのパートナーシップを確立し、協力

関係を築くことの必要性を理解する能力。

ＧＲ１の審査は最終学年の教育実習校で行われるため教員志望の学生にとっては教

育実習が非常に重要となる。審査委員は実習先の校長、副校長および実習指導教員で

あり、応募書類の内容の他に実習中の授業観察、授業計画や準備の様子、勤務状況、

他の教員や生徒との関係などについて審査が行われる。面接は本人のプレゼンテーシ

ョンと質疑応答で構成されるが、いずれも審査基準に関連した内容が中心となる。

ＧＲ２とGR3の場合は教育実習が州立学校で実施されていないため、書類審査と面

接によって評価される。応募者は実習記録を事前あるいは面接当日に審査員に提出し、

プレゼンテーションと質疑応答の中でその成果を発表する。

ＧＡの審査には、実践力中心の審査やerfbrmance･basedassessment)と面接中心の

審査(fbrmalassessment)の２種類がある｡前者は審査時に臨時的雇用等で教職に就い

ている者を対象とし、その実践内容を中心に行われる審査であり、後者は審査時に教

職に就いていない者が対象で、面接と過去の実践記録を中心に行われる審査である。

いずれの場合も審査委員は応募者を５段階で評定し、応募書類とともに地方事務所

に結果を送付する。事務所はそれらを再度検討したうえで応募者リストに掲載する。

評定は「適格１(S1)｣、「適格２(S2)｣、「適格３(S3)｣、「適格４(S4)」または「期限付

き４征4)｣、「不適格(US)」の５段階に分けられる25°評価の指標は、授業の計画と準

備、教授方法の独創性、シラバスやカリキュラムなど州の教育動向に関する様々な知

識、教員としての自信や柔軟性、教職への動機、教授力、生徒との人間関係形成、生

徒の学習スタイルやニーズに合わせた教授･学習プロセス､コミュニケーション能力、

生徒指導の力量、望ましい学習環境の設定など多面的である。

「適格１」から「適格３」までは終身雇用の資格が得られる。「適格４」は期限付き
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または臨時的雇用のみ可能である。「期限付き４」は１８週以内の短期雇用あるいは臨

時的雇用のみ可能である。「適格４」も「期限付き４」も再度審査を受けて「適格３」

以上の評定を得るまでは終身雇用の資格を得ることはできない。「不適格｣は現時点で

は臨時的雇用としての職しか得られない。

３）雇用と配置

採用の決定は欠員数や募集内容に応じて行われるが、「公職法」（Rzh"ｂＳもr沈巴Act

I99aの規定により、本人の能力と業績に基づいて行われる26.審査校はあくまでも

審査のためだけの学校であり、応募者の赴任校となるわけではない。審査校の校長は

審査を行った応募者が自らの学校に配属されることを希望することはできるが、最終

決定は地方事務所が行う。配置の決定には本人の希望も考慮されるが、地域を限定し

た場合は雇用の機会が制限される。また、終身雇用を希望する場合は希望地域の有無

にかかわらず州内のいずれの地域であっても赴任するのが原則となっている。その場

合は居住地を遠く離れた地域や僻地に赴任することもあり、生活条件が厳しくなるこ

とがある｡そうした教員のために遠隔地域奨励制度GRemoteArealncentivesScheme）

が実施されており、就労状況に応じて特別手当、報奨金、緊急時の特別休暇などの措

置がとられる。地域ごとのポイント制も実施され、条件の厳しい地域ほどポイントが

高く、積算ポイントに応じて優遇措置がとられる。

1996年に制定された上記の公職法により､新規採用の公務員について最低６ケ月間

は試用採用とされ、教員の場合は一般に８ケ月が適用される27．試用期間修了時には

学校長による勤務状況の審査が行われ、問題がなければ正式採用となる。十分な能力

が認められない場合は、試用開始から最長１３ケ月まで試用期間が延長されるか、採

用を取り消されるかのいずれかとなる。

クイーンズランド州で正規の教員として採用されるためにはいくつかのハードルを

越えなければならない。図１に示すように、教職を希望する者は､養成課程修了等に

よる教員資格の取得、教員登録、能力審査、試用採用から正規採用という一連の流れ

の中でその資質・能力について様々な審査を受け、教員としてふさわしい人物か否か

が判断される。審査は教員としての資質・能力および人物評価のほか、養成課程での

学業成績、職歴や社会経験、犯罪歴など多方面から行われる。採用の前提となる教員

登録では、教員資格を取得した教育機関のプログラムが教師会の認可基準を満たすも

のでなければならないため、教員養成機関の教育内容も教員の採用に関係している。

さらに、優秀な教員を採用するだけでなく、そうした教員を定着させるための対策が

採用制度においても講じられている。こうしたクィーンズランド州における教員採用

制度を分析することにより明らかになる制度の特質について以下の節で詳述する。
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３．クィーンズランド州における教員採用制度の特質

（１）養成と採用の連結

教員の採用は養成課程と密接な関係を有している。養成課程新規修了者の採用選考

は、州内で教育実習を行った者については最終実習校での実習内容を中心とした面接

によって行われ、それ以外の者についても最終教育実習の内容を中心に面接が行われ

る。養成課程では実践力の育成が重視されているが､そのための最も重要な要素であ

る教育実習を重視した選考が行われ、養成課程で修得した資質・能力が学校現場での

実践の中でどのように発揮できるかに焦点が当てられている。審査基準も実践力が中

心となっている。審査はまた教員として必要な能力が養成段階で確実に修得できてい

るか否かを現職教員が最終的にチェックするという機能をはたしており、養成プログ

ラムが現場の視点で評価されることにもなる。

４項目の審査基準は教師会が養成課程の認可基準で提示している教職スタンダード

とも整合している。養成課程は教師会の認可を必要とし、認可を得るためには修了生

が確実にスタンダードを達成できるカリキュラムの実施が求められる。そのため、各

大学は教職スタンダードをもとにしてカリキュラムを構成し、実施しており、教職ス

タンダードとカリキュラムは密接な関連'性を有している28．同時に、採用のための審

査基準と教職スタンダードを対比させて考察すると、両者の間にも遡雛が見られない

ことが明らかになり、これら三者が相互に連結していることがわかる。このことから

クイーンズランド州では養成内容を踏まえた採用選考が行われており、養成と採用の

一貫性を見ることができる。

（２）多様な教員の確保に向けた対策

オーストラリアでは多文化主義政策のもと、学校においても多様な文化的背景を有

する生徒の言語や文化を配慮し、彼らの教育的ニーズを考慮しながら、すべての生徒

を対象とした多文化主義的教育がわれている。また、近年はグローバリゼーションや

情報通信技術の発達により社会が大きく変化し、それによって多様性は言語や文化の

みならず、社会的階層、ジェンダー、信条や価値、心身の障害、学習能力、居住地な

ど他の側面にも広がっており、学校では文化的、言語的側面だけでなくあらゆる多様

'性に対応した教育が求められている。そのためには教職員も多様であることが望まれ

る。多様な教員の存在が学校における多様性の尊重にプラスの効果を及ぼし、隠れた

カリキュラムとしても貢献することが報告書等で指摘されており29、また、社会的公

正の観点からも奨励されている。

それゆえ、能力審査において先住民や非英語系の海外教員資格取得者、障害者に特

別な配慮がなされていることは評価に価する。また、教育省は「雇用における多様性

と公正政策｣３０により、教育省関連機関においては多様な人材の雇用を目ざすと共に、
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被雇用者が年齢、ジェンダー、信仰、文化的背景などその属性によって差別などの不

当な扱いを受けることがないような政策を実施している。特に先住民、非英語話者、

障害者はその重点グループとされ、全雇用者に対する割合の目標値を設定して改善に

取り組んでいる｡また､女性管理職の割合も目標値が設定されている。しかしながら、

これらの取り組みの効果については向上が見られるものもあるが、いずれも目標値に

達するまでには至っておらず、更なる改善が求められている3'・

一方、州では１９９０年代から先住民教員の養成と採用に力点を置いている。教育省

は州北部にある大学や高等職業訓練機関(IbchnicalAndnlrtherEducation)と連携

して遠隔地教員養成プログラムqRemoteAreaTbacherEducationProgram)を実施し、

先住民対象の教員養成を行っている。クイーンズランド州の先住民教員のうち４分の

１がこのプログラムの修了生であるが、彼らは先住民生徒の言語的・文化的背景に深

い理解を示すことができ、さらに、教員自身が教室にもたらす文化的豊かさが多様性

の尊重につながるという効果が報告されている32。

（３）積極的な教員不足対策の実施

オーストラリアでは現在、理数系など特定の教科分野と、遠隔地など非都市部の地

域での教員不足が深刻であることは先述の通りであるが、そのための対策が各種講じ

られている。そのひとつが企業等の就業者を対象に通常よりも短い期間で教員資格が

取得できる短期の教員養成プログラムの実施である。これは特に教員が不足している

理数系や工業技術系、食物系、情報技術系の科目について、産業界での実務経験を生

かした教員養成を行おうとするものであり、こうした経験が採用の面でも考慮されて

いる。また、遠隔地域奨励制度の実施により、遠隔地に赴任する教員へのポイント制

を実施してポイントに応じて次の転任先を決定する制度や、各種特別手当、特別休暇

の設定、特別研修制度などの優遇策を実施している。特に、赴任の希望が少ない先住

民居住地域の学校の教育成果を向上させるため、この地域に赴任を希望する教員のリ

ストを毎年作成し、赴任者には特別な研修機会を提供するなどの対策も行っている。

養成課程においても、遠隔地を希望する学生への奨学金制度を導入したり、遠隔地の

教育への理解を深めさせようという理念から、遠隔地の学校での教育実習を奨励した

りする大学もある。

（４）学校現場との連携による教員の採用

教育省が教員を採用するために実施する能力審査は、各学校で現職教員によって行

われている。実践力が重視され、教員としての資質・能力が現場の視点で判断される

ことにより、教員の採用に現場の声が生かされ、学校のニーズに対応できる教員を採

用することにもつながる。また、教員の日常的な指導力は学校現場の実態をよく知る
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現職教員による判断が有効であると思われることから、能力審査を現職教員が行うこ

とは有意義であると考える。これはまた現場の視点で指導力不足教員を事前に見抜く

上でも効果が大きいと考える。

（５）教員採用の公平性、透明性

採用人事ではその不透明性が指摘されることがあるが、クイーンズランド州では、

前述の公職法の規定により、採用においては本人の能力と業績を重視した選考

(meritocracy)が行われている。採用の前提となる能力審査の基準は一般に公開されて

おり、州内のいずれにおいても同じ指標に基づいて公平な審査が行われている。審査

員は現職教員であるが、応募者と任意の関係にある複数の教員であるため、個人的な

利害関係が加わることはない。審査結果が提示されると、応募者は結果に対する不服

申し立てはできないが、審査方法やその過程に差別や不公平などの問題を認めた場合

には抗議することが認められている。また、採用後に審査結果と実践の組酪が見られ

る場合には、教育省も再審査を請求することができる。

４．クイーンズランド州における教員採用制度の課題

以上見てきたように、クイーンズランド州の教員採用制度にはいくつかの特質が見

られるが、そこには課題も存在する。第一は、雇用形態が教員の職業意識や日常の教

育活動に及ぼす影響である。雇用形態は終身雇用と期限付き雇用に大別でき、フルタ

イムで働く教員の中にも両者が存在しているが、勤務内容は同じである。教員の中に

は自ら期限付き雇用を希望する者もいるが、終身雇用を希望しながら期限付き雇用と

なっている教員も多く、特に新卒教員や非英語系教員などにその割合が多い33°こう

した教員の中には不安定な身分から不利益やストレスを感じ、本来の教育活動に専念

できずにいる者が少なからずいる34.また、若い教員の中には期限付きの契約雇用で

数年間就労したあと、生活の変化を求めて一時的に職を離れる者もおり、教員の定着

が難しい状況が見られる。

第二は、教員の配置決定に関わる課題である。オーストラリアではビクトリア州以

外の州ではすべて教育省が教員を採用し、赴任校を決定している。クイーンズランド

州では教員採用のための能力審査では学校現場との密接な連携が行われているが、終

身雇用教員の配置を最終的に決定するのは教育省の地方事務所である35．学校長は教

員の採用に関して希望を提示することはできるが、希望がすべて受け入れられるわけ

ではない。また､志願者の希望や個人的状況が考慮されずに配置が決定されることも

多い。それゆえ、各学校や志願者のニーズを考慮した適材適所が実現されにくい､教

員の採用に対する学校側の責任感が薄い、教員の赴任校への帰属意識が薄いなどとい

う問題点が指摘されている36。
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第三は、教員の確保と定着に関わる問題である。教員不足に対する対策の中には効

果が見られる一方で改善が求められるものもある。たとえば、遠隔地域奨励制度では

一般には赴任期間が最低３年とされているため教員の異動が早く、ベテラン教員の定

着が少なくなっている。また、意に反して遠隔地に配置される教員の中には、個人の

事情が考慮されず効果的な制度ではないという意見を持つ者もいる37.さらに、一人

の教員を養成し、採用するまでには多大な予算と労力が費やされていながら、先述し

たように、教職についても数年後にはより良い労働条件を求めて転職したり海外に流

出したりする者がいることは州にとって大きな損失となっている。これを食い止める

ために、新任研修の充実や個別指導教員(mentor)の配置、職務体系や待遇面の改善、

教職の地位向上などの対策が講じられているが、課題は多く残されている。

おわりに

本論文ではオーストラリアにおける教員採用制度についてクィーンズランド州を事

例として考察し、その特質と課題を明らかにした。その結果、教員の採用が養成課程

と密接な関係を有していること、多様な教員の確保に努めていること、教員不足への

対策が積極的に講じられていること､学校現場との連携が行われていること､そして、

審査の公平性と透明‘性が図られていることの５点が特質として明らかになった。その

一方で、雇用形態、採用時期、教員の任命への学校の関与、教員の離職などに関わる

課題も残されており、対応が必要とされている。

先述のように、オーストラリアでは教員の質の向上と共に教員の確保と定着が重要

な課題となっている。教員の資質・能力は教育の成果に大きく影響し、子どもへの確

かな教育を保証する上で極めて重要な要素である。そのためには、優れた教員を育成

するとともに、優秀な人材を一人でも多く教員として確保し定着させる必要があり、

行政としても教員養成の充実や産業界からの人材確保、遠隔地奨励策、教員の職務改

善や教職に対する社会的評価の向上策など様々な対策を講じている。採用方法の改善

もそのひとつであるが、優れた教員の確保は、養成、採用、研修という一連の教員政

策の中で実現されるものであり、採用面だけで改善できるものではない。教員政策全

般を通してさらに優れた教員の確保と定着を実現させることが必要であろう。

オーストラリアという国としての特異性は存在するが、その教員政策にはどの国に

も通じる共通の課題を見出すことができ、本論文で考察した教員採用制度から得られ

る示唆は大きいと考える。今後はそれをどのように生かせるかについて研究を深めて

いきたい。
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AstudyonTbacherEmploymentinAus位alia

EbcusonQueenBland
TbmikoMOIＵＹＡＮＡＧＩ

（GraduateStudent,Ｗ息sedaUniversity）

Therecruitmentandretentionofgoodqualilyteachersisaneducation

imperative,asteachersplaykeyrolesinschooling・However;itisreportedthat

manycountriesfacediEficulliesattractingandretainingeffbctiveteaChers・mlisis

certainlythecaseinAustralia､Ｉｎｔｈｉｓｐａｐｅｒｔｈｅａｕｔｈｏｒｓｐecificanyfbcuseson

Queenslandandexaminesthestate'SsystemofteaCheremplOymentinorderto

clarib7itsfbaturesandtheChaⅡengesconhontingit、

InQueenslandEducationQueenslandcentrallyappointsteachersemployed

lngovemmentschools・Applicantsseekingpermanentorcontractemploymentare

requiredtopartakeinanassessmentprocessinordertoObtainasuitabilityrating・

Thisassessmentprocedureisschool-basedandusuanyculminatesinaninterview

arrangedbytheschoolinwhichtheapplicanthasgainedteachingexpenence・Fbr

graduatingteachers,thisinterviewisthusconductedattheschoolinwhiChthey

havecompletedtheirhnalteachingplacticum・EaChappljcantisassessed

accordingtoestablishedselectioncritelia,Whichconsistofstandardsandprofle

Characteristics・AsEducationQueenslandrecognjzesandvaluesdjversi砿

assessmentprocessescanvaryfbrdiffbrentapplicants，groups・

nfomthisstudythefbllowingfbaturesareclarified:１)TbaCheremployment

iscloselylinkedtoteachereducation.２)DiversityintheteaChingworkfbrceis

highlyvalued3)Somestrategieshavebeenproposedtosolvetheteachershortage，

4）Apartnershiphasbeenestablishedbetweenemploymentauthoritiesand

schools,andthjspartnerShipoperatesthroughouttheemploymentprocess,5)The
assessmentprocessisjustandClear:

HoweveBthestudyhasaksorevealedthefbnowingchallenges：１）
Employmentcondjtionsorstatuscansometimesadverselyaffもctteachers，morale、
2)TheindividualneedsorcimumstancesofsChoOlsorapplicantsarenotalways

wenconsideredinthepmcessofappointingteachers､３)Manye能ctivestrategies

arepracticedtorecruitandretainteachers，ｂｕｔｔｈｅｒｅｉｓｓｔｉｌｌｓｏｍｅｎｅｅｄｆｂｒ

ｉｍｐｍvement・

QualityteachjngshouldnotonlyberecognizedWhenemployinge艶ctive

teaChers,butalsothroughoutallstagesofteachereducation,andthisneedstobe
studiedfUrthe工

5５



5６



<報告＞オーストラリアの大学における教員個人評価導入の経緯と現状

久保田満里子（メルボルン大学）

矢野順（モナシュ大学）

はじめに

日本では2004年に国立大学が国立大学法人化され、教員個人評価が導入され始め

た。「教員評価」でインターネット検索すると、いくつかの大学')ですでに「教員評

価」の理念が掲載されているところから、教員評価への関心2)が高まりつつあること

が想像できる。オーストラリアでは1990年代初めに様々な大学で教職員の個人評価

が導入されるようになった。1980年代後半の調査にもとづいて出版された'Ykcademic

staEfapprHjsalinAustra]ianHiJ1erEducatjon,Part2'↑ｑ｣onsdale,1990,xv)によると、

教員個人評価の成功の鍵は、①それぞれの大学にあった評価基準の作成、②評価基準

の作成に際しての、学長、学部長、学科長、教員組合、学生との協議、③評価の仕方

とその目的の明瞭化、④評価の仕方に対する教育、訓練の必要性、⑤大学の上層部

(学長、学部長など)の支援と熱意の５点にある。

また、オーストラリアでの教員個人評価の導入直後にRjEhardJamesが行ったアン

ケート調査(James,1994）では、監督を受ける教員の間で、教員個人評価に対する

賛否が両極端に分かれるという結果が得られた。賛成派は、「監督者にいい提案を

してもらって、役に立った」、「自分の目標が明らかになったし、学科長から励ま

された」と述べている。それに対して反対派は、「時間の無駄である」、「話したか

らといって解決に結びつかない」と述べている。また、この書類が解雇の口実に使わ

れる恐れを感じている者もいる。それに対して監督者側は、「教員の将来のキャリア

の計画について話し合える」、「問題があれば、その解決が図れる」、「大学の目標

等にそって、個人のキャリアの計画を立てられる」などと、賛成派が多い。しかし、

書類を準備したり、面談に時間がかかるため、仕事量の増加に不安を感じている者も

いる。教員個人評価の面談の結果得るものがあったかという質問事項に対して、監督

を受ける教員の間で、得るものがあったという回答者は３２％しかいなかった。特に、

終身雇用の者に、得るものがあまりなかったと言う人が多かった。それに対して、監

督者の中には得るものが多かったと答えている者が多い。Jamesは、よりよい計画

が立てられること、上下関係のコミュニケーションができることが、教員個人評価の

利点だと結論づけている。

本稿では、日本で現在大学関係者の関心を集めている「教員個人評価」が、オース

トラリアの三つの大学で導入された経緯、実施方法、更にどのような効果や弊害があ

るか報告する。調査方法としては、オーストラリアが教員個人評価を導入するに至っ

た経過を記す文献や、導入直後に行われたアンケート調査、及び現在の大学の方針を
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参照し、監督をする者と監督を受ける者、及び大学職員組合の代表者をインタビュー

する方法をとった。

１．オーストラリアにおける教員個人評価の歴史と目的

オーストラリアで大学教員に対する個人評価の導入を示唆した報告書が初めて政府

に提出されたのは、1964年のことである。そのマーテイン・レポートと呼ばれる報

告書には、「新しい教員候補者の教授能力の評価のための効果的方法の模索が必要で

ある」と述べられている⑪aget,Baldwin,HOraKemond,1992,p､1)。つまり、教授能

力に焦点を当てた評価が考えられたようである。しかし、実際に教員個人評価が導入

されたのは1989年のことである。導入に至る背景として、Paget等(1992,p､2）は、

次の要因を挙げている。

①経済的側面：学者に対する社会的評価の低下が見られる中での公費節約のため

②効率的側面：教員一人当たりに対する学生の比率を上げて、生産性を高める

ため

③効果的側面：卒業生が社会に出て、大学で学んだことが役に立つかどうか、

企業の要求に応えているかどうかを調査するため

④企業的側面：大学に対する公費の不足分の穴埋めを企業に求めるため

⑤優秀性： 大学を競争させ、大学の質の向上を図るため

オーストラリアには大学が44校3)あるが、私立の１校を除く４３校が主に連邦政府

から支給される公費によって運営されている。しかし、その連邦政府予算が大学運営

費に占める割合は年々 減少してきている。1987年に85％を占めていた公費が、１９９８

年には55％Ⅷar2jnson＆Cbnsidine,2000,p､57)になり、2004年には41％にまで落

ちてきている4)。それに代わって、教員の論文量に応じて配分される予算の割合が上

がった。1994年から1997年にかけて、研究費の予算は29％増加したのに対して、

大学運営のための予算は6％しか上昇していない(〔baldmke＆Stedman,1999,p,18）

ことからも、予算確保のためには、論文量増加が必要になったことが窺える。教員に

論文の生産性をあげるように圧力をかけるために、教員の業績の評価が導入されるこ

とになったと言える。つまり、評価の焦点が教授能力から研究業績に移ったというこ

とである。LoBianco5)が指摘している通り、大学教員として職務を果たしているかど

うかを追及する個人評価の導入というのは、大学教員に対する不信感がその根底にあ

ると思われる。

James(1994)は、政府からの直接介入の経緯を次のように述べている。1986年の

「高等教育における効率と効果の見直し」（CIEC,1986》では、定期的な教員個人評

価が奨励されているが、その時点では、実際に教員個人評価を導入する大学はなかつ
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た。1988年、ドーキンスのawldns）白書と呼ばれる当時の労働党内閣の文部大臣、

ドーキンスによって提出された白書は大学に質の向上を促すものであった。その一環

として挙げられたのが、教員個人評価の導入である。1991年に交わされた教員給与

の再構成協定で、教員の業績向上を目的とした教員個人評価の導入が全大学に義務づ

けられた。理想的には、教員個人評価は評価される者の自己開発を目的とするもので

あるが、上司の部下に対する業績評価と取られるという二面性を持っている。

Pagetら（1992,po4）によると、オーストラリアと英国では、教員個人評価は昇給、

昇進と関係なく行われているということである。また教員個人評価を通して、自分の

業績を向上させることを目的とするという名目であるが、実質的には、雇用者側と組

合側では見解が異なっている。雇用者側は優れた業績を持つ者を昇給、昇進させ、業

績不振の者を解雇する判断の元となるものとして見るのに対して、組合側は業績向上

の手助けとなるものとして見る。そのため、組合側は教員個人評価を、問題のある教

員がいた時だけにやるものでなく、全員にするものとして、大学の要求を受け入れた。

その時、大学側と組合側は全員指定された監督者(監督、指導を行なう者６以下、監

督者と呼ぶ）をもつことと、監督者になる者は訓練を受けることを義務づけることで

合意した。

２．実例

（１）メルボルン大学の場合

メルボルン大学が教員個人評価を試験的に導入したのは1991年のことである。その

目的は自己開発だと謡われている。教員個人評価の中核となっているのは、監督を受

ける教員と監督者との共同で作成された一年間の業務内容を書き記した書類、教員の

前年の活動をまとめた書類、それらの評価のための、監督者との面談の結果の記録の

3種類の書類である。これらの書類は極秘書類として扱われている。

メルボルン大学の人事課のウエブページ6)によると、監督する立場になった者は、

任命３ヶ月以内に教員個人評価のやり方、またフィードバックの仕方の訓練を受け

ることが義務づけられている。教員個人評価の面談で使われる報告書には、人事課が

作成した書類が使われる。それには、１年間の担当授業、事務業務、研究活動、社会

への貢献の４項目を記入するようになっている。大学全体としては、原則として、

人事課が作成した教員個人評価の書類を使用するが、評価の仕方は、学科、また学科

長の考えによって、多少の相違がある。

例えば、筆者の属する学科では、2006年度までは上記の４項目に関して自由表記

し、前年立てた目標が達成されたかどうかを監督者と一緒に検討し、その後、翌年の

目標を書く、という自己開発を目的としたものとなっていた。2007年度は、考査項

5９



目は前年と同様であるが、自由表記ではなく、項目化され学科内の平均から見た相対

評価になった。

その他、独自の点数制を採用している学科もある。また、ある学部では労働量の

指標とするための計算法を打ち出している。このモデルでは、教員の１学期間(半年）

の労働時間を928時間と定め、担当授業時間数、新規の科目かどうか、担当する学

部生、大学院生の数、学部で認められている役職の有無、査読者２名以上の学術誌

に掲載された論文、あるいは出版した本の数を数値化して表に入れていくと、その人

の労働時間が算出され、それが928時間に満たない場合は「業績不振」と見なされ

る。ちなみに、理想的な時間数の割合は、授業数に関しては仕事量の40％が割り振

られ、大学院生の指導が13％、事務業務が12％、研究35％となっている、この場合、

論文が採用されれば点数になるが、不採用の場合は何時間かけて論文を書こうが、ゼ

ロと見なされる。

メルボルン大学では、学科において監督者になるのは学科長で、その学科長も学

部長の評価を受け、学部長は学長の評価を受ける、というピラミッド式になっている。

メルボルン大学の人事課ウエブページによると、教員個人評価の結果によって、

昇給、昇進、減給、降格といったことはされないが、業績優秀者に対して、褒める、

新しい家具や最新のコンピュータ等の機械、器具を与える等の方法をとることが奨励

されている。また、監督者に業績不振と判断された教員は、監督者と共に、業績向上

計画の作成をするように指示されている。その計画では、業績の目標、その目標達成

のために行うべきことを決めることになっており、目標達成のための猶予期間は６

ヶ月以内と定められている。

（２）モナシュ大学の場合

モナシュ大学がオーストラリア政府の労働雇用方針に基づいて５年おきに出して

いる労使協定書⑱nteImseA厚もemen7)）には、「終身雇用の教職員も期間契約の

教職員も1年間の勤務状況を監督者に報告し、評価を受ける義務を負う」また、

「教職員は１年に一度、自分の勤務に関する書類を作成し、直属の上司、すなわち

監督者に提出し、提出後一ヶ月以内に懇談のための面接を受けなければならない。

これは毎年行うものとする」とある。つまり、教員個人評価は大学曜用者側)が教

員(被雇用者)と協力して、大学の質を高め、労働条件を向上させる目的で行うもの

と位置づけられているのは、メルボルン大学と同様である。

モナシュ大学で本格的に教員個人評価が取り入れられたのは1999年である。それ

以前にも学科レベルで簡単な勤務評定のようなものがなされていたが、それは一枚の

紙に自分が現在担当している業務(担当授業、事務業務、役職など)と研究課題を列記

し、翌年に向けて抱負を書くもので、そのあとそれを達成したかどうかという追跡査
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定などは行われなかった。しかし、1999年からは大学が設定した、１３ページ(記入

前)に及ぶ記入用紙が大学のイントラネットを通して配布され、教員はEngagement

Pmhleという書類に翌年１年間の担当授業、事務業務、研究課題、論文発表予定、社

会への貢献などを、また、CarEerDevelcpmentP1anという書類には自身の長期にわ

たる達成目標、たとえば３年後には昇進を目指すとか、博士課程の指導ができるよう

に論文指導のコースを受けるというような、自己開発目標を詳細に記入することにな

った。さらに、翌2000年からは、AchievementReportという８ページ(記入前)の書

類が加わり、前年、EngagementPmfleに記入した事項をどの程度達成したか、それ

以上の仕事をしたか、また、達成できなかった場合にはその理由を記入することにな

った。

モナシュ大学の教員個人評価ではさらに、監督者と面談が行われる。学科長が学科

内のProfbssomG,AussociatePmfbssor,SenjorLecturEr7)のうち、監督者の講習を受けて資

格があるものに、教員を割り当てる。割り当てられた教員や監督者では有意義、かつ

公正な査定が行われないと思う場合には教員も監督者も組み合わせの変更を学科長に

要請することができるが、監督者はできうる限り、教員の専門分野の中での直属上司

とすると協定書に記されている。

書類に記載された内容が面談で合意に達したら、監督される教員が一定の期間以内

に清書した書類に双方が署名し、それぞれが一部ずつコピーを持つとともに、学科内

の事務官が極秘書類として保管する。これは法的効力を持つ、個人に関する書類とみ

なされている。ただし、授業や研究に関する情報は大学の質を高める目的で、学部や

学科から大学に提出されることもある。

監督者と監督される教員が合意に達さない場合は、監督者が「合意に達さなかっ

た」というコメントをつけて、双方が署名し、学部長に書類が渡される。上記の書類

や面談後書き直した書類を監督される教員が提出しない場合、提出するまで定期昇給

が受けられない。また、学部長による指示にもかかわらず、書類を提出しない場合は

処分を受けることがある。さらに、明らかに書類に変更が必要であると認められた場

合は学部長の権限により、監督者と監督される教員との話し合いのあと、適切な変更

を書き加えることができる。

モナシュ大学の監督者は自分が担当する教員に対して次の義務を負う。

①面談では翌年の業務の内容⑱ngagementPmfle)について、それが適切である

かどうかの確認をする

②前年に作成した目標事項をどの程度成達成したか(AphievementReport)の評

価をする

③昇給や昇進8)、研究休暇の時期などについてのアドバイスを与える
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④年間の努力や結果を評価し、更なる昇進、よりよい結果へとつながるような

アドバイスを与える

このように、監督者は重い責任を負うため、監督者がその役目を適切に行うことが

できるよう講習を行うことが教員個人評価を成功させるために必要である。Senior

Lecturもr以上の教員はまず初めに二日間にわたる講習を受け、監督者としての資格を

取る。その後適切な期間をおいて、一日講習も受けなければならない。これらの講習

では次のようなことを学ぶ。

①労使協定書に記述されている教員個人評価の関連事項をよく理解すること

②各自の教員個人評価と大学、学部、学科の計画を関連づけること

③教員個人評価を正式に行うことの利点をよく理解しておくこと

④目標を定めたり、教員の自己啓発のために必要な環境を把握するために教員

個人評価の書式を効率的に利用すること

また、監督者自身もその上司から教員個人評価を受けるが、AphievementReport

に、監督者としてきちんと指導したかどうかについて、自分の担当教員からの評価を

つけて、自分の監督者に提出することが決められている。

（３）スインバーン大学の場合9）

スインバーン大学で教員個人評価が導入されたのは、1997年のことである。

スインバーン大学の場合も、教員個人評価導入当初は監督を受ける者が用意する書類

は、担当授業、事務業務、研究活動、社会への貢献に関する目標の４点であった。

この書類をもとに、監督者と個人面談し、前年の目標が達成されたかどうかを検討す

ると同時に、その年の目標が妥当なものかどうかの話し合いをもった。スインバーン

大学はメルボルン大学、モナシュ大学と違って、監督者は副学部長であった。その後、

個人面談は廃止され、学科ごとの担当授業、事務業務、研究活動、社会への貢献に関

する目標を提出することになったが、この方法もすぐに廃止された。2006年度から

は教員各個人の担当授業時間数、研究成果を簡単に記した書類に基づいて、学科長、

及び副学科長と面談し、研究成果をあげるためのアドバイスを受けるというものに変

わっていった。担当授業時間数は研究成果や役職によって決まる。しかし、メルボル

ン大学、モナシュ大学と同様に、評価の結果が直接、昇進、減給、降格につながっ

た例はない。スインバーン大学では、監督者のための講習は全く行われていない。
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３．考察

Lonsdale(1990)が指摘した教員個人評価の成功の鍵の項目の一つ、「それぞれの

大学にあった評価基準の作成」に照らし合わせると、モナシュ大学のように膨大な書

類を作成するところもあれば、スインバーン大学のように、簡単な書類ですませると

ころもあり、それぞれの大学にあった評価基準が作成されている。また、監督者もメ

ルボルン大学は学科長、モナシュ大学は直属の上司、スインバーン大学は副学部長と、

それぞれの組織やニーズに応じた制度が作り上げられているようである。次に、「評

価の仕方とその目的の明瞭化」という点では、メルボルン大学、モナシュ大学、スイ

ンバーン大学ともに担当授業、事務業務、研究活動、社会への貢献の４分野につい

ての評価を行っており、各分野における業績をあげるという目的も明らかになってい

る。「監督者の教育、訓練」に関しては問題があるようだ６スインバーン大学のよ

うに、講習を全く行っていないところもあれば、制度上では、定期的に講習を受ける

ことになっていても、最初の講習は受けたがそれ以降の講習は受けていないというケ

ースもあった'0)。筆者らがインタビューした組合代表の話では、教員個人評価が成

功するか否かは、ひとえに監督者の質にかかっているということであった。しかし、

James(1994)が指摘している通り、いくら監督者がよくても、監督される者が非協

力的であればうまくいかないのは確かである。

教員個人評価は、それが被雇用者に有利に働くか、不利に働くか分からないという

点で不安を感じさせるものである。しかし、今回の調査で、監督者と監督を受ける者

が個人面談をすることによって、プライバシーが守られた環境で、自分の職環境が分

かる上司とゆっくり話しができ、それによって、お互いの理解が深まり、人間関係が

よくなる機会になりうるということが分かった。また、自分の仕事を上司に認めても

らえる機会にもなり、個人の目標と大学の目標とを関連づけることができるという利

点もある。さらに、業績が大学の規定に満たない場合には、どうすればよいかアドバ

イスを受ける機会となる。監督を受ける者にとっては、仕事の内容を書き出すことに

よって、自分の職責が明確になり、より働きやすい環境を作り出す基礎になるととも

に、目標を書くことによって、自己開発のために何をすべきかが見えてくる、などの

利点は見逃せない。

しかし、問題点もないわけではない。たとえば、監督者が定期的に、あるいは全く

講習を受けていない例があるのは、前述した通りである。また、大学の規定によると、

監督者は担当教員の昇給、昇進、ひいては雇用そのものに対して大きな発言力を持つ

ため、教員個人評価は解雇のために存在するとまで言い切る職員もいることは事実で

ある'１)。その他の問題点としては、毎年評価されるため、短期で業績を上げねばな

らず、長期的研究がしにくい環境になってきたうえ、監督者が変わるたびに教員個人

評価の仕方が変わり、受けるアドバイスが一貫性に欠ける場合もあることが挙げられ
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る。教員個人評価の書類を作成するために膨大な時間がかかる場合もあるのも問題で

ある。

上に述べた利点をさらに活かしながら、問題点を解決していくためには、①良い監

督者の育成と継続した訓練、②教員個人評価が解雇の根拠となるようなことを防ぐた

めの制度の確立、③評価の期間の再検討、④効果があり、しかも簡略化された記入用

紙の作成、⑤だれが監督者になっても一貫した教員個人評価ができるような体制作り、

というなことが考えられる。

おわりに

連邦政府の、大学に対する予算は年々減る一方である。それに対応するため、どの

大学も連邦政府以外からの収入を模索せざるをえない状態になっている。最も顕著に

見られる傾向は外国人留学生からの授業料に頼る大学が多いことである。しかし無制

限に留学生の増加を押し進めていくわけにもいかず、その他の方法が求められている。

教員個人評価の仕方は、連邦政府の資金の配分の基準の変化によって変わることが

考えられるが、研究面がこれからも教員個人評価の中で最も重要視されることは変わ

りがないであろう。つまり政府からの予算の増加を望むなら、大学全体の研究業績を

あげることを最優先させざるをえない。2008年度から政府の大学の研究に対する資

金配分の基準がこれまでの論文の本数から、外部から獲得した研究助成金の額に変わ

るため、この基準の変化に伴い、教員個人評価も研究助成金の比重が増えることが考

えられる。現にこれに対処するため、筆者らが所属する学部では助成金獲得、助成金

申請中、助成金申請書準備中のいずれかに全員あてはまるようにするように指示が出

されており、教員個人評価に記載する欄が新たに設けられた。

オーストラリアの大学も教員個人評価の仕方に関しては、まだまだ模索中の段階

であると言える。しかし、この教員個人評価導入によって、論文の生産‘性があがって

きていることや、さまざまな面での問題点が明らかになり、改善に向けて方策を練る

ようになってきていることも事実である。また、教員個人評価が導入された当初は、

どの大学も点数制を取り入れたり、労働成果を金銭に換算し評価をするなど、数値化

しようとする傾向が強かったが、現在は質的向上を目指す傾向が窺える。

オーストラリアの大学と日本の大学では管理体制が異なるが、世界の高等教育の改

革の動きを見れば、研究業績重視(竹内、2007,ｐ､45)の教員個人評価がなくなると

いう可龍性はない。そういった状況のもとにおいて、教員個人の啓発と職環境の改

善・充実に向けて積極的に教員個人評価の良い面を取り入れていくことが望まれる。
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5）

【註】

１
１
６
７

1） 県立長崎シーボルト大学、高知工科大学、横浜市立大学、関西医科大学、福山大学、九州大学、北九

州大学

特に授業評価に関心があるようである。

httpMAwwabsgovau(2007年３月９日)、オーストラリア政府統計局作成の2007年度版年鑑
ht向pMAﾊﾉwwbaⅣccedu・au/aocumentsｳpublipatjonsAgtats(2007年３月１５日）
オーストラリア学長委員会報告書｡州政府からも予算が下りるが、州政府からの予算が大学運営費に

占める割合は1％から2％である。

メルボルン日本語教育センター第10周年記念シンポジウムのJOeLoBianco教授講演

‘３１iftin鋤sccurseSEm】ifijng釣ndS?Theq1angngRationa1esand〔bnte5にt2brFLEducatiDninAus位温]jan
PublicmsoourseI'より

http;j1hvww.hr､unimeJboeduau（2007年３月２５日閲覧）

5年おきに大学側と組合が勤務時間、定期昇給の率、などを含む労働条件の合意書が作成する。この

中で、教員と事務職員の個人評価の実施の仕方も細かく規定されている。

ｊ
ｊ
１

２
３
４

htlpWWww・monashedu､au/StafFdevelopment/ＷＳ/Pmf(2007年３月３０日閲闘

develDpmentんvshpm0(2007年３月３０日閲聞
7）オーストラリアの大学教員はＨ℃fbsso鴎AssociatePmmgsso鴎SemiorlEch』､砥LectuxE鴎Assdstant

LecmrErIutcrの５階級に分かれている。

8）オーストラリアの大学では、定期昇給以外の昇給や昇進は自己申請である。
9）スインバーン大学の教員を2007年２月１６日にインタビュー

'0）モナシュ大学の監督者へのインタビュー

11）全国大学教職員組合、モナシュ代表の話(2006年３月２３日)によると、これまで、教員個人評価がそ

のような目的で利用されたことはないということである。

http;ﾙﾍﾊﾉwwJrmm息hedu瓢1StZf
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PerfbrmanceManagementatuniversitiesinAustralia:Itshistory,current

gituationandfUture

MmpikｏＫＵＢＯＴＡ

伽elbourneUniversity）

ＪｕｎＹＡＮＯ

伽onashUniversity）

ThegovernmentrefbrmoftheuniversitiesinJapanintroducedin20041edthe

necessityfbrtheimplementationofanappropriateperfbrmancemanagement

(ＰＭ)methodfbracademicstaffinJapaneseuniversities・InAustraliaPMof

academicstaffhasbeeninplacesincetheearlyl99０，s・Thispaperreports

thehistory,thecurrentsituationandthefiltureofPMinAustralianacademic

institutions・Threeuniversitiesinvestigatediｎｔｈｉｓｓｔｕｄｙｓｈｏｗｅｄｓｏｍｅ

ｃｏｍｍｏｎｆｂａｔures：（１）theassessmentcriterionwereteaching，research，

administrativeworkandthecommunityengagement．（２）thenumberof

publicationsarethefbcusoftheassessment；（３）teachinghoursare

determinedbynumberofpublicationsandadministrativework;(4)astaff

memberwritesareportonhis/heractivitiesandhasastaEfappraisalwitha

supervisor;（５）theresultoftheassessmentdoesnotaffbctpromotionor

demotion;ａｎｄ(6)PMisconductedannually,Eventhoughnearlytenyears

havepassedsincetheintroductionofperfbrmancemanagementinAustralia，

ｓｏｍｅｉｓｓｕｅｓｒｅｍａｉｎｔｏｂｅｓｏｌｖｅｄｓｕｃｈastrainingofsupervlsors，the

establishmentofasystemthatpreventsthePMbeingusedfbrretrenchment，

designofasimplebuteffectivefbrmfbrreports,andasystemwhichprevents

mconsistencyofassessmentdependingonthesupervlsor．
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く報告＞ニュージーランドにおける保育者・教員に関する

教育政策の動向及び資料紹介

高橋望(東北大学大学院）

石毛久美子(筑波大学大学院）

はじめに

本稿の目的は､以下の２点である｡第一に､1980年代後半に実施された教育改革以降

の政策動向を､保育者及び教員の資質能力の向上という視点からレビューし､ニュージー

ランドの保育者･教員政策の展開を整理すること､そして第二に､政策動向との関連から、

展開される研究を整理し､資料紹介を行うことである。

ニュージーランドでは､１９８４年にロンギ(DavidLange)労働党政権が成立し､ニュー・

パブリック･マネジメント(NewPublicManagement:ＮＰＭ)に基づく行財政改革を断行し

た｡ロンギ政権は２期目(1987年～)に入ると改革の中心を教育分野へと移行し､規制緩

和や民営化を推し進めるべく教育改革を実行した｡1988年に発表された『卓越を求める管

理』､通称『ピｺｯﾄ報告』'を契機としたこの改革は､就学前教育から高等教育に至るまでの

全ての教育段階に対してＮＰＭ理論を持ち込んだという点において､非常に興味深く捉え

ることができる｡教育省は『ピｺｯﾄ報告』を踏襲する形で､就学前教育においては｢５歳前』

2,初等中等教育においては『明日の学校』3という白書を作成し､改革実行の足がかりとし

ている。

こうして実施された教育改革は､近年その動向に変化を見ることができる｡ニュージーラ

ンド教育研究所(NewZealandCouncilfbrEducationalResearch:NZCER)の主任研

究員であるﾜｲﾘー (CathyWylie)氏は､｢1980年代後半の教育改革は言わば『制度の改

革』であり､2000年以降は『中身の改革』が進行している｣と指摘する4｡すなわち､1999年

１２月のクラーク(HelenClaxk)労働党政権発足に伴い､これまでの｢制度の改革｣の成果

を踏まえ､次のステップとしてその成果を各教育機関での活動の質の保証へと結び付けて

いくための政策へと転換が図られ始めたのである5.具体的に重要政策課題として掲げら

れたのは､就学前教育おいては､保育の参加率の向上､保育者と親や家族(Whanau)と

のパートナーシップの構築であり､初等中等教育においては､子どもの学習達成度の向上

である｡そして､同課題遂行･達成のため､保育者･教員の資質能力の向上もまた重要課題

とされた｡多くの政策文書において､｢教授の質｣(QualityofTbaChing)、｢効果的な教授」

(EffbcliveTbaching)といった言葉を目にすることができるのは､保育者･教員の資質能力

が重要視されているためと解することができる6｡「制度の改革｣によって進められた民営化

の枠組みを基本としながらも､その中で教育の質の向上が求められたのである。
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こうした背景を踏まえ､本稿では､就学前教育､初等中等教育の各段階に焦点をあて、

展開されてきた主要な保育者･教員政策に関して整理していく｡加えて､政策動向との関連

から､展開される研究動向について考察し､資料紹介という形で提示する｡なお､今回主に

分析対象としたのは､教育改革が実施された１９８０年代後半から､クラーク政権の政策展

開をある程度考慮することのできる2006年前後までである。

１．就学前教育段階

一親や家族との連携協力に関わる保育者の資質能力に焦点をあてて一

（１）課題意識

今日、日本において､保育者には､親や家庭､あるいは地域社会との連携に関わる資質

能力が重視されている｡例えば､幼稚園教員には､家庭との連携を十分に図りつつ教育を

展開する力が求められ7,保育士については､2003年に改正された児童福祉法において、

地域における子育て支援の中核を担う専門職としての資質の向上が求められ､児童の保

育と合わせて｢児童の保護者に対する保育に関する指導｣が基本業務として追加されてい

る｡こうした中で､保育現場からは､親や家庭と円滑な連携協力を図りつつ保育を展開して

いける資質能力を備えた保育者が求められており､親や家族との協力的な関係構築やそ

の維持､そのために必要な資質能力についての検討が重要な課題となっている。

このような資質能力は､ニュージーランドの保育においても重視されてきた｡ニュージー

ランドでは､質の高い保育を実施､維持していく為には､親や家族､あるいは地域との協力

的な関係が構築されていること､保育者と親や家族の双方が子どもの学習内容や学習過

程を理解し､共有していることが前提となっている｡つまり､保育者には､保育活動､保育計

画などの様々な保育の場面で､親や家族と連携協力を図りつつ､それを実行するための

資質能力を備えていることが必要とされている。

本稿では､ニュージーランドの保育において､具体的に保育者は親や家族との連携協

力に関わって､どのような資質能力を持つことが必要とされているのかを､１９８０年代後半

以降の就学前教育改革における施策の展開､および研究報告書の検討を通じて明らかに

する｡これらの検討は、日本の保育をめぐる課題に対して､親や家族との連携協力の有り

様について具体的事例をもとに紹介するとともに､そこにおいて求められる保育者の具体

的な資質能力について検討する際に有用な知見を与えるものと考える。

（２）保育における親や家族との連携協力に関わる施策の展開

ニュージーランドの保育の歴史において､親や家族､地域による支援､彼らとの連携協

力は必要不可欠なものとされてきた｡ただし､こうした認識は､社会の変化の影響を受けな

がら､親や家族と保育サービスは相互の存在や､互いへの期待､またそこにおいて求めら
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れる保育者の役割は少しずつ変容してきた｡以下では､まず､１９８０年代後半以降の改革

を中心に､保育における親や家族の存在､関わり方について施策的な展開を整理する。

１９８０年代における政府の関心事項の一つは､女性が社会に平等に参加するための権

利保障と機会の拡大があり8､こうした政策の情勢は保育施策にも影響を与えた｡例えば、

1985年､社会諮問委員会(SocialAdvisoIyCouncil)は､｢ﾁｬｲﾙドケアサービスの効果

と機会｣(｡Ｍﾋｵaa妃agrw伽sjhzpactaz2dqnpQr9tumzねj9を公表し､チヤイルドケアは家

族にとって重要な鍵になるものであると述べ､必要となる予算措置を提案した'0｡また、

1986年には幼保一元化が実現し､それに続いて幼保統合型の保育者養成プログラム

(1988)が開始された｡同プログラムは､０歳児から就学前までの子どもに対する教育とケア

を統合した内容になっており､子育て家庭支援をも含めた包括的なものとなった。

こうして1980年代､とくに1984年の労働政権樹立以降は､急進的かつ大胆に就学前教

育改革が展開していった''｡こうした動向は､例えば､乳幼児は家庭で母親が育てることが

望ましいといった同国の歴史的な子育て観と､そうした子育て観を背景としたセンターを利

用する親への冷ややかな眼差し､あるいは､ﾁｬｲﾙドケアセンターの施設や設備の未整

備から生じたセンターに対する悲観的な認識を払拭するのに貢献した｡とりわけ家庭外就

労を中心とする親や家族にとって､ケアと教育を合わせもった保育サービスの整備拡充は

歓迎すべき事柄であったといえる。

しかし一方で､就学前教育改革の特徴として､初等中等教育段階の改革において提案

されたような､親の意志や考えを学校経営に反映する機関である学校理事会田oardof

nustees:ＢＯ'Dや､それに相当する機関が設立されなかったことがある｡このことは､親が

保育活動を主導するサービス'2や地域を基盤としたサービスと､教育ケアセンター(特に営

利目的で運営されるセンター)との間で､親や家族の保育への参画や協力の必要性につ

いての認識に温度差を広げることとなった｡また､ブﾚｲセンターの参加者数の減少も徐々

に見られていく'3.保育サービスの整備拡充が進む中で､保育への親や家族の関わりは、

サービス間で差異を広げつつ､全体的にはより希薄なものになっていったと言えよう。

１９９０年､国民党へと政権が交代すると､就学前教育改革は､予算の削減や保育者の資

格基準の引き下げなど､やや鈍化の傾向を見せる｡そうした中､新たに開始されたのが｢最

初の教師としての親｣(ParentsasFHrstTbaChers)プログラムである(1992)14.子どもにと

って最初で最も重要な教師は親であるという理念を掲げたプログラムが､全額国費で開始

されたことは､非常に驚きをもって保育関係者､親､研究者に迎えられた｡１９８０年代後半

以降の就学前教育改革において親の重要性をここまで強調した施策はなく､当初は改革

の後退として捉えられることもあった。

しかし､このように親や家族の役割を重視する姿勢は､その後の就学前教育改革におい

ても継続された｡例えば､1996年に公表された全国保育カリキュラム｢テファリキ｣fI1eWha
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riki)では､｢家族は､子どもの学習や発達と同様にカリキュラムの査定や評価をするべきで

ある｣とされ､親や家族との連携に基づいたカリキュラム運営によって､質の高い保育実践

がもたらされることを明示した｡また､同年の政府声明｢(改訂)ニュージーランドの保育サー

ビスにおいて期待される目標と実践｣侭evisedStatementofDesirablePrOjectivesand

Practices①OPS)fbrCharteredEarlyChildhoodServiceisinNewZealand)では、

｢サービス運営においては､教育者(保育者)は､親/保護者､家族と協議しつつ､サービス

の方針や綱領を発展させ､定期的に確認するべきである｡」と述べている｡さらに､就学前．

初等教育段階の教員組合0､JewZealandEducationallnstitute)が纏めた｢未来の道」

(砥tuzleDZrlectjbns；1996)では､親や家族の保育に対する理解やサービスの情報不足を

指摘し､すべての保育サービスは､質の高い保育を行うために､サービスに関する方針や

補助金の使途に関する意志決定において親や家族の全面参加を促す必要があると述べ

た｡こうした傾向は､2002年､教育省から向こう１０年間の就学前教育改革戦略プラン｢未

来への道筋｣(Ｈｮ幼wそり用g”鋤e”tzmE》においても看取できる｡改革目標の一つには､親

や家族､地域との協力的な関係を促進することが掲げられ､保育運営にあたっては､彼らと

の協力的な関係を構築できる環境を整備するための具体的方策の検討が必要であるとさ

れた｡その後､NZCERは､保育における親や家族との連携協力についての具体的事例を

纏めた報告書を公表している。

1990年代､とくに1990年代後半以降は､施策提言や施策指針を通じて､子どもの発達

と学習や保育の質の向上に関わって､保育における親や家族の存在や､親の保育運営や

実践における参画や参加が重視されてきたといえる｡そして現在､それら施策は実行に移

されつつあり､保育者が具体的に親や家族との連携に関わって､その役割を発揮できる環

境づくりと､それに応えられる資質能力をもった保育者が活躍し始めていると言える。

（３）親や家族との連携・協力において必要な保育者の資質能力について-資料紹介一

NZCER研究報告書｢保育における保育者と親や家族との連携協力｣(Zもa功erws

長１２忽"tsaIzd恥a"auwmkingZngP坊ermea功'GhikZhOae血Gatjbn,2006)15は､先

述したように､保育における親や家族との連携協力に関する活動事例を紹介したものであ

るが､同時に同報告書は､保育者に期待される連携活動､あるいはそこにおいて保育者に

必要となる知識や技術について検討する際の参考資料として､保育者等に活用されること

が期待されている｡よって､同報告書の検討から､親や家族との連携協力において保育者

の役割や､必要とされる資質能力についての知見を得られると考えられる｡また､この報告

書は､ニュージーランドにおける親や家族との連携協力に関する研究の蓄積状況から見て

も貴重な資料として位置づけられる'6．

研究報告書では､保育者と親が､子どもの学習と福祉(well-beinJのために連携協力し
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ていく方途を専門的な観点から明らかにすることが試みられている｡同報告書における調

査には､それぞれ異なる地域にある3つの教育ケアセンター(educationandcarecentre）

と3つの幼稚園が参加しており17,各施設では､それぞれの実情に合わせた独自の実践が

行われているものの18､そこには､いくつかの共通点が見られる｡次のような試みが､親や

家族とのパートナーシップが上手く構築され､連携協力が活発に行われているセンターで

は見られた｡①保育者と親との間に､相互信頼や相互尊重が見られる｡②親や家族との連

携を保育の優先事項に位置づけ､親がセンターの一員として保育活動に快く参加できる雰

囲気をつくるための実践や活動を試みている｡③保育者は､親や家族の子どもの学習に

ついての考え方や価値､あるいは関心事項を把握し､それらを盛り込んだ保育実践を試み

ている｡④子どもの学習についての評価方法､保育活動計画､学習成果の検討に親の参

加を促している｡⑤カリキュラムや保育実践について､親が理解し易いような説明を試みて

いる。

一方で､各センターにおける課題も共通して見られる｡それは次の点であった､①子ども

の学習について､いわゆるリテラシー中心の形式的な学習を実施して欲しいと希望する親

が多く'9,保育者は､そうした親に対して､現在の保育実践にもリテラシー学習の要素が含

み込まれていることを説明することに難しさを感じていること､②多文化な背景をもつ親との

連携活動の難しさである｡保育者は､母国においてニュージーランドのものとは全く異なる

保育経験をしてきた親と､子どもが学習している内容や保育活動の価値や重要性について、

理解し合い共有することに困難を抱えていること。

以上､この研究報告書から見られる､親や家族との連携協力において必要となる保育者

の資質能力は､次のような点に纏められる。

①親や家族との連携協力を図るうえで基盤となるコミュニケーション能力｡親や家

族の意見や考え方を尊重し､彼等とのパートナーシップを構築するためには、

十分なコミュニケーションが必要となる。

②親や家族との連携協力を促進するための実践活動を創造し､展開していく能力。

そこには､親や家族がﾘﾗｯｸｽして保育活動に参加できる雰囲気作りも含まれ

よう。

③親や家族のニーズを理解し､それを保育活動や保育実践に盛り込ませていく能

力｡保育者の意図と親のニーズが一致しない場合には､例えば､イベント内容

が親や家族にとって興味のないものであれば､かえって親との連携協力は図り

づらくなるであろう。

④親や家族の見地と､専門家である保育者の見地を総合して､子どもの学習を評

価する能力｡多角的な視点から子どもの学習やその達成度を評価することがで

きる。
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⑤

⑥

⑦

親や家族に適切な方法でカリキュラム内容や保育実践について説明する能力。

子どもがカリキュラムを通じて､どのような学習をしているのかを､教育の専門用

語に依存することなく､視覚的効果を用いる等して､親や家族に分かり易く説明

することは､家庭での子どもの活動や学習についての理解に役立つ。

保育の専門的な立場から､保育の意義や価値について意見を述べる能力｡専

門的な立場から､親や家族に対して保育の意義や価値について説明することは、

親や家族の保育､または保育の価値についての理解を深めることに繋がる。

多様な文化や言語に対する知識と､それらに十分に対応できる能力｡ニュージ

ーランドの特徴である多文化な保育環境においては､親や家族の文化的な背

景を考慮し､またそうした状況を活かした連携協力が求められる。

以上､研究報告書を用いて､親や家族との連携協力で求められる保育者の能力や資質

について検討してきた｡ただし､各サービスや施設の情況によっては､ここに挙げたもの以

外の保育者の能力や役割が必要とされることもあろう｡しかしながら､保育者にとって具体

的に期待される専門的な役割や必要となる知識や技術は､こうした連携協力の活動事例か

ら､ひとつひとつ明らかになっていくと考えられる。

（４）今後の課題

以上､ニュージーランドの保育における親や家族との連携協力に焦点をあてて､１９８０

年代後半以降の施策動向を整理したのち､研究報告書を用いて､そこから見えてくる保育

者の資質能力について検討してきた｡その結果､今日､ニュージーランドでは､保育者は、

親や家族と互いに高めあっていけるような保育運営や保育活動を展開していくことで保育

におけるパートナーとしての親や家族を支えており､親や家族がパートナーとして育つ環

境づくりや働きかけをするための資質能力が保育者には求められていることが明らかとな

った｡報告書では､共通の課題も指摘されていたが､今日の施策ではそれらの解決も試み

られている｡例えば､保育者は保育における学習方法について親や家族と理解し合うこと

に難しさを感じていたが､２００５年｢テ･ファリキ｣の評価指針である｢ケイ･ツア･オ・テ・パエ」

侭emlaotePae:Assessmentfbrlearning:EallyChildhoodexemplaxs,)が公表され

たことにより､保育者は当該指針を用いながら､親や家族と共に､保育における学習方法あ

るいは学習評価について検討していくことが可能となった｡しかし､この指針が､具体的に

保育者と親や家族の理解の橋渡しとして活用しうるものなのかについての研究調査は目下

進行中である｡また､多文化な保育環境では､保育者による他の言語や子育て文化につ

いての知識の習得が求められているが､そうした状況を支えるためにも､言語や文化的教

材の提供､通訳サービス､文化的事情に精通したｽﾀｯﾌの職能開発等に対する､さらなる
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補助金の実施も必要と言える。

２．初等中等教育段階一教員をめぐる政策・研究の動向一

（１）問題の背景・課題設定

１９８０年代後半の教育改革において特筆すべきは､教育委員会が廃止され､代わって

各学校にBOTが設置されたことである｡BOTは､｢学校の人事政策や予算の立案･運用に

までわたる大幅な権限と責任を有する､教育行政の末端組織かつ学校経営の鍵的組織と

して位置づけられ20｣､BOT制度の導入により自律的学校経営が成立した。

自律的学校経営の下で教員人事をつかさどるのはBOTである｡教育改革以前､教員人

事に対して責任を有していたのは各地に設置されていた教育委員会と視学官であった。

すなわち､教育委員会が教員の人事権を有し､視学官によって教員給与等が定められて

いた｡しかし､教育改革は教育委員会､視学官の廃止をもたらし､BOTを設置することによ

って､これまで教育委員会､視学官を中心に実施されてきた教員人事管理の機能をBOT

に代替したのである｡また､BOTの設置と同時に､教育省から独立した機関として教員登

録委員会(TbaCherRegistrationBoard:TRB)が設置されている｡ＴＲＢは教員登録を通

して教員の資質能力の向上に貢献することをその設置目的としており､改革以前は見られ

なかった組織形態である｡視学官が廃止されたことにより､学校段階において校長を中心と

した教員評価が制度化された点も着目すべきであろう｡ヅｪｯｿﾝ(Jesson,1997)21が指摘

するように､改革によってもたらされた市場原理の影響に伴い､教員をめぐる環境は劇的に

変化したということができる。

ここでは以下､教員の資質能力の向上という視点を意識しながら､展開される教員政策を

整理･考察し､その後関連資料を提示する｡なお､今回は既述の｢制度の改革｣以降､すな

わちｸﾗｰｸ政権以降の政策動向についての分析が中心となることを付記しておきたい。

（２）教育改革以降の教員政策動向

表１は教育改革以降の主要な教員政策を時系列的にまとめたものである｡資質能力の

向上という視点から整理した場合､以下の３点をその特徴として挙げることができる。

⑦教員の地位､労働条件の向上にむけて

最も大きな変化として挙げられるのは､一括補助金制度(Bulknmding)から学校運営

補助金制度(Operationalnmding)への転換である｡この変化は教員の給与形態に抜本

的な変化をもたらした｡一括補助金制度では､使途の定めを持たない補助金が一括に学

校へと与えられる｡その中には教員給与等の人件費も含まれており､学校経営主体である

BOTの裁量によってその用途を決定することができる｡ゆえに､学校間において教員給与

に差が生じることとなり､給与保障を暖昧にし､教員としての地位を不安定にした｡しかし、
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表１教育改革以降の主な教員政策

1986年 脇Pαす｡f功em9u血ｧ血”鋤e9zza的'QfZ福adh血g(ScottReport)刊行

1987年 m1emreasu巧ｌＧｂＭａｍｍｅ"tj4Zmag檀men4W6ﾉﾋｚｍｅ２ＥＵｈＪ唾atjQI]aﾉZ園gUe刊行

1988年 Ａめnmjg睦麹bJz』brexz壇ZI2J]“:皿能唾2ヵ用eadnjzjstI君&わ"medt』巴a”zPicotReport)刊行

1990年 Thenもasu巧冊＆走蝕g”幼e血cnm蝿Gbv用amm印t刊行

1992年 ResoumeTbaChers:IjteraCyDataColledion開始

1996年 EqUjvalent欧111TimeStudentfbrpmgramme開始

1997年 ①Qhjz劫'睡酌erわr9uz鋤'ｊａａｍ血gfa妃配wQf，煙酌ere［jtJnaI2bn(GreenPaper)刊行

②PerfbrmanceManagementSystem開始

1998年 htermPrufbssionalStandardsPrimarySchoolDeputyfAssistantPrincipals，Primary

SchoolTbaChers発表

1999年 ①ICI,ProfessionalDevelopmentPmgrammes開始

②PrincipalandTbacherPerfbrmanceManagement刊行

③一括補助金制度の廃止､及び学校運営補助金制度の新設

2001年 TheEdu四tionStzmdardsAct

2002年 TbacherStatusPmject開始

2003年 AssessmentTbolsfbrTbachingandLeanjng(asｍｅ)発表

2004年 ①IteratjveBestEvidenceSynthesisProgramme⑱ES)開始

②hlitialTbacherEducation開始

2005年 InserviceTbacherEducationPractjcePrOjectqNglEP）開始

学校運営補助金制度に取って代わることで、日々の学校運営費と教員給与が別個となり、

給与は組合と教育省との交渉によって決定された俸給表に基づくようになった｡こうした一

括補助金から学校運営補助金への転換は､『ピｺｯﾄ報告』が目指したＮＰＭ改革からの転

換とも見ることができ､既述の｢中身の改革｣における代表例として位置づけることができる

だろう。

また教育省は､教員の地位､人事､給与･賞与､専門性等についての調査報告書をこれ

まで３度発表している22.教員の就労環境や現状について把握することが第一の目的であ

るが､こうしたブﾛヅｪｸﾄを通じて､教員の資質能力の向上に荷担していこうとする意図を

読み取ることができる。

⑦教員の職能開発､専門性の向上にむけて

１９９７年に発表された緑書(GreenPaper)は後の教員政策に大きな影響を与えるもの

であった｡緑書が提案したのは､専門職スタンダードの作成･設定である｡教員を専門職と
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して位置づけ､その専門性を向上させるためにも､専門職スタンダードを設定し､教員とし

て達成すべき基準を示したのである。

また､教員の資質能力の向上のため､研修を始めとする職能開発も重視されている｡例

えば、ICTを利用した職能開発の一環として、ICTPrDfbssionalDevelopment

Programme(ICTPD)が挙げられる23｡ICTPDは､ICTのインフラ整備､ICT技術の向上

のために教育省から学校に対して補助金が与えられるプログラムであるが､教員はワーク

ショップへの参加や他校との教材研究･開発等､ICTを利用した積極的な職能開発が推奨

される｡特に､遠隔地域の教員にとってはICTを利用した他校との交流は非常に有益とな

る｡ICTPDでの優れた実践､教材等は､オンラインラーニングセンター(TbKetelpurang，

－TheOnlineLearningCentre:ＴＩq)によって全国で幅広く共有されている。

⑰教員養成機関･課程の質の向上にむけて

これまで教員養成は､伝統的に教員養成カレッジ(CollegeofEducation)において実

施されてきた｡大学､さらには周辺地域とも密接な関係を保ちながら､総合的かつ地域のニ

ーズに適した教員を養成してきたのである｡しかし､教育改革がもたらした規制緩和は､多

種多様な養成機関の参入を導き24､養成機関だけでなくそれらが提供する養成課程にもば

らつきを生じさせた｡その結果､統一'性の欠如した養成機関が排出する教員の質に対して、

疑問を呈する動きも表面化してきた25.こうした状況下において､教員の資質能力を確保し

向上させるための動きが活発化してきたと考えられる。

教育省は２００４年から教員養成機関､及び養成課程の実態調査を実施している26．目

的･目標とされたのは教員の資質能力の向上であり､そのために､現状の教員養成課程・

プログラムだけでなく､養成機関を修了し教員として教鞭をとる卒業生までも調査対象とし、

今後の課程編成とその実践へと反映させるべく研究が行われている。

（３）教員政策をめぐる研究動向一資料紹介一

以上のような政策動向と関連して､わが国､及びニュージーランド国内ではどのような研

究がなされているのだろうか。

わが国のニュージーランドの教員に関する先行研究を整理してみると､管見の限り教員

の資質能力という視点を持って分析した研究は見ることができない27．日本語教師を対象と

した研究はいくつか見ることができるものの28､ニュージーランドの教員については､未開

拓な部分が多いと言わざるを得ないのが現状である。

一方、ニュージーランド国内では、上述｢⑦教員の地位､労働条件の向上｣に関連した先

行研究として､スリバン(Sullivan,1999)29は､一括補助金制度に対する批判の声は制度

導入直後から継続的に指摘することができ､学校に対して莫大な資金を投入するだけの制

度は、教員の士気を減退させるものであったことを事例研究を通じて明らかにしている｡ク

7７



ロス(Cmss,2002)30は､一括補助金制度の導入から学校運営補助金制度への転換までを

時系列的にまとめ､組合の立場から教員の地位､労働条件を向上させるための方策･論点

について整理している｡また､｢⑦教員の職能開発､専門性の向上｣に関連して､チャップ

マン(Chapman,1999)31は､教育改革によってもたらされた教員間の混乱について､特

にBOTによる教員人事に焦点をあてて考察しており､専門性向上の方途として専門職スタ

ンダードの重要性を強く主張している。

総括すると､ニュージーランド国内では､表１で示したような研究調査ブﾛヅｪｸﾄによる

報告書に加え､NZCERとニュージーランド教育研究協会(NewZealandAssociationfbr

ReseamhinEducation)が共同発行する国際学術誌において､毎年教員政策に関連し

た論文を数本見ることができ､政策動向と関連した研究が積極的になされていると言える。

近年､わが国においても､教員をめぐる状況は刻々と変化し､中央教育審議会答申

(2006年)にて示されたように､教員の資質能力の向上が重要課題の１つとして掲げられ

ている32｡例えば､教職大学院は､教員養成教育の改善.充実を図り､効果的な教員養成

の取り組みを促すことによって､高度な専門性を有した教員を育成することをその目的･機

能としている33.こうした養成段階の質の向上を図る取り組みは､｢⑰教員養成機関.課程の

質の向上にむけて｣で示したようなニュージーランドの教員養成改革と共通する点として捉

えることができるだろう。

おわりに

本稿では､ニュージーランドで展開される保育者･教員政策､及びその研究動向につい

て整理してきた｡就学前教育では､改革を経験する中で､保育者は親や家族を支えるパー

トナーとして位置づけられ､保育活動を通じてお互いを高め合い､相互補完的なパートナ

ーシップ関係を構築することが求められた｡一方､初等中等教育では､「制度の改革｣を経

た｢中身の改革｣において､教員の資質能力向上を図るための多くの政策､研究が展開さ

れていた｡給与形態を見直すことで労働条件を整備し､専門職スタンダードを設定すること

で教職の専門性を明確にし､多様な研修の機会を提供することを通して積極的に職能開

発を行うことが促されている｡そして､優れた実践はICTを通じて全国で共有される仕組み

が整っているのである。

こうしたニュージーランドの取り組みは､幼稚園や保育所の役割が変化し､親･家族との

連携協力や子育て家庭支援を積極的に実施していくことが求められているわが国の保育

者にとって､必要とされる資質能力を端的に示した意義ある事例として捉えることができる。

また､ＰISAやｍｖＩＳＳといった国際学力調査結果を鑑み､子どもの学習達成度や教員の

資質能力の向上が喫緊の課題とされているわが国は､ニュージーランドの教員政策動向と

の共通点を指摘することできる｡ニュージーランドの政策･研究動向を明らかにすることは、
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わが国が直面する同様の課題に対して､具体的な知見を与えてくれると言える。

今回は主に保育者･教員政策に焦点を当てたが､あくまで動向を整理したにすぎず､今

後も継続的､かつ詳細な分析が不可欠であると考える。

(＊｢はじめに｣、｢おわりに｣及び｢2.初等中等教育段階｣は高橋が､「1.就学前教育段階」

は石毛が担当した｡）

【注】

lTnsldb1℃etoReviewEducationAdmjnisu麺on,“"腕jsWE減､gﾉbrE〔"ﾉﾘｾﾂ2Ｃｅ〃2℃jjMe4的"加な"て]加"加及ｊｈα]耐ひ"，
1988.

:躍麗謡蝋設撫#:淵b‘,;,,8８
４キャシー･ワイリー氏へのインタビュー調査より(2005年11月２３日)。

５福本みちよ･高橋望｢ニュージーランドにおける教育経営に関する教育政策･研究の動向｣『日本教育経営学会

紀要』第49号､2007年､176-186頁なお､同稿は歴代政権の教育政策動向についても詳しい。

６例えば､教育省が毎年発行する義務教育段階の年間報告書(MinisuyofEducation,MgwZbq1tmdSﾋﾙＤＣ心A
h9po7”lAEcD"ﾘp幽ZsりぴsdhDoksEaりr伽ﾉVｾwZbzmAmd)は､子どもの学習蒼誠度(StudentAchievement)､効果的な
鋭受､学校の質(Ql凪lilyofSchooling)が章として記述されており､また､教育機関評価局(EducationRcview
O厨Ｃｅ)が発行する全国的な教育問題に関する調査･研究報告書(Ed1cationEvaluationRgports)においては､教
員､教授の質に関する報告書が多数発表されている。

７幼稚園教員の資質向上に関する調査研究協力者会議報告(2002）

81985年の女性省Ｍｎis口yofWbmeIfsA且aiIs)の設置は､その象徴j<施策と言える。
９「ﾁｬｲﾙドケアセンター規則｣(cｿhfA&gz刀芭cｾ7"たRag並刀わ１sﾉ,６０ｳ改訂の解説書である。
１０こうした政府のﾁｬｲﾙドケアに対する姿勢は､保育に関わるワーキンググループ､女性に関する問題を取り

扱うワーキンググループによる長年のﾁｬｲﾙドｹｱの拡充と質の改善についての要請や活動がもたらした結果

であると言われている｡HelemM2W;‘‘PoliticsindlePhygmund，，,恥#gErﾘf"M‘､2s８℃okywjYﾙﾙEﾊﾙgwZbaA刀?d
Cblmcmﾉ6rE上jb4a刀io"z]IResa刀℃ﾉｸ,2001,p､205.

1'教育大臣RusselMaIshallの保育に対する協力的な姿勢､首相Davidlangeが､保育(就学前教育)を国家政策
において重要な課題に位置づけたことも改革を推し進めた要因となった｡BumsVhlerie,EtrゆCﾙ此〃iＤｏｄ
EtjiMaz'わ"伽M2wZとｚＪＩ上mzimbegzJEfRどMoﾉb"iり",ＯMER1989.
12代表的なものとして､ブﾚｲセンター､テコハンガレオ､ブﾚｲグループ等がある｡一方で､保育者主導のもの

には､幼稚園や教育ｹｱセンター(無償幼稚園以外のセンターの総称)がある。

'31990年の入園者22.668人が､1995年には19.108人へと減少する。

l4このプログラムは､０歳から3歳までの乳幼児とその家族を対象とした子育てプログラムである｡プログラム開始

の背景には､保育者養成に係る経費に対する懸念や､育児不安や幼児虐待など家族問題の深刻化等があっ

た。

'５Mitchell,L､,Haggerty;Ｍ､,hamption,V,PaiIman,A､,zbzIdiG応;PtJ71g"なq"とﾉﾘ仰mqll雌､‘MﾙCl海'qgIngg肋er腕ez"ウ
cIIj此』ﾘhりりdezjiJc”ｂ凡NewZealandCouncilfbrEducalionalReseamh,2006.

16同報告書の冒頭には､｢ニュージーランドの就学前教育センターにおいて､保育者が如何にすれば親や家族

とパートナーシップを構築していくことができるのか､あるいは各センターにおいて親や家族との連携協力､それ

に係る活動を如何に進めていけばよいのか調査研究したものはわずかばかりである｡」と述べられている｡ｉｂｉｄ

ｖｎ

Ｉ７報告書〃〕データについては､2002年３月～４月と2003年３月に行われた､親､スタッフ､関連ネットワークな

どに対するインタービュー調査から収集されている。

'8例えば､保育者と親の双方が､それぞれセンターと家庭において子どもの学習活動を記録し､その情報を共

有する､保育者と親が､子どもの学習についての考え方や期待する事柄について話し合う場を設定する､親や
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家族を含めて､子どもの学習に関わる評価､保育活動計画､学習成果､カリキュラムについて検討する場を設定

する､多文化な背景をもつ親が保育活動に参加し易いような保育活動を実施する､父親の保育活動への参加機

会を設定する､などの活動が行われていた。

'９報告書では､子どもの学習に関して､プリントを中心とした読み書きなどの形式的な学習方法を､とくに重要で

あると感じている親が少なくないことが指摘されている。

20福本みちよ｢ニュージーランドの自律的学校経営｣河野和清澗訂地方分権下における自律的学校経営の構築

に関する総合的研究』多賀出版､2004年､107頁b

21JoceJeddem,‘'IbacherEducationibrSuppbﾉorQuality，,EtjIに､『わ"Pbﾉﾘﾋﾘﾉ伽ﾉVｾwZbq1b7域Jheﾉ，蛾‘１，１ﾉ6ﾘﾙo"zt
l997,pp､346-357.

22PemeptionsoftheStatusofTbache【s(IbacherStamsPmject)において発表された報告書は以下の３つである｡①
MaIieC,7も‘､c〃gr””Phqノセ℃f:SItIgどIResEm'ロハfjt則g''@伽gIeqchersjk血s)応”“q"dh2℃Eﾂ7rIEz1cA〃smrz4s

伽jWt〃ﾊﾉＥＳ)2002.②KaneR,MallonM,Ee7℃印加恋q/､TEZzcA“”d7もαｃ内昭2006③HallD.,IangtonB.，
P物℃印ﾌ"｡"sWheSIz血,q/７とzzCAe芯,2006.
231clPDの詳細､事例については､伊井義人･高橋望｢オセアニア地域における学校ﾈｯﾄﾜー ｸ構築一ニュー

ジーランドとオーストラリアを事例として一｣『公私協働とﾈｯﾄﾜー ｸ化による教育運営サポートシステムの構築に

関する国際比較研究､研究成果報告書j2007年､257-268頁､を参照されたい。

24教員養成機関は､６つの養成カレッジから､2005年までに27の機関(私立､ポリテクニクを含む)に増加してい
る。

25例えば､教育と科学の特別委員会(EducationandSciencePadiamentaIySelectCommitteehquiIyb2001)の指摘
が挙げられる。

26具体的には､以下の４つの報告書が刊行されている｡①ｇｨzzﾉﾘり,q/肋耐7芭zJcAe'EtjhczmIjo"f』"αｳｨsなq/7Vをw
Zbqjbllzﾉ?蔵1℃ﾙ“Cb”"DCα"""j“わ",2004.②ResezmgⅢ'o"〃'”7もz犯ﾉ'erE上jﾚｲαw7o"伽ﾉVｾwZbz汝腕戯

ﾉ993も20“2004.③ﾙ'”７２zzdbE7Ebjiにzz伽"Pbji句'q"ﾉP〉zzc睡,2005.④Pｾ両ｐｇ℃"泥q/ｱｾとり'たo“雄Zと'７mqり’
"2s""わ'２s〃､ﾉＤﾊﾙ2℃ﾉ伽伽jXjaﾉ泌口℃吻巴ｿＥｔ１ｹｲα刀わ":恥淵”ｇＲ甲巳ﾉg
27荒井(荒井文昭｢分権化のなかの学校選択と教育参加一ニュージーランドにおける教育改革の動向一｣『東京
都立大学人文学部人文学報』259号､1995年)は､一括補助金制度等に言及し､改革については詳細な記述が

見られるが教員に特化したものではない｡神田(神田嘉延｢ニュージーランドの教育改革｣『鹿児島大学教育学部

教育実践研究紀要』第９巻､1999年)は教員養成制度について触れているが､概要を説明しているのみである。

なお､本稿では､わが国の先行研究の分析にあたって､国立情報学研究所｢CiNii｣(h叩:"bi・niiacjp2007年８月
１７日アクセス確認済み)を利用し検索を行った。

28例えば､縫部義憲｢第２部日本語教員養成の国際比較:ニュージーランドの場合｣『無差』14号､2007年､49-
59頁。

29KeithSullivan,"A1MolfinSheep，sClolhing:meBulkRmdingDebate'，ＷｾwZ”1ｈ脚‘ﾉ別伽”RどWｾｗｑ/及伽α１Vわ〃
91999,pp､97-116.

3oBmnwyllCmss,‘BulkRmding:ARetrDSpec面veP，,ＡＲ”eγFbr7ﾙeEtjiｲａ１ｒｊり"んｊＥ"1”ｂ”ﾉＣｂﾉ3/2洲2"c巴(ﾊﾙgw
ZEzJjb"の,2002.

3lTiiciaChapman,"ManagingTbacherPerfbmqanceinTbday，SSChools，;ﾊﾙgwZ”jbl秘ﾙ4""”ﾉRごWｾｗｑ/Etjh4az伽〃
21999,pp､43-62.
32中央教育審議会答申｢今後の教員養成･免許制度のあり方について｣､2006年ｂ
33同上識
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〈書評〉BrianCaldwenandJimSpinks,neSelfManagingSchool，

LeadingtheSelfManagingSChoOl,BeyondtheSelfManagingSchool

佐藤博志（岡山大学）

はじめに

1990年前後から，英語圏の先進諸国において，公立学校と教育行政の権限配分

を問い直す教育改革が進められてきた。イギリス（特にイングランドとウエール

ズ)，アメリカ（イリノイ州シカゴ等)，オーストラリア（ビクトリア州等)，ニュ

ージーランドでは，教育課程編成，人事運営，財務運営等に関する権限が学校に

大幅に委譲された'･オーストラリアでは,自律的学校経営(SelfManagingSchool)，

アメリカでは，学校に基礎をおいた経営(School-BasedManagement)，イギリス

では，学校のローカルマネジメント(LocalManagementofSchools)という概念が，

権限の大きな公立学校の経営という意味で使用されるようになった。「現在，自律

的学校経営という専門用語，あるいは各地の類似の表現は，各地の学校経営の方

式を形容するために，特別に使用されている｡」２

コールドウエル(Caldwell)とスピンクス(Spinks)は自律的学校経営の意味を次

のように説明している。「自律的学校経営には，リソースの配分に関して決定を行

う権限と責任(authorityandresponsibility)を，大幅かつ一貫して与えている。こ

こで，リソースとは，幅広く，教育課程，人事，財務，設備に関する事柄を含ん

でいる。ただし，自律的学校経営は，中央が設定した目標，重点，アカウンタビ

リティの枠組を伴う教育システムの中に位置づいている｡」３

自律的学校経営は，基本的には，国・州の教育政策によって提案され，実施に

移されてきた。当然，自律的学校経営の政策と実践に関する研究が重要になって

くる。学会等の報告主題を見ても，そうした傾向は確認できる。例えば，2006年

のイギリス教育リーダーシップ経営学会(BritishEducationalLeadershipand

ManagementSociety)大会の全体テーマは「教育リーダーシップと経営の変容」

(mleChangingLandscapeofEducationalLeadershipandManagement)であり，
2007年のオーストラリア国立教育研究所(AustralianCouncilfbrEducational

Research)研究大会の全体テーマは「リーダーシップの挑戦一学校における学習の

改善一」mleLeadershipChallenge:ImprovingLearninginSchools)であった。

いずれも，自律的学校経営の展開に関わっていることは言うまでもない。

以上の政策・研究動向を踏まえて，本論はコールドウエルとスピンクスの自律

的学校経営論を検討することを目的とする。ここで，自律的学校経営論とは，コ

ールドウエルとスピンクスの共著『自律的学校経営｣(rheSelfManagingSchool，
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Falme喝1988)，『自律的学校経営をリードする』（LeadingtheSelfManaging

School,Falme】91992)，『自律的学校経営を越えて』(BeyondtheSelfLManaging

School,Falme喝1998）で提示された知見を意味する。これらの著書は自律的学校

経営三部作(rhendlogyonSelfManagingSchools)と呼ばれている。なお，コー

ルドウエルは現在，メルボルン大学教育学部名誉教授，教育トランスフォーメー

ションズ(EducationalThfansfbrmations)社長である。スピンクスは，タスマニア

州シェフィールド地区ハイスクール元校長である。

本論で，コールドウエルとスピンクスの自律的学校経営論を扱う理由は，第一

に，同図書がオーストラリアの学校経営研究をリードし，オーストラリア（特に

ビクトリア州）の教育改革に大きな影響を与えたことである。第二に，同図書が

イギリスの教育改革，スクールリーダー養成に一定の影響を与えたことである4・

オーストラリアの学校経営について研究する際，コールドウエルとスピンクスの

自律的学校経営論についてレビューすることは，きわめて重要であろう。

１．自律的学校経営論の概要と影響

コールドウエルは１９８１年にタスマニア大学に採用され，学校財務の裁量と運

営に関する調査研究を行った。そして，タスマニア州のロズベリー地区ハイスク

ール校長のスピンクスが，協働による学校経営サイクルを開発・実践しているこ

とを発見した。協働による学校経営サイクルは「目標設定とニーズの特定→方針

の策定（目的と大綱）→計画の策定→予算編成→実施→学校評価」という順に展

開される。コールドウエルとスピンクスは1984年から1986年まで，ビクトリア

州教育省の依頼を受けて，協働による学校経営サイクルをテーマに研修を実施し

た5°この研修には約5,000人の公立学校校長，教頭，教員が参加した6．以後，

オーストラリアでは自律的学校経営論への関心が高まり，首都直轄区，ニューサ

ウスウエールズ州，北部直轄区，クイーンズランド州，西オーストラリア州でも

同様の研修が行われた７．１９８８年に，コールドウエルとスピンクスは『自律的学

校経営』を刊行し，協働による学校経営サイクルを中核とした理論を示した。

その後，コールドウエルとスピンクスは，チャーターの導入によって，協働に

よる学校経営サイクルを改定した。理論的には，チャーターは教育行政と意思決

定機関が同意した３～５年間の学校経営計画であり，学校の中期的戦略を示してい

る。新しい協働による学校経営サイクルは「チャーターの策定→年間重点目標設

定→教育課程編成→教育課程の説明→予算編成→学習と授業→学校評価」という

順に展開される。チャーターの実施局面では学習と授業が中軸に位置づけられて

いる。1992年にコールドウエルとスピンクスは，これらの点を論述した『自律的

学校経営をリードする』を刊行し，自律的学校経営論を発展させた。なお，コー
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ルドウエルは，１９９１年にメルボルン大学に異動している。

ビクトリア州では，1992年に自由党・国民党連立政権が発足し，ヘイウオード

が教育大臣に任命された。ヘイウオード教育大臣は，1993年以降，「未来の学校」

(Schoolsofthemture)と呼ばれる包括的な教育行政．学校経営改革を断行したこ

とで有名である。ヘイウオードは，公立学校改革の手法として『自律的学校経営

をリードする』の内容が有用だと考えた。そして，コールドウエルは「未来の学

校」特別委員会のメンバーとして，教育政策の原案作成に関与した。つまり，自

律的学校経営論のアイデアがビクトリア州の教育改革に反映されたのである。直

接に反映された点は，チャーターと学校評価の導入である。学校における財務と

人事裁量の拡大や教育課程政策の策定も，自律的学校経営論の主張と合致する8。

もちろん，「未来の学校」は，公立学校をめぐる諸制度全般の改革を意図してい

るため，自律的学校経営論のアイデアによって全てがカバーされたわけではない。

学力調査プロジェクトの導入，校長の責任明確化と任期制の導入，学校審議会に

おける議決権の強化と保護者代表等の重視は，自律的学校経営論の影響というよ

りも，「未来の学校」特別委員会の議論に基づいて構想されたと考えられる。とは

いえ，「未来の学校」の背景として，自律的学校経営論はきわめて重要である。つ

まり，コールドウエルとスピンクスが『自律的学校経営』（1988年刊行）と『自

律的学校経営をリードする』（1992年刊行）で提案した自律的学校経営論が，ビ

クトリア州の教育改革「未来の学校」に影響を与えたのである。

自律的学校経営論は，オーストラリア首都直轄区（キャンベラ）でも学校評価

の制度化にあたって参考にされた９．さらに，「コールドウエルとスピンクスは（中

略）オーストラリア，ニュージーランド，イギリスの少なくとも３カ国で，政策

コンサルタントとして大きく関与した｡」’0そして，自律的学校経営論をイギリス

とニュージーランドで紹介した。両国で自律的学校経営論が注目された理由は，

1980年代末から学校への権限委譲が進められ，自律的学校経営の方法論が必要と

されたからであろう。

『自律的学校経営』と『自律的学校経営をリードする』の教育改革に対する影

響は大きかった。これに対して，『自律的学校経営を越えて』（1998年刊行）は，

教育改革に対する影響を与えていない。『自律的学校経営を越えて』は，これまで

の提案を総括し，展望を示すことが主な目的であるためである。すなわち，第一

に，自律的学校経営の制度を構築し，第二に，生徒の学習成果に対する明確な焦

点化を行い，第三に，知識社会のための学校を創造するという変化の方向性が提

示されている11.2007年現在，知識社会のための学校の創造がグローバルな政策

課題であることに異論はないだろう。
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２．自律的学校経営論をめぐる国際的議論

ウイッティー(Whitty)，パワー⑱ower)，ハルビン(Halpin)は自律的学校経営論

について次のように述べている。「教育経営の重要な論者のアイデアが広く受け入

れられ，採用されたが，このことは新しい教育経営の国際的側面を例証するもの

である。例えばコールドウエルとスピンクスは『自律的学校経営』『自律的学校経

営をリードする』という２つの影響力ある図書を執筆した。これらの図書は，ほ

とんどの推奨文献リストに顕著にあげられている｡」１２デビス(Davies)は，『自律的

学校経営』と『自律的学校経営をリードする』が学校経営分野の非常に重要な研

究成果であると高く評価している'3。この他に，ジェウイーツも自律的学校経営

論が教育経営のベストセラーであると述べている'4．キャンベルーエバンズのよ

うに，自律的学校経営の概念を定義する際，『自律的学校経営』を引用している論

者も見られる'5．

一方，アンガス(Angus)は，「自律的学校経営』が，財政危機や学校教育の不平

等を視野に入れず，学校を予定調和的にとらえていると批判している'6．ウオル

フオード(Walfbrd)は，自律的学校経営が学校教育における公平を拡大する役割を

担っていると『自律的学校経営をリードする』で強調されているが，イギリスの

教育改革では公平が無視されていると指摘している'7．こうした批判に対して，

コールドウエルは，財政危機や不平等の問題は主に社会の変容によって誘発され

たのであり，自律的学校経営によって引き起こされたのではないと反論している
１８

．

ハーマン(Harman)，ベアー(Beare)，バークレイ(Berkeley)は，『自律的学校経

営』が重要な著書であることを指摘した上で，「仮に，自律的学校経営という新し

い制度が，州全体に教育を広く平等に提供することを保障しないとすれば，すぐ

にかなりの政治的プレッシャーを受けて，もしかしたら再中央集権化への新しい

動きさえも導くかもしれない｡」’9と懸念している。これに対して，コールドウエ

ルは「自律的学校経営の制度に対する予算配分は，過去数十年間，中央集権制の

下で利用された手法よりも，公平である｡」２０と述べ，「各々の学校の違いを生み

出す様々な要因が考慮され，学校がチャーターの枠組の中で自校の重点事項に取

り組み，いわゆる包括予算(globalbudget)が配分される。このような公平な方法

で学校に予算を配分しようと決意することは，学校制度の課題である｡」と反論し

ている2'。

以上のように，自律的学校経営論は，国際的に政策に影響を与え，学校経営研

究においても議論の的となっており，重要な位置にある。１９８０年代末から１９９０

年代中葉にかけて，自律的学校経営の是非をめぐって学会や教育界で議論が交わ

されたことは記憶に新しい。やがて，1990年代末以降，各国・各州で，自律的学

8４



校経営が定着していくことになる。１９８８年の『自律的学校経営』の刊行と１９９２

年の『自律的学校経営をリードする』の刊行は，自律的学校経営の是非をめぐる

議論が交わされた時期と一致している。一方，1998年の『自律的学校経営を越え

て』の刊行は，自律的学校経営の定着期に差し掛かっている。このように考える

と，『自律的学校経営』と『自律的学校経営をリードする』が，『自律的学校経営

を越えて』よりも議論の対象になったことは自然である。

３．自律的学校経営錨の有用性

堀和郎は「教育行政研究が今日社会的．政治的イッシューと化している教育制

度改革や政策立案にどれだけ有用性を発揮しているのか，発揮していないとすれ

ば，なぜか，有用性を発揮するために，いかなる改善の手だてがあるのか」２２と

いう問いを提起している。自律的学校経営論は政策立案に貢献しており，政策的

有用性の高い研究の一例に位置づけられる。自律的学校経営論が政策の基盤とさ

れた理由は，自律的学校経営論が現代の学校経営と教育行政に対する処方菱を提

供していることであろう。

第一に，自律的学校経営論が学校経営の政策と実践の指針となり得る点である。

自律的学校経営論は，ロズベリー地区ハイスクールの経営実践が体系化され，発

展したものである。自律的学校経営論は現実の政策と実践に有用になるように構

成されている。ここに自律的学校経営論が教育関係者の関心を引いた理由がある。

これまで，国や州による程度の差こそあれ，オーストラリア，ニュージーラン

ド，イギリス，アメリカ，カナダ等で学校への権限委譲が実施されてきた。しか

し，権限が委譲された学校において経営サイクルをどのように展開するのか，保

護者代表がどのように参加してアカウンタビリテイを実現するのかという問いに

対する総合的な解答は，必ずしも明示されてこなかった。こうした状況を鑑みれ

ば，ビクトリア州で自律的学校経営論が着目され，教育改革の基礎理論として採

用されたことの理由が理解できる。

第二に，自律的学校経営論が，中央．地方教育行政の再編縮小と教育支出の抑

制・削減を可能にしている点である。教育行政から学校に権限を委譲すれば，教

育行政の職務権限は少なくなる。学校への権限委譲を基本とする自律的学校経営

の導入は，教育行政の再編縮小と教育支出の抑制．削減を可能にするのである。

今日，主要先進国では国家財政の赤字の増加に伴って，行政機能の見直しと効率

化が必要とされている。そのため抜本的な行政改革を実施する必要があるが，教

育行政も例外ではない。

ビクトリア州でも，1992年までは「教育省一地方教育事務所一学校援助センタ

ー一公立学校」という教育行政構造であったが，「未来の学校」実施以降，「教育
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省一地方教育事務所一公立学校｣という二層構造に再編縮小された｡このように，

自律的学校経営論は国家財政の危機に対応可能なため，政策の基礎理論として採

用されたと考えられる。

おわりに

最後に，最近の政策動向との関連で自律的学校経営論の意義を考察したい。連

邦議会は，2004年学校支援法(SchoolsAssistanceAct2004)を制定した。この法

律では，州・直轄区政府が連邦政府から初等・中等教育予算を受けとる際の条件

を設定している。その条件の１つに，校長と学校審議会の裁量拡大と責任体制の

確立へのコミットメントがあげられている23・日本と比較して，オーストラリア

の公立学校は大きな裁量を既に持っている。にもかかわらず，2004年学校支援法

は，これまで以上に公立学校の裁量を拡大しようとしている。こうした方向は，

コールドウエルとスピンクスの自律的学校経営論に合致している。だが，現実に

は，全州・直轄区で，校長と学校審議会の裁量の大幅拡大と責任体制の確立が速

やかに進められるわけではない。

ハワード自由党政権は，連邦全体の学力向上というレトリックを使いながら，

初等・中等教育政策への覇権を強めようとしてきた。いわば州・直轄区教育行政

への挑戦であり，２００４年学校支援法はその象徴である。だが，２００４年学校支援

法の制定によって，連邦政府が初等・中等教育行政の権限を一気に強化した（集

権化した）という見方は誤りである。憲法上，州・直轄区政府に初等・中等教育

行政の権限があるため,常に州･直轄区政府は独自のアプローチをとろうとする。

ここに，連邦・州・直轄区の各政権政党間の綱引きが加わる。すなわち，自由党

と労働党の対立である。仮に連邦レベルで政権交代が起これば，状況はさらに変

化していく。結局，現時点では，2004年学校支援法は，初等・中等教育行政をめ

ぐる連邦と州・直轄区の関係にある程度の変化をもたらしたに過ぎない。当然，

これまで通り，教育雇用訓練青少年問題大臣審議会伽inisterialCouncilon

Education,Employment,nainingandYbuthAffairs）（以下，MCEETYAと略）

が全国的教育政策(NationalEducationPolicy)を策定するための意思決定機関で

ある。MCEETYAは，様々な権限をめぐる交渉・調整・妥協の場といっても過言

ではない。２００４年学校支援法が設定した条件も，その意味合いと詳細は

MCEETYAにおける協議の対象となる。

2007年４月にダーウィンで開催された第２１回MCEETYAでは，校長の裁量拡

大(GreaterPrincipalAutonomy)が提案された24．校長の裁量拡大がMCEETYA

の議題になったことは，自律的学校経営の推進が全国的な政策課題に位置づけら

れたことを意味する。コールドウエルとスピンクスの自律的学校経営論と全国的
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教育政策の方向性が一致したという見方もできよう。だが，校長の裁量拡大をめ

ぐる各州・直轄区の現行制度と思惑には差異がある。したがって，校長の裁量拡

大に関しては現在も継続調整中である。例えば「西オーストラリア州がビクトリ

ア州のように校長の裁量を拡大するか。ビクトリア州が現在以上に校長の裁量を

拡大するか｡」という問いが，各州・直轄区の教育行政機関に投げかけられている

のである。

以上のように最近の政策動向を概観した時，コールドウエルとスピンクスの自

律的学校経営論の意義の大きさが確認できる。教育改革，とりわけ学校経営改革

の理論的支柱としての存在感は現在も大きい。コールドウエルは２００６年にオー

ストラリア国立教育研究所出版から「教育リーダーシップを再び想像する』

侭e-ImaginingEducationalLeaderShip,ACERPress,2006)を刊行している。さ

らに，コールドウエルとスピンクスは２００８年に新しい図書を出版予定である25．

これからも，自律的学校経営論から多くを学んでいきたいと思う。

lCaldwen,Ｂ・』.,"School-basedManagemenf，,Husen,mandPostlethwaite,ｎＮ．
（ed),Ｚhe血睡刀atjbnaﾉEhq”bpe”ofEﾋﾋ』αﾖtjbn,ＳｂｃａｚｄＥｔＺ拡わ､,随ノロme9
Pergamon,1994,ｐｐ､5303-5304.

2Caldwen,Ｂ・』．,Ｒｂ切magZnji2g坊eSEZfjM2magfngSbhocﾉﾘSpecialistSchoolsThFust，
2004,ｐ､６４．

３Caldwen,Ｂ､Ｊ・andSpinks,』.Ｍ,,Ｌｅａｄｍｇ功eSbZf迦zmagingSbhoaIFalme鴎
p､３１．
４コールドウエルはイギリスのIEAEducationUnitの刊行物で自律的学校経営論を

紹介している。（Caldwen,Ｂ､』.,ｍｅ登りmJbeOf・SbZfﾂM2mag笹meIzt”SbhOnZS；

EducationUnit,InstituteofEconomicAffairs,1987.）コールドウエルはイギリスの

国立スクールリーダーシップカレッジ(NationalCoⅡegefbrSchoolLeadership)でも
客員教授を務めた。

５Caldwen,Ｂ,Ｊ､andSpinks,』.Ｍ､,ｍｅＳｂｊｆｊ姓magmgSbhoo｣IFalmerｩ1988,ｐ､2８
６Caldwen,ＢＪ､andSpinks,』.Ｍ､,Zea〔ZZngtheSb”42ｍa9㎡ngaahoQ4qP､cjZも，
1992,ｐ､３１．

７jDjtf,ｐ､３１．
８教育課程政策を策定する必要性についても，『自律的学校経営をリードする』の中で

論及されている。（Caldwen,ＢＪ・andSpinks,』.Ｍ､,Lea〔Zing鋤ｅＳ色ZfjM2magmiIZg

SbhoQ4Falme喝1992,ｐ､29,Pll.）
９拙論「オーストラリア首都直轄区の学校評価に関する考察一自律的学校経営におけ

る学校評価の役割に着目して－」日本教育経営学会『日本教育経営学会紀要』第３８

号，１９９６年，８９頁。

１０Whitty;Ｇ､,Ｐｏｗｅ喝Ｓ・andHalpin,，.,ＤｅｗｎﾉutjひｎａｎｄＣＭ６ｏｊｂｃｉｎＥヒル函広わ､,Open
UniversityPress,1998,ｐ､52.
11Caldwen,ＢＪ,andSpinks,Ｊ､Ｍ,,比ymzd坊e艶Zfノリzmag面ngSbhoojIFalme喝
1998,ｐ､12.

12Whitty;Ｇ､,Ｐｏｗｅ喝Ｓ・andHalpin,，.,ｑｐ､cjZも,ｐ､52.
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１３Davies,Ｂ,‘Introduction，，,Davies,BandEllison,Ｌ・(ed),SbhooﾉLead恒踊gh4Pわｒ
坊ｅ２ＺｓｵＣｂｎｍＩｙ;Routledge,1997,ｐ､７．

１４Gewirtz,Ｓ､,鰯ejMZma鐸z副aﾉSbh皿Routledge,2002,ｐ､27.
15Campben-Evans,Ｇ､,‘4AValuesPerspectiveonSchool-BasedManagement，，，

Dimmock,Ｃ､,Sbhooﾉ丑『sedjM2mag色men#andaghoQﾉ画磁ｦc"肥ness;Routledge，
1993,ｐ､９３．

１６Angus,Ｌ､,‘ＤｅｍｏcraticParticipationorEfficientSiteManagement:TheSocial

andPoliticalLocationoftheSelfLManagingSchool'，,Smyth,』.(ed),ASba2zZ6′
C雄jbaﾉ雌”｡f幼eSbZfﾘM2ﾖnag虻ngSbhooj！Falmen1993,ｐｐ､21-22,ｐ､24.

17Walfbrd,Ｇ､,"SelfManagingSchools,ChoiceandEquity，,Smyth,Ｊ・(ed),A
Sbcj21Z〃ChZjb圏/歴ｗＱｆ坊eSbZf/M2mag虻ng6bhoQﾉIFalmer;1993,ｐ､２４０．
１８Caldwen,ＢＪ､andHayward,，.Ｋ,,ＺｈｅＦｂ虹”ｏｆ，SbhoQZSFalme喝1998,ｐ､93.
19Ｈａｒｍan,Ｇ､,Beare,Ｈ､,Berkeley；Ｇ､,“Conclusions:Whererestructuringhas
takentous,andwhereitisleading',Ｈａｒｍan,Ｇ､,Beare,Ｈ,Berkeley;Ｇ・(ed)，
EestI･ucｵuzZngaahoQﾉj4ZmagFme砿AustralianConegeofEducation,1991,ｐ､313.

20Caldwell,ＢＪ､andSpinks,』.Ｍ､,Leadhi2g坊ｅＳもZfﾉM2magpingSbhOaIQP.“，
ｐ,163.

21必極,ｐｐ､163-164.
22堀和郎｢教育行政研究の政策的有用性を求めて一researchutilizationに関する研究

成果を基に－」筑波大学『教育学系論集』第25巻第１号，2000年，３１頁。

２３SchoolsAssistanceAct2004.(Division2:GrantsfbrGovernmentSchools,１４：
AgreementonConditionsofmnancialAssistancel-m
24MinisterialCouncilonEducation,Employment,TrainingandYbuthAffairs，
"21stMCEETYAInfbrmationStatemenｆ''12-13April,2007.

25Caldwen,Ｂ､Ｊ・andSpinks,』.Ｍ,,湿遮血２９幼ｅＳ強aAasf歴1Ｑｍｎ]zpmU月ement”
丑洩nsZbm2atjb"、坊ｅｊ距ZbzmofSbhoQZSRoutledge,２００８(fbrthcoming)．
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<書評>佐藤博志編著『オーストラリア教育改革に学ぶ

－学校変革プランの方法と実際一』

青木麻衣子（日本学術振興会特別研究員）

本書は、岡山大学大学院教育学研究科教育組織マネジメント専攻の教員である

編著者が、全国に先駆けて設置されたスクールリーダー養成大学院で、現職のス

クールリーダー三名とともに、オーストラリア、ビクトリア州で１９９０年代初頭

に導入されたチャーターについて検討し、その日本での適用可能性を、実際にそ

の作成を通して考察したものである。全体の導入部としての「第１章オースト

ラリアの教育改革」は伊井義人氏が、また本書の支柱となる「第２章オースト

ラリアの学校変革プラン・チャーター」と序章・終章は編著者である佐藤博志氏

が担当している。また、第３章から第５章までが、各学校におけるチャーターの

作成・紹介にあてられているが、「第３章公立Ａ小学校におけるチャーターの

作成」を松永喜樹氏、「第４章公立Ｂ中学校におけるチャーターの作成」を菅

野孝江氏、「第５章公立Ｃ高等学校におけるチャーターの作成」を田辺大蔵氏

が執筆している。また、補論として、編著者により「スクールリーダー養成大学

院の展望」も示されている。なお、本書は、豪日交流基金の助成を受けて、２００７

年に学文社から刊行された。

なぜ、オーストラリアのチャーターを日本の学校変革プランとして取り入れる

必然性があるのか。多くの人は、まずそこに疑問を持つだろう。確かに、オース

トラリアの教育と日本のそれとでは、編著者も本書の中で「テーブルの端と端に

位置する」との比愉を紹介するほど､違いがある。例えば、オーストラリアでは、

地方政府である各州が初等中等教育に関する権限を持ち、各学校に大幅な裁量権

が認められているのに対し、日本では、中央政府である文部科学省の権限が大き

い。また、オーストラリアでは、保護者・コミュニティの学校教育に対する役割

が明確化されているのに対し、日本では､その重要性は指摘されてはいるものの、

未だその「溝」は深いように感じられる。

近年、日本でも地方分権を旨とした教育改革が進められ、学校の自主性・自律

性の必要が主張されている。しかし、編著者の解釈・説明によれば、①現存する

学校教育をめぐる上意下達構造が、既に地方教育行政と学校の硬直化を招いてお

り、学校のアカウンタビリティの所在が暖昧にされてきた、②そのために、政策

で学校の自主性が強調される割には学校の権限拡大は進まず、学校評価・教員評

価等の「評価」のみが推進される状況を導いた、③また、そのような「場当たり
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的」な改革が、教員の無力感を促進する結果をももたらしたという。

このような状況を打開する上で､編著者は､現行の地方教育行政体制を見直し、

学校の裁量を大幅に拡大すること、すなわち自律的学校経営を確立することが有

用かつ不可欠であると指摘する。自律的学校経営により、学校は､教育課程編成、

人事運営､財務運営等に関して､大幅に権限を委譲されることになるからである。

しかし、学校の権限を拡大したからといって、自動的に教育の質が向上するわけ

ではない。当然、自律的学校経営のリーダーシップ、リーダーの能力の刷新、教

員の専門的能力の向上が求められる。また、強力な改革の「デザイン」も必要と

される。この「デザイン」こそ、本書で紹介・検討されたチャーターであり、自

律的学校経営の推進に不可欠なものである。

オーストラリア・ビクトリア州のチャーターは、本書によれば、学校プロファ

イル、学校目標、重点領域、実践方針、児童・生徒のルール、アカウンタビリテ

ィといった学校経営の全領域を網羅した３年間の学校経営計画であり、教育の依

頼者（教育行政と保護者）と教育の実施者（校長を責任者とする教育の専門家）

の間の同意・署名を必要とする。また、重点領域の設定が義務付けられており、

学校が主体的に教育論と教師の倫理綱領を設定できることから、「教育に対する情

熱や識見」を含んだ、実践的・実質的な学校経営計画を開発・作成することがで

きるという。

編著者は、このようなチャーターが、少なからず、これまで、ある意味で「形

式的」に地方分権化が進められてきた日本の学校経営に大きな変革をもたらす契

機を提供すると考える。また、本書で試みられているように、チャーターの導入

を検討し、それを実際に作成してみることで、学校変革のための「考えるヒント」

が明らかになると指摘する。

本稿では、以下、本書の展開に従い、近年のオーストラリアの学校教育改革の

中で、チャーターがどのように必要とされてきたのか、またチャーターとは具体

的にどのようなものなのかを紹介した後、現職のスクールリーダー三名によるチ

ャーターの作成を見ていきたい｡そして､本書の意義を検討･提示するとともに、

一方で、課題についても考えてみたいと思う。

政策研究一一オーストラリア・ビクトリア州の学校におけるチャーター

学校変革プランであるチャーターは、自律的学校経営のための学校経営計画で

ある。元来、オーストラリアの教育行政は、1901年の連邦制結成以来、各州を単

位とした中央集権体制であった。しかし、1980年代後半以降、①インフレによる

財政支出の緊縮から公共機関の効率性が必要とされたこと、②天然資源の価格低

9０



下により大打撃を受けた産業界が、現代産業への移行に対応する優れた教育成果

を要求したことを背景として、学校教育の「効果性」「効率性」「卓越性」が一層

求められることとなった。その流れの中で、学校審議会が定着し、学校の裁量が

拡大されていった。またこの頃、特に都市部では多民族・多文化社会の様相が顕

著になり、学校が、子ども、保護者、地域のニーズにきめ細かく対応する必要性

が強くなった。

このような背景から、1990年代以降、オーストラリアの教育行政は、ニューパ

ブリックマネジメントの考えを取り入れるようになり、教育改革の理念に「公正」

と「効率」が位置づけられ、両者のバランスが問われるようになった。そして、

教育改革の鍵的概念は、学校に基盤を置いたカリキュラム開発から自律的学校経

営へと変化した。学校への大幅な権限の委譲は、同時に一方で、学校に対し、教

育成果に対するアカウンタビリティをも要求した。すなわち、権限委譲の見返り

として、学校には、重点領域等を盛り込んだ学校経営計画（チャーター）の提出

と、それに照らした教育成果の達成とが求められるようになったと考えられる。

ビクトリア州でも、1993年以降、「未来の学校」（SchoolsfbrtheFuture）と

呼ばれる教育改革の下、自律的学校経営が導入されてきた。この改革は、児童・

生徒の潜在的能力を最大にするような質の高い教育を提供することを主目的とし

ており、学校への権限委譲により、学校が、地域･子どもの多様性を考慮しつつ、

アカウンタビリティを実現していくことを狙いとしていた。そしてそれを具体化

するために、初等教育段階における学力調査プロジェクトやチャーターが導入さ

れたのである。

同州においてチャーターは、校長、学校審議会会長、教育行政代表の同意・署

名という契約行為をもって、３年間有効となる。チャーターが有効となった時点

で、学校審議会会長と教育行政代表は、チャーターの実施を学校に委託したこと

になる。学校は、契約同意を得た以上、チャーターを実施し、保護者と教育行政

の納得が得られるような成果を出すことが求められる。しかし、チャーターが契

約同意を得ているといっても、その実施を校長に対して法的に強制するわけでは

ない。チャーターは、職務を委託する人物（保護者代表、教育行政代表）と職務

を実行する人物（校長）の間の同意であるが、相互に法的強制力を伴う権利・義

務関係はない。このため、チャーターは「準契約」と呼ばれているが、これは、

教育の不確実性に起因する。

ビクトリア州では、このように法的拘束力を持たないチャーターに、その実施

を担保するために、３年ごとの学校評価と校長人事の任期制を取り入れている。

チャーターは３年間有効であるが、それは３年ごとの学校評価の対象となる。ま
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た、その実施結果は、校長の任期更新に影響を与える。すなわち、チャーター自

体に法的拘束力はないものの、その実施と成果の達成は学校評価の対象とされ、

その後の学校改善の指針となると考えられる｡またそのために､チャーターには、

学校経営の評価基準である、行政が期待する数値的目標（｢ベンチマーク｣）も盛

り込まれている。なお、現在、チャーターは、ストラテジツクプランヘと変更さ

れている。

事例研究一一スクールリーダーによるチャーターの作成

本書では、公立Ａ小学校、公立Ｂ中学校、公立Ｃ高等学校の、三つの学校のチ

ャーターを、それらの学校に勤務する現職のスクールリーダー自らが作成し、そ

の成果と課題とが紹介されている｡Ａ小学校は､2004年度から二学期制を試行し、

学校行事等の見直しを行ってきた。また、翌２００５年度からは、放送教育・’情報

教育の校内研究を進めることになった。研究主題は、「自ら学び、進んで活動する

子どもの育成一豊かな学びを作るメディアの活用一」である。さらに、2006年度

からは、その研究主題をどのように実際の授業につないでいくのかを検討し、教

室内での「豊な学び」を実現するために、授業改善に取り組み、校内研修・授業

研究会等を実施してきた。Ａ校の教員は、これらの実践を整理し、今後の課題を

明確にするためにチャーターを作成した。

Ｂ中学校は、２００１年度以降、人権教育に力を入れて取り組んできた。しかし、

学習指導要領の改訂や学校完全週五日制の導入等により、教職員は多忙を極めて

いった。また、どの学校でも見られるように、生徒や保護者の意識や価値観の多

様化、生徒の基本的な生活習'慣の乱れやコミュニケーションの不足も感じられる

ようになった。そのため、その後の展望を開くことを目的に学校自己評価を行っ

たところ、教育指導上の課題が明らかになった。そこで、２００６年度から、「豊な

人間性を育み、確かな学力の向上をめざす生徒の育成」を校内研究の新たな主題

に設定した。年６回の校内研修を実施するとともに、各教科で研究テーマを設定

し、授業公開により教員自身が刺激を与え合い、高め合う環境を整えた。Ｂ校の

教員は、このような２００６年度の取り組みを整理し､学校改善に寄与するために、

チャーターを作成した。

Ｃ高校は、新設の総合学科（単位制）であり、教育課程には「人文・社会系列」

「自然科学系列」「総合技術系列」「伝統工芸系列」「健康福祉系列」という系列が

設けられた。校長は、県下初の民間出身校長であり、経営的な発想を学校に導入

し、当初は多くの教員の反発を買ったものの、一人ひとりの教員との丁寧な対話

により、徐々に支持者を増やしていった。だが、総合学科であるゆえに、教員は
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多くの科目を担当しなければならず、多忙感・疲労感に苛まれていた。またそれ

ゆえに生活指導や進路指導が個人の努力に委ねられてしまい、十分な成果をあげ

てこなかった。そこで、Ｃ校の教員により、教員が組織的に動く仕組みをどう作

るか、より積極的に動こうというモチベーションをどう高めるかという問題意識

からチャーターが作成された。

各学校のチャーターは､オーストラリア・ビクトリア州のそれをモデルとして、

①学校プロファイル、②学校目標（教育課程目標、教育環境目標、スタッフマネ

ジメント目標、財務・設備運営目標)、③重点領域、④実践方針、⑤児童・生徒の

ルール、⑥アカウンタビリティ計画の各項目に基づき準備された。オーストラリ

アのチャーターが、関係者との協議等をもとに一から考案されるのに対し、各学

校のチャーターは、既存の学校要覧や生徒手帳等の文章をもとに作成された。し

かし、チャーター作成のために、いずれの学校でも校内研修が実施され、各研究

課題の方向性、学校改善方策等が議論された。

このようなチャーターの作成は、確かにオーストラリアと日本という「学校」

が置かれる状況に起因する違いは多々あるものの、作成者に共通に、以下に示す

成果をもたらした。それは、チャーターが、①具体的な目標の設定を必要とし、

そのためにその実現に向けて具体的な手立ての確立を要求するため、各学校の具

体的方策を検討する機会をもたらしたことである。また、②そのような「具体性」

が、学校・教員の主体性をもたらすとの確信も導いたようである。このようなス

クールリーダーたちのチャーター作成に対する印象は、学校変革のための「考え

るヒント」を提供する有効な機会となったと考えられる。

現在、日本では、いじめ、不登校、学力格差の拡大等、様々な問題が学校の内

部で発生している。こうした状況を少しでも変えるため、編著者は、最後に、①

学校がビジョンと具体的な目標を設定し、子どもの問題や保護者の要望に対する

共通の指針を定めること、②教育内容・方法の高度化の観点から、校内研修を進

めて、教師の専門的指導力を組織的に高めることの必要性を主張する。そしてそ

のために、スクールリーダーの先導の下、学校経営計画の確立が要求されるので

ある。つまり、チャーターのような学校変革プランの策定が、日本でも要請され

ると考えられる。

しかし、本書でも指摘されているが、実際にチャーターを作成し、「実施」に移

していくための土壌は、現在の日本ではほとんど形成されていない。今後、自律

的学校経営を推進するためには、教育行政体制の変更はもちろんのこと、「教育」

「学校」を取り巻く人々の意識の変革も必要となろう。学校変革プランであるチ
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ヤーターを作成しても、それをどのように「行動」につなげていくかが明確でな

ければ、学校の「実質的」な変革には繋がらない。「教育」「学校」について考え

る。考え直す格好の機会・ヒントを提供するという意味では、本書の試みは、編

著者の目的に適ったものと指摘できる。今後は、チャーターをどのように「実施」

していくのかが、課題である。

また、チャーターの「産みの親」であり、元来、学校の自主性・自律性が強い

オーストラリアでも、現在、財政支援を糧として、その傾向に逆風が吹いている

ことを、最後に指摘しておきたい。同国では、1998年にリテラシー、ニユーメラ

シー等の基礎学力を測定するナショナル・ベンチマークが策定され、それ以降毎

年、特定学年を対象に学力調査が実施されている。また、2008年からは、それま

で各州で作成されていたテストが、全国共通テストへと移行される。これらの成

果・到達度は、連邦政府から州政府への財政支援にも影響を与えることが明記さ

れている（zheaahonjgAssお虎､“(Zeam1i2g2hgF坊e２．－Ａchおv"amentzhz'oz4ghcMhojb巴

a"ｄｑｎｐ”z、伽ﾉEagzljkItjbI2s2りＧ５等)。

確かに、学校は、これまでも、ある一定の「目標」に即して教育活動を展開し、

一定の「成果」を残すことを期待されてきた。しかし、その「目標」はどのよう

な背景の下に確立し、どのような「成果」と結び付いているのだろうか。特に経

済の国際化が進み、人やモノ、情報の移動が活性化する現在、学校教育の役割・

目的・目標は、各国・地域で、また各国・地域内で益々単一化するように思われ

る。

本書で主張されるように、自律的学校経営は、各学校に教育課程編成や教員人

事等の面で裁量権を拡大し、各地の状況に即した「目標」設定やその目標を達成

する「過程」を準備することを可能にする。しかし、その「目標」自体が、財政

支援という縛りを持って、単一化せざるを得ない状況にあるとしたら、学校は果

たして「自律的」経営が可能なのだろうか。各学校の状況・必要性に即した教育

「過程」を準備することは重要だろう。だが、学校教育の「目的」「目標」を批判

的に考えることも、学校変革のためには必要不可欠だろう。今後、編著者の研究

で、この点がどのように示されるのか、期待したい。

（学文社刊２００７年５月発行２９９頁本体価格2,700円）
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理事会：2007年５月１０日（金）、2007年６月２９日(金）

・第１１回大会（於大分大学）について

・紀要第１３号の進捗状況

・学会の将来構想について

・学会の運営形態について

①業務内容の区分、事務局移転②会則の変更

◎地理的・時間的都合上、理事会は現在、極力、オンラインで実施してい

ます。

１．

勉強会の報告

オセアニア地域の教育に関する情報交換の場として開催しています。詳

細は以下の通りです。問い合わせは担当理事までお願いします。多くの

会員の参加をお待ちしています。

開催日時２月１７日(１５時～１７時)、５月１９日(１３時半～１５時）

場所芝学園（芝中学校・芝高等学校）

内容オセアニア地域の教育を経験した日本人による体験記を見つけ

て発表、参加者の近況報告、情報交換等

参加人数毎回５人程度

担当理事出光・坂詰

２．

2006年度オセアニア教育学会活動報告

●
●
●

●
●

３．オーストラリア･メルボルンでの集い

２００７年８月１１日に坂詰理事が中心となり「メルボルンでの集い」を開催しま

した。参加者は会員が４名、ゲストが２名の合計６人でした。在メルボルンの会

員数からすると高参加率になりました｡研究領域や学会への要望など､約三時間、

活発な'情報・意見交換が交わされました。

４．メールを通したニュースレターなど、情報提供について

現在、迅速な情報提供や郵送費削減のため、emailでニュースレターを配信し

ています。現在、６２名の会員(全会員の約８４％)のメールアドレスが登録されてい

ます。また希望者には、「紙」のニュースレターも同時に郵送しております。事務

局としては、受信され、’情報を受け取られたかどうかが心配でもあります。開封

確認、もしくは受信に関する短い返信等をいただければ、幸いです。ご協力あり

がとうございます。

9５



オセアニア教育学会第１０回大会報告

第１０回大会は、2006年１２月９日(士)～１０日（日）、横浜市立大学（金沢八景

キャンパス）にて開催されました。全日程で30名以上の方々にご参加いただきま

した。第１０回大会は横浜市立大学の出光直樹理事のご尽力により、成功裡に終え

ることができました。この場をお借りして、御礼申し上げます。日程は、以下の

通り開催されました。

＜１２月９日（士）＞

１ ２ ： ３０～大会参加受付

１３：００～１４：３０記念講演会

「オーストラリアン･マルチカルチュラリズムの行方

一ハワード政権下の多文化主義」

１４：４０～１５：４０教育現状報告

「オーストラリア・ニュージーランドにおける教育の現状及び留学事情」

１５：５０～１６：５０総会

１７：００～１９：００懇親会「シーガル食堂ゲストルーム」

く１２月１０日（日）＞

９：００～１２：１０研究発表

１記念講演会

慶臆義塾大学教授でオーストラリア学会の代表理事である関根政美先生をお迎

えし、「オーストラリアン･マルチカルチュラリズムの行方一ハワード政権下の多

文化主義」と題しての記念講演会は、オーストラリアの多文化主義が変貌しつつ

あることを知る上でとても有意義なものでした。

２教育現状報告

「オーストラリア・ニュージーランドにおける教育の現状及び留学事‘情」と題

して、中西麻美子氏(ニュージーランド大使館商務(留学)担当官)、ライザ・ベバ

リッジ氏(オーストラリア政府国際教育機構)に、ニュージーランド、オーストラ

リア両国の教育状況を分かり易く説明していただきました。

３総会
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４懇親会

大学内の「シーガル食堂ゲストルーム」で開催された懇親会には２０名の参加

者があり、新入会員の方も多く出席され、とても新鮮な雰囲気のある場でした。

５研究発表

芝学園の坂詰貴司理事の司会により、以下の６件の発表が行われました。オー

ストラリア・ニュージーランドに関する発表だけではなく、サモアに関する研究

発表も２件あり、研究の対象地域の広がりを感じることができました。

（１）高橋望（東北大学大学院生）伊井義人（北海道文教大学）

｢学校教育における「公」「私」のパートナーシップ

：ニュージーランドを事例として」

（２）青木麻衣子（日本学術振興会特別研究員）

｢教育における「多様性」の保証をめぐって

－オーストラリアにおけるリテラシー・ベンチマークの策定過程から－」

（３）朝水宗彦（立命館アジア太平洋大学）

｢オーストラリアにおける留学プログラムの多様性」

（４）本柳とみ子（早稲田大学大学院生）

｢オーストラリアにおける教員の採用に関する一考察

：クイーンズランド州を事例として」

（５）奥田久春（国際協力機構ＪＩＣＡサモア事務所）

｢サモアにおける教育開発の現状と課題：教育省と援助機関の取組」

（６）日浦賢一（㈱VSO）

｢サモア教育戦略政策計画2006年～2015年と教育セクタープロジェクト

（その１）サモア中高等学校教育の現状と課題」
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Ｏオセアニア教育学会会則

第１章総則

第１条本会はオセアニア教育学会(SocietyfbrOceanianEducationStuidies)と称

する。

第２条本会はオセアニアの教育に関し､学術的に研究し､かつ教育現場の理解に努

め､もって日本とオセアニア諸国の相互理解及び交流を深めることを目的とす

る。

第３条本会は前条の目的を達成するために以下の事業を行う。

１.総会及び研究会の開催

２.研究年報または会報の発行

３.その他本会の目的達成に必要な事業

第２章会員

第４条本会の目的に賛同し､オセアニアの教育に関心を持つ者をもって会員とする。

第５条本会の会員になるためには入会申込書を提出しなければならない。

第６条会員は会費を負担するものとし､会費は年額5,000円(学生3,000円、団体

8,000円)とする。

第７条会員のうち三年間にわたって会費納入を怠ったものは､本会から除籍される。

第３章役員

第８条本会の事業を運営するために次の役員をおく｡役員の任期は二年とする｡但し、

重任を妨げない。

会長１名理事７名(但し､事務局長１名､編集委員長１名を含む）

監査２名

第９条１)会長は総会にて選出し､本会を代表するものとする。

２)理事は会員の互選により選出する｡欠員が生じた場合､直ちに補充する。

３)監査は理事会の議を経て会長が委嘱する。

４)事務局長は理事会の議を経て会長が委嘱し､理事に加える。

５)編集委員長は､理事会の議を経て会長が委嘱し､理事に加える。

６)事務局長は､事務局員を委嘱することができる。
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第１０条

る。

第１１条 理事会は会長及び理事によって構成し､本会の重要事項を審議する。

第５章会計

本会の経費は会員の会費､その他の収入をもってこれにあてる。

本会の会計年度は毎年１０月１日にはじまり､翌年９月３０日に終わる。

第１２条

第１３条

第６章雑則

本会の事務局は､理事会において定める。

本会則の改正は総会の決議による。

本会を運営するのに必要な細則は理事会が定め､総会に報告する。

条
条
条

４
５
６

１
１
１

第
第
第

附則

本会の会則は､平成５年１２月４日より施行する。

附則

本会の会則は､平成６年１２月３日より施行する。

附則

本会の会則は､平成７年１２月９．日より施行する。

附則

本会の会則は､平成９年１２月６日より施行する。

附則

本会の会則は､平成１０年１２月１２日より施行する。

附則

本会の会則は､平成１２年１２月７日より施行する。
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Ｏオセアニア教育学会選挙管理規程

オセアニア教育学会理事選出に関する規定を次の通り定める。

(目的）

第１条この規程は､オセアニア教育学会における役員の選出が､公明かつ適正に行わ

れることを意図し､本会の健全な発展に寄与することを目的とする。

(理事選出の方法）

第２条理事の選出は会員全員の選挙により行う。

(選挙事務の管理運営）

第３条理事の選挙については､選挙管理委員会が管理運営するものとする。

(選挙管理委員会）

第４条１.選挙管理委員会は､会長が会員の中から指名し３名の委員で構成する｡但

し､理事１名を含むものとする。

２.選挙管理委員会には選挙管理委員長を置く｡委員長は委員の互選とする。

３.委員の任期は､二年とする。

４.選挙管理委員会は､投票日の公示､投票の方法､その他選挙に関し特に必

要と認める事項を選挙人に周知させるとともに､棄権防止に対して適切な措置

を講じなければならない。

(選挙権）

第５条会員は全てその権利を有する。

(被選挙権）

第６条会員は全てその権利を有する。

(選挙人名簿の作成）

第７条オセアニア教育学会会員名簿をもって代用する。

(選挙期日）

第８条選挙日の設定及びその他選挙に関する日程の作成は選挙管理委員長が公示

する。

(定例選挙）

第９条理事の定例選挙は､その任期終了前二ヶ月以内に行う。

(臨時選挙）

第１０条前条に定める定例選挙以外に､選挙管理委員会が必要と認める事態が生じ

た場合には､臨時選挙を行うことが出来る。
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(投票）

第１１条１.選挙は､投票によって行う。

２.投票は､一人５名以内連記の1票に限る。

(投票用紙の様式及び作成）

第１２条１．定例選挙における投票用紙､別表第一号様式とする｡臨時選挙における

投票用紙の様式については､その都度選挙管理委員会が定めるものとする。

２.投票用紙は､選挙管理委員会が作成する。

(投票の方法）

第13条投票は全て郵送とし､宛先はオセアニア教育学会事務局内選挙管理委員会と

する。

(開票立会人）

第１４条選挙管理委員会は､開票に際し､選挙人の中から開票立会人1名を公募しな

ければならない。

(開票事務）

第１５条開票に関する事務取扱いは､選挙管理委員会が行うこととし､前条の開票立

会人が開票事務に立ち会う。

(開票の場所及び日時の決定）

第１６条１.選挙管理委員会は､開票立会人の立会いの上､投票総数を点検しなけれ

ばならない。

２.投票の効力は､選挙管理委員会が決定しなければならない｡その決定に

あっては､第十七条の規程に反しない限り､その投票を有効とする。

(無効投票）

第１７条以下の投票は､無効とする。

１.正規の用紙が用いられていないもの。

２.被選挙権の無い者の氏名が記載されたもの。

３.投票が締め切られた日の翌日以後の日付で郵送されたもの。

４.第十一条に違反したもの。

(同数得票の扱い）

第18条同数の得票を得た者が並んだ場合は､会員歴の長い者を優先する。

(欠員の補充）

第19条理事に欠員が生じた場合は､直前選挙の次点者より補充し､その任期は

前任者の残りの期間とする。
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附則

附則

附則

この規程は平成８年１２月７日より有効とする。

この規程は平成９年１２月６日より有効とする。

この規定は平成１５年１２月６日より有効とする。
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○『オセアニア教育研究』編集委員会規程

１．編集委員会は､若干名の編集委員会をもって構成し､紀要(『オセアニア教育

研究』)の編集･発行に当たる。

２．編集委員長(以下､委員長)は編集担当理事とする｡編集委員長は編集委員

会を招集し､論文審査その他紀要発行に必要な事務を行う。

３．編集委員の選出は理事会が行う。

４．編集委員の任期は１期２年とする｡ただし､重任を妨げない｡また､１期ごとに

若干名を交代する。

５．論文の審査･執筆については別に定める。

６．本規程の改正は編集委員会の出席者の２分の１以上の同意により提案され、

理事会の承認を得るものとする。

附則本規程は､１９９７年１２月６日から施行する。
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名称:『オセアニア教育研究』（JournalofOceanianEducationStudies)と

する。

発行:原則として､年１回､毎年９月３０日をもって発行する。

編集内容:オセアニアの教育に関する研究論文､現場報告､書評等を掲載す

る。

執筆要領：

（１）原稿形式

１．

●
●

（
叩
左
〕
（
如
く
串
）

４．

①原稿は未発表のものに限る。口頭発表及び配布資料はこの限りではな

い。

②原稿(注､引用文献､及び図表を含む)は､Ｂ５横書きパソコン原稿３８字

×35行で15枚以内(現場報告は12枚以内)とし､余白を左右22ミリずつ、

上下を２５ミリずつとする｡フオントサイズは本文を11とし､注をそれ以下と

する｡頁番号はいれない。

③原稿は4部(コピー可)を送付するものとする｡ただし､原稿は返却しない。

④原稿及び英文アブストラクトにはタイトルのみを記入し､執筆者名及び所

属は記入しないこと。

⑤引用文献､参考文献を含む原稿には､著者名、所属など､投稿者が特定

できる情報を記載しない｡ただし､掲載決定後には当該情報を補うことが

できる。

⑥投稿にあたっては､次の事項を記入した別紙を添付するものとする。

ｉ）和文による執筆者名､所属､連絡先､E-mailアドレス

ｉｉ）英文による論文題目、執筆者名、所属

iii）上記形式のＢ5,1枚(約350語)以内の英文アブストラクト(必ずネイ

ティブチェックを受けたものであること）

⑦投稿にあたっては､Ａ4用紙を用いて上記規定Ｂ5サイズ印刷として提出し

てもかまわない。

(2)統一表記

①節の表記は､１，２，３，…、小節の表記は、(1)、(2)、(3)、…とする。

②注番号は､上付とする。

③邦文の論文名には「 」、書名･雑誌名には『』をつける。

④英文等の論文名には“，'､書名･雑誌名はイタリック体とする｡(イタ
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ﾘｯｸ体が不可能な場合は､下線を引く)。

⑤文献の表示は､次の通りとする。

著者外国語著作で複数の場合はアルファベット順にする。

題名論文の場合は論文名の後に雑誌名、巻号数を入れる。

出版社名国外出版の場合は国名もしくは都市名も入れる。

出版年報告書等の題名に年号がついていても出版年は必ず入れ

る。

⑥以下の形式の例を参照すること。

（３）論文提出

①投稿希望は２月１５日、論文提出は４月１５日必着とする。

②投稿希望･論文提出先

〒183-8534府中市朝日町３－１１－１

東京外国語大学留学生日本語教育センター

宮城研究室内『オセアニア教育研究』編集委員会

戸､ご戸、ご戸～戸、ご〆、＝戸、ご戸、 ザ 戸 、 ゴ 戸 、 ＝ 声 、 ジ ヘ ジ ヘ ー 岸 、 ジ ヘ プ ～ 戸 ～ へ ご 戸 ～ へ －戸､－戸、ご戸、－ヘゴヘゴヘーへご戸～戸、ジヘジ戸､ｰ戸～戸～戸～房～戸、ｰ戸～

(形式の例）

題名

一副題一

（以下３行あける）

はじめに

「はじめに｣を入れる場合は節に入れない｡同じく｢おわりに｣を使用する場合も題目に

数字を入れない｡題名、副題、「はじめに｣、「おわりに｣は太文字にする。

1.節の題目

(1)小節の題目

節の題目は太文字にするが､小節は太文字にしない｡なお､表や図を使用する場
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合は､以下のように表題､出典を明記する。

表１州別学校数(1995年）

初等教育 中等教育 高等教育

Ａ州 2００ 1００ ２０

Ｂ州 9０ 4０ 1０

(出典:MinistryofEducation．〃ﾋﾉﾋJcatmz]mCbzmt2yC1993，

p､16）

〔注〕

1)Leger,Ｃ､,＆Romano,Ｊ・P."BootstrapAdaptiveEstimation:TheTrimmed

MeanExample.,，"ｅＣｈｎａｄ姓ｍｃﾉbumaIofSZa雄tjb圏,Ｚａｌ９９０,ｐ､299.

2）Barcan,Alan､ＡＨ？怠””ｏｆ，AzJs唾雄ｎＥｔ加a加"､Melbourne：Oxfbrd

UniversityPress,1980．

【参考文献】

Ｕ､S・SecuritiesandExchangeCommission.Annua〃通po”of坊eSbczzz伽Es

andExnhangPCbmmis圏ｊｂｎ危ｒ幼ｅＦ】isαヨノ路a凪Washington，，.Ｃ,：

GovernmentPrintingOffice,1983．

Boyd,WilliamLowe,&Smart,Don,Eds・EtfU函加nEqZjhyinAust頭a肋and

AmeIゾbZIfCbmpa“〃v巴Ｐｾ垣peC虚ｖＢｓＮｅｗＹｏｒｋ:FalmerPress,1987.
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『オセアニア教育研究』編集委員会

委員長宮城徹（東京外国語大学）

委 員 出光直樹

隈本順子

佐藤博志

馬測仁

(横浜市立大学）

(大分大学）

(岡山大学）

(大阪女学院大学）

編集後 記

今年も第13号がようやく完成いたしました｡昨年の反省から､今年は早めに作業を進め､２

回の執筆者校正を実施しましたが､そのためまた印刷時期がずれ込むこととなりました。

本号では､まずく特別寄稿論文>として､笹森会長による｢オセアニア教育学会の歩みと課

題｣についての論文を掲載しました｡今後の本学会の方向性を考える上で､非常に重要なも

のと言えるでしょう｡続いて､第１０回大会でご講演をいただいた日浦賢一氏によるサモアの

教育の現状についての論文を掲載いたしました｡こちらもたいへん興味深いものになってお

ります｡この場をお借りして心よりお礼申し上げます。

〈論文>については､厳正な審査を経て､２論文､１報告を掲載することとしました｡今回は偶

然にも､教員に関連するものが集まりました｡さらに､今回新たにく動向紹介>とく書評>のセク

ションを設けました｡学会員及び読者の皆様にとって､研究上の参考となることを期待してお

ります。

前号に引き続き､執筆要領の一部改訂を行いました｡今後の編集がより円滑に行われるよ

うになると期待しています｡最新の執筆要領にしたがって､ご投稿願います｡会員のみなさま

の積極的なご投稿をお待ちしております。

（編集委員長宮城徹）
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